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１．建設業とは 

 建設業法（以下「法」という。）において、建設業とは、元請、下請その他いかなる名義をもっ

てするかを問わず、建設工事の完成を請け負う営業を指します。（法第２条） 

ここでいう「請負」とは、契約の名義を問わず、報酬を得て建設工事の完成を目的とするもの

に限られます。したがって、雇用、委任、建売住宅の売買などとは異なる考え方です。 

 

 

２．建設業許可とは 

建設業を営業しようとする者は、元請請負人はもちろん、下請負人であっても、法の規定によ

り、業種ごとに国土交通大臣又は都道府県知事の許可を受けなければなりません。ただし、次に

掲げる軽微な建設工事のみを請け負う場合は、必ずしも建設業の許可は必要ありません。（法第３

条） 

許可を受けなくてもできる工事（軽微な建設工事） 

建築一式工事で右

のいずれかに該当

するもの 

① １件の請負代金が 1,500 万円未満の工事 

② 請負代金の額にかかわらず、木造住宅で延面積が 150 ㎡未満の工

事（主要部分が木造で、延面積の１/２以上の居住の用に供するも

の） 

建築一式工事以外

の建設工事 

工事の１件の請負代金が、500 万円に満たない工事 

※１ 請負代金は消費税を含んだ額で判断します。 

※２ 同一の工事の契約を複数に分ける場合は、すべての契約の請負代金の合計額で判断します。ただし、正当

な理由に基づいて契約を分割した場合を除きます。 

※３ 注文者が材料を提供する場合は、その価格及び運送賃を契約の請負代金に加えて判断します。 

 

３．許可の区分 

（１） 都道府県知事許可と国土交通大臣許可 

 建設業許可は、営業所の所在地によって国土交通大臣・都道府県知事の許可に分かれます。１

つの都道府県内にのみ営業所を設置して建設業を営む場合は都道府県知事の許可、複数の都道府

県に建設業を営む営業所を設置する場合は国土交通大臣の許可となります。したがって、京都府

内にのみ営業所を設置する場合は、京都府知事許可となります。 

 ここでいう営業所とは、本店又は支店もしくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所を指

します。単なる事務連絡所、工事現場の工事事務所、作業所、資材置き場等は、ここでいう営業

所には該当しません。 
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（２） 一般建設業と特定建設業 

 建設業の許可には、許可を受ける業種ごとに、「一般建設業」と「特定建設業」があります。同

一の建設業者が同一の業種について、一般と特定の両方の許可を受けることはできません。 

 特定建設業の取得が義務づけられている者は、発注者から直接請け負った（元請として請け負

った）建設工事で、当該建設工事の一部又は全部にかかる下請代金の額（下請契約が複数の場合

は、下請代金の総額）が、建築一式工事の場合は 6,000 万円以上、それ以外の建設工事の場合は

4,000 万円以上となる下請契約を締結する者です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 元請負人が提供する材料等の価格を含まない額で判断します。 

 

４．建設業の種類 

 法は建設工事を２９業種に分類しており、営業しようとする業種ごとに許可を受ける必要があ

ります。許可申請にあたっては、次頁の表を確認の上、必要な建設業の種類を判断してください。 

 建設工事の種類は一式工事（土木一式工事、建築一式工事）と専門工事（一式工事以外の２７

業種）に分かれます。一式工事は「総合的な企画、指導、調整」のもとに土木工作物又は建築物

を建設する工事であり、すべての建設工事の種類を請け負えるものではありません。専門工事に

分類される工事を請け負うためには、各専門工事の許可を受ける必要があります。なお、許可を

受けた建設工事に附帯して生じる他の業種に属する工事にあっては、請け負った工事に含めて行

うことができます。 

  

 

下請業者への発注額（下請契約が複数ある場合は、

下請代金の総額）が

① 建築一式工事の場合は 4,500 万円以上 

 

・上記未満の契約額 

発注者 

下請 

一般建設業又は特定建設業 

特定建設業 

 

下請業者との契約額（下請契約が複数ある場合は、

下請代金の総額）で判断する

・建築一式工事の場合は 6,000 万円以上 

・それ以外の建設工事の場合は 4,000 万円以上 

元請 
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建設工事の種類 業種 内容 例示 

土木一式工事 土木工事業 総合的な企画、指導、調整のも

とに土木工作物を建設する工

事（補修、改造又は解体する工

事を含む。以下同じ。） 

 

建築一式工事 建築工事業 総合的な企画、指導、調整のも

とに建築物を建設する工事 

 

大工工事 大工工事業 木材の加工又は取付けにより

工作物を築造し、又は工作物に

木製設備を取付ける工事 

大工工事、型枠工事、造作工

事 

左官工事 左官工事業 工作物に壁土、モルタル、漆く

い、プラスター、繊維等をこて

塗り、吹付け、又ははり付ける

工事 

左官工事、モルタル工事、モ

ルタル防水工事、吹付け工事、

とぎ出し工事、洗い出し工事 

とび・土工・コン

クリート工事 

とび・土工工事業 ①足場の組立て、機械器具・建

設資材等の重量物のクレーン

等による運搬配置、鉄骨等の組

立て等を行う工事 

②くい打ち、くい抜き及び場所

打ぐいを行う工事 

③土砂等の掘削、盛上げ、締固

め等を行う工事 

④コンクリートにより工作物

を築造する工事 

⑤その他基礎的ないしは準備

的工事 

①とび工事、ひき工事、足場等

仮設工事、重量物のクレーン等

による揚重運搬配置工事、鉄骨

組立て工事、コンクリートブロ

ック据付け工事 

②くい工事、くい打ち工事、く

い抜き工事、場所打ぐい工事 

③土工事、掘削工事、根切り工

事、発破工事、盛土工事 

④コンクリート工事、コンクリ

ート打設工事、コンクリート圧

送工事、プレストレストコンク

リート工事 

⑤地すべり防止工事、地盤改良

工事、ボーリンググラウト工

事、土留め工事、仮締切り工事、

吹付け工事、法面保護工事、道

路付属物設置工事、屋外広告物

設置工事、捨石工事、外構工事、

はつり工事、切断穿孔工事、ア

ンカー工事、あと施工アンカー

工事、潜水工事 
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建設工事の種類 業種 内容 例示 

石工事 石工事業 石材（石材に類似のコンクリー

トブロック及び擬石を含む。）

の加工又は積方により工作物

を築造し、又は工作物に石材を

取付ける工事 

石積み（張り）工事、コンク

リートブロック積み（張り）

工事 

屋根工事 屋根工事業 瓦、スレート、金属薄板等によ

り屋根をふく工事 

屋根ふき工事 

電気工事 電気工事業 発電設備、変電設備、送配電設

備、構内電気設備等を設置する

工事 

発電設備工事、送配電線工事、

引込線工事、変電設備工事、

構内電気設備（非常用電気設

備含む。）工事、照明設備工事、

電車線工事、信号設備工事、

ネオン装置工事 

管工事 管工事業 冷暖房、冷凍冷蔵、空気調和、

給排水、衛生等のための設備を

設置し、又は金属製等の管を使

用して水、油、ガス、水蒸気等

を送配するための設備を設置

する工事 

冷暖房設備工事、冷凍冷蔵設

備工事、空気調和設備工事、

給排水・給湯設備工事、厨房

設備工事、衛生設備工事、浄

化槽工事、水洗便所設備工事、

ガス管配管工事、ダクト工事、

管内更生工事 

タイル・れんが・

ブロック工事 

タイル･れんが・

ブロック工事業 

れんが、コンクリートブロック

等により工作物を築造し、又は

工作物にれんが、コンクリート

ブロック、タイル等を取付け、

又ははり付ける工事 

コンクリートブロック積み

（張り）工事、レンガ積み（張

り）工事、タイル張り工事、

築炉工事、スレート張り工事、

サイディング工事 

鋼構造物工事 鋼構造物工事業 形鋼、鋼板等の鋼材の加工又は

組立てにより工作物を築造す

る工事 

鉄骨工事、橋梁工事、鉄塔工

事、石油、ガス等の貯蔵用タ

ンク設置工事、屋外広告工事、

閘門、水門等の門扉設置工事 

鉄筋工事 鉄筋工事業 棒鋼等の鋼材を加工し、接合

し、又は組立てる工事 

鉄筋加工組立て工事、鉄筋継

手工事 

 

舗装工事 舗装工事業 道路等の地盤面をアスファル

ト、コンクリート、砂、砂利、

砕石等により舗装する工事 

アスファルト舗装工事、コン

クリート舗装工事、ブロック

舗装工事、路盤築造工事 
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建設工事の種類 業種 内容 例示 

しゅんせつ工事 しゅんせつ工事

業 

河川、港湾等の水底をしゅんせ

つする工事 

しゅんせつ工事 

板金工事 板金工事業 金属薄板等を加工して工作物

に取付け、又は工作物に金属製

等の付属物を取付ける工事 

板金加工取付け工事、建築板

金工事 

ガラス工事 ガラス工事業 工作物にガラスを加工して取

付ける工事 

ガラス加工取付け工事、ガラ

スフィルム工事 

塗装工事 塗装工事業 塗料、塗材等を工作物に吹付

け、塗付け、又ははり付ける工

事 

塗装工事、溶射工事、ライニ

ング工事、布張り仕上工事、

鋼構造物塗装工事、路面標示

工事 

防水工事 防水工事業 アスファルト、モルタル、シー

リング材等によって防水を行

う工事 

アスファルト防水工事、モル

タル防水工事、シーリング工

事、塗膜防水工事、シート防

水工事、注入防水工事 

内装仕上工事 内装仕上工事業 木材、石膏ボード、吸音板、壁

紙、たたみ、ビニール床タイル、

カーペット、ふすま等を用いて

建築物の内装仕上げを行う工

事 

インテリア工事、天井仕上工

事、壁張り工事、内装間仕切

り工事、床仕上工事、たたみ

工事、ふすま工事、家具工事、

防音工事 

機械器具設置工事 機械器具設置工

事業 

機械器具の組立て等により工

作物を建設し、又は工作物に機

械器具を取付ける工事 

プラント設備工事、運搬機器

設置工事、内燃力発電設備工

事、集塵機器設置工事、給排

気機器設置工事、揚排水機器

設置工事、ダム用仮設備工事、

遊技施設設置工事、舞台装置

設置工事、サイロ設置工事、

立体駐車設備工事 

 

熱絶縁工事 熱絶縁工事業 工作物又は工作物の設備を熱

絶縁する工事 

冷暖房設備、冷凍冷蔵設備、

動力設備又は燃料工業、化学

工業等の設備の熱絶縁工事、

ウレタン吹付け断熱工事 
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建設工事の種類 業種 内容 例示 

電気通信工事 電気通信工事業 有線電気通信設備、無線電気通

信設備、ネットワーク設備、情 

報設備、放送機械設備等の電気

通信設備を設置する工事 

有線電気通信設備工事、無線

電気通信設備工事、データ通

信設備工事、情報処理設備工

事、情報収集設備工事、情報

表示設備工事、放送機械設備

工事、ＴＶ電波障害防除設備

工事 

造園工事 造園工事業 整地、樹木の植栽、景石のすえ

付け等により庭園、公園、緑地

等の苑地を築造し、道路、建築

物の屋上等を緑化し、又は植生

を復元する工事 

植栽工事、地被工事、景石工

事、地ごしらえ工事、公園設

備工事、広場工事、園路工事、

水景工事、屋上等緑化工事、

緑地育成工事 

さく井工事 さく井工事業 さく井機械等を用いてさく孔、

さく井を行う工事又はこれら

の工事に伴う揚水設備設置等

を行う工事 

さく井工事、観測井工事、還

元井工事、温泉掘削工事、井

戸築造工事、さく孔工事、石

油掘削工事、天然ガス掘削工

事、揚水設備工事 

建具工事 建具工事業 工作物に木製又は金属製の建

具等を取付ける工事 

金属製建具取付け工事、サッ

シ取付け工事、金属製カーテ

ンウォール取付け工事、シャ

ッター取付け工事、自動ドア

－取付け工事、木製建具取付

け工事、ふすま工事 

水道施設工事 水道施設工事業 上水道、工業用水道等のための

取水、浄水、配水等の施設を築

造する工事又は公共下水道若

しくは流域下水道の処理設備

を設置する工事 

 

 

 

 

 

 

 

取水施設工事、浄水施設工事、

配水施設工事、下水処理設備

工事 
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建設工事の種類 業種 内容 例示 

消防施設工事 消防施設工事業 火災警報設備、消火設備、避難

設備若しくは消火活動に必要

な設備を設置し、又は工作物に

取付ける工事 

屋内消火栓設置工事、スプリ

ンクラー設置工事、水噴霧、

泡、不燃性ガス、蒸発性液体

又は粉末による消火設備工

事、屋外消火栓設置工事、動

力消防ポンプ設置工事、火災

報知設備工事、漏電火災警報

器設置工事、非常警報設備工

事、金属製避難はしご、救助

袋、緩降機、避難橋又は排煙

設備の設置工事 

清掃施設工事 清掃施設工事業 し尿処理施設又はごみ処理施

設を設置する工事 

ごみ処理施設工事、し尿処理

施設工事 

解体工事 解体工事業 工作物の解体を行う工事 工作物解体工事 

 

 

５．許可の有効期間 

 許可の有効期間は、許可のあった日から５年目の許可日に対応する日の前日をもって満了とな

ります。許可の有効期間の末日が日曜日等の行政庁の休日であっても、同様の取扱いとなります。 

建設業者は、引き続き建設業を営もうとする場合には、有効期間が満了する日の３０日前まで

に許可の更新の手続きをとらなければなりません。手続きを怠れば、期間満了とともに許可の効

力は失われ、許可が必要な建設工事を請け負うことはできなくなります。 

なお、許可満了までに許可の更新の手続きをとっていれば、許可又は不許可の処分があるまで

は、有効期間の満了後であっても従前の許可が有効となります。 

 

※ 許可を受けたあと、更に他の建設業について追加して許可を受けようとする場合は、有効期

間の残っている従来の建設業についても更新を申請し、すべての建設業の許可年月日を同一に

することができます。ただし、従来の建設業の有効期間満了日の３０日前までに許可申請の手

続きをとらなければなりません。 
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６．許可の要件 

 許可を受けるためには、申請者が次の要件をすべて満たしていなければなりません。 

・適正な経営体制があること 

・適切な社会保険に加入していること 

・営業所ごとに専任技術者を配置すること 

・請負契約に関して誠実性を有していること 

・財産的基礎又は金銭的信用を有していること 

・欠格要件に該当しないこと 

 

（１） 適正な経営体制 
次のアイのいずれかの要件を満たす必要があります。 
ア 常勤役員等（※２）のうち１人が、建設業に関して、次の①～③のいずれかの経験を有し

ていること 

①経営業務の管理責任者として５年以上の経営経験を有すること 

②権限のある執行役員等として５年以上の経営経験を有すること 

③経営業務の管理責任者に準ずる地位で、６年以上経営業務を補佐した経験（以下「補佐

経験」という）を有すること 

 

イ 常勤役員等（※２）のうち１人が、次の①②のいずれかに該当する者であって、かつ、当

該常勤役員等を直接に補佐する者（※３）として(a)～(c)の経験を有する者をそれぞれ(※４)

配置していること（(a)～(c)の全ての経験が必要です） 

①以下（a）～（c）のいずれかの経験（建設業の役員等の経験２年以上を必ず含むこと） 

②５年以上の役員等の経験（建設業の役員等の経験２年以上を必ず含むこと） 

 

 

(a) 役員等又は役員等に次ぐ職制上の地位における、建設業に関する５年以上の財務管

理の業務経験（※５） 

(b) 役員等又は役員等に次ぐ職制上の地位における、建設業に関する５年以上の労務管

理の業務経験（※５） 

(c) 役員等又は役員等に次ぐ職制上の地位における、建設業に関する５年以上の業務運

営の経験（※５） 

 

※１ 詳細については、10頁の「適正な経営体制の要件（Ｒ２．１０．１改正）」を御参照ください。 

 

常
勤
役
員
等 

直
接
補
佐
す
る
者 
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※２ 法人の場合は役員等（＝業務を執行する社員（持分会社の場合）、取締役（株式会社の場合）、執行役

（指名委員会等設置会社の場合）又はこれらに準ずる者（法人格のある各種組合等の理事や、取締役会の決

議を経て取締役会又は代表取締役から具体的な権限委譲を受けた執行役員等））、個人事業主の場合は本人

又はその支配人、のうち常勤である者をいいます。なお、「役員」には、監査役、会計参与、監事及び事務

局長等は含まれません。 

「常勤である者」とは、原則として本社、本店等において休日その他勤務を要しない日を除き一定の計画

のもとに毎日所定の時間中、その職務に従事(テレワークを行う場合を含む)している者をいいます。したが

って、他社において常勤役員等・常勤役員等を直接に補佐する者・営業所の専任技術者となっている者は「常

勤である者」に該当しません。また、建築士事務所を管理する建築士、宅地建物取引業者の専任の宅地建物

取引士等の他の法令で専任を要する者は、専任を要する営業体及び場所が同一である場合を除き、「常勤で

ある者」には該当しません。 

 

※３ 「直接に補佐する」とは、組織体系上及び実態上常勤役員等との間に他の者を介在させることなく、当

該常勤役員等から直接指揮命令を受け業務を常勤で行うことをいいます。 

 

※４ 常勤役員等を直接に補佐する者として、(a)～(c)の業務経験を有する者をそれぞれ置く必要があります

が、同一人が複数の業務経験を有している場合は、複数の役割を兼任することができます。 

   また、(a)～(c)の業務を全て行う部署での経験であれば、期間を重複して計算できますので、当該部署

における５年以上の業務経験を有する者を直接に補佐する者として置けば要件を満たします。 

 

※５ 「財務管理の業務経験」とは、建設工事を施工するにあたって必要な資金の調達や施工中の資金繰りの

管理、下請業者への代金の支払いなどに関する業務経験をいいます。 

「労務管理の業務経験」とは、社内や工事現場における勤怠の管理や社会保険関係の手続きに関する業

務経験をいいます。 

「業務運営の経験」とは、会社の経営方針や運営方針の策定、実施に関する業務経験をいいます。 

これらの経験は、申請を行っている建設業者又は建設業を営む者における経験に限られますので、申

請業者以外での経験は認められません。 

 

※６ 平成２８年５月末までの「とび・土工工事業」に係る経営業務の管理責任者としての経験（又は経営業

務を補佐した経験）は、「解体工事業」に係る経営業務の管理責任者としての経験（又は経営業務を補佐

した経験）とみなします。（「解体工事業」の許可を取得するには、別途許可申請が必要です。） 

 

※７ 建設業の許可を受けていない業種に係る経験は、軽微な建設工事（１頁参照）の経験しか認められませ

ん。軽微な建設工事であっても、解体工事業、電気工事業及び浄化槽工事業（許可業種では、管工事に含

まれます）については、他法令により登録等が必要とされていますので、これらの経験については、当該

登録等を受けた日以降の経験しか認められません。 
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（２） 適切な社会保険に加入していること 

健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の全てについて、適切に加入している必要があります。

具体的には次の①～③の全ての要件を満たす必要があります。ただし、適用除外の場合を除きま

す。 

①健康保険の適用事業所（健康保険法第３条第３項）に該当する全ての営業所に関し、

新規適用事業所の届出（健康保険法施行規則第１９条第１項）を提出していること 

②厚生年金保険の適用事業所（厚生年金保険法第６条第１項）に該当する全ての営業所

に関し、新規適用事業所の届出（厚生年金保険法施行規則第１３条第１項）を提出し

ていること 

③雇用保険の適用事業所（雇用保険法第５条第１項）に該当する全ての営業所に関し、

事業所の設置等の届出（雇用保険法施行規則第１４１条第１項）を提出していること 

 

※ 「営業所」とは、３．（１）に記載の営業所をいいます。 

 

（３） 営業所の専任技術者 
「営業所の専任技術者」とは、その営業所に常勤して、専らその業務に従事する者をいいます。

事業体（法人又は個人事業主）と継続的な雇用関係にあり、休日その他勤務を要しない日を除き、

通常の勤務時間中はその営業所に勤務できる者でなければなりません。複数の業種の許可を申請

する場合において、それぞれの業種について基準を満たしている者は、同一営業所内において、

複数の業種の専任技術者を兼ねることができます。また、６．（１）の「適正な経営体制（常勤役

員等又は当該常勤役員等を直接に補佐する者）」と専任技術者との双方の基準を満たしている者は、

同一営業所内において、その双方を兼ねることができます。 

建設業を営もうとするすべての営業所において、営業しようとする業種ごとに、次のいずれか

の要件を満たす専任の技術者を置くことが必要です。 

①  許可を受けようとする業種に関して、別に定める国家資格等（１３２～１３５頁参照）を

有すること 

②  許可を受けようとする業種に関して、１０年以上の実務経験を有すること 

③  高等学校等（又は大学等）で許可を受けようとする業種に関連する学科（１３６頁参照）

を卒業した後に、５年（又は３年）以上の実務経験を有すること 

 

なお、特定建設業の許可を受けようとする場合は、１級の国家資格者、又はこれと同等の者を

配置しなければいけません。特に、下記の７業種は「特定建設業指定７業種」として、専任技術

者となることができる者は１級国家資格者又は国土交通大臣認定者のみに限定されています。 

 

特定建設業指定 7 業種  

土木工事業、建築工事業、電気工事業、管工事業、鋼構造物工事業、舗装工事業、造園工事業 
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 ※１ 「営業所の専任技術者」は通常の勤務時間中はその営業所に勤務できる者であるため、住所が勤務を要

する営業所の所在地から著しく遠い距離にあり、常識上通勤不可能な者は認められません。また同様に、

他の建設業者の営業所・自社の他の営業所の専任技術者となっている者、建築士事務所を管理する建築士・

宅地建物取引業者の専任の宅地建物取引士等の他の法令で専任を要する者（専任を要する営業体及び場所

が同一である場合を除く）も専任であると認められません。 

 

 ※２ 「許可を受けようとする業種に関して１０年以上の実務経験を有する者」として、２業種の営業所の専

任技術者となろうとする場合、専任技術者となろうとする業種の実務経験と当該業種以外の実務経験を、あ

わせて１２年以上（専任技術者となろうとする業種については、８年を超える実務経験が必要）有していれ

ば、専任技術者となる要件を満たします。この要件の緩和が認められるのは次の場合に限られます。 

○ Ａ 一式工事とＢ 専門工事の組合せの場合：Ｂにつき最大２年の期間短縮 

  …Ａ＋Ｂで 12年以上の実務経験があり、うちＢにつき８年以上の実務経験がある場合、Ｂの専任技術

者になれます。（ Ａの専任技術者になるには、10年以上の実務経験が必要です。） 

・Ａ 土木一式 → Ｂ とび・土工、しゅんせつ、水道施設、解体 

・Ａ 建築一式 → Ｂ 大工、屋根、内装仕上、ガラス、防水、熱絶縁、解体 

 

○ 次の専門工事間の組合せの場合：Ｃ・Ｄの専任技術者になる場合、最大４年の期間短縮 

  …Ｃ＋Ｄで 12年以上の実務経験があり、うちＣ（Ｄ）につき８年以上の実務経験がある場合はＣ（Ｄ

の場合はＤ ）の専任技術者になれます。（Ｃ・Ｄの専任技術者になる場合、それぞれ８年以上の実務

経験があれば、両方の専任技術者になれます。） 

・Ｃ 大工      Ｄ 内装仕上 

・Ｃ とび・土工      Ｄ 解体 

 

 ※３ 許可を受けようとする業種に関連する学科（１３６頁参照）について専修学校（いわゆる専門学校）を

卒業した者のうち、「専門士」・「高度専門士」として卒業した後、許可を受けようとする業種に関して３年

以上の実務経験を有する者は、営業所の専任技術者等の要件を満たします。 

また、許可を受けようとする業種に関連する学科（１３６頁参照）について専修学校を卒業した上記以

外の者（専門士、高度専門士ではない者）は、許可を受けようとする業種に関して５年以上の実務経験を

有していれば、営業所の専任技術者等の要件を満たします。 

 

 ※４ 平成２８年５月末時点で「とび・土工工事業」について専任技術者等の要件を満たしていた者は、令和

３年３月３１日までの間に限り、「解体工事業」の専任技術者等としての要件を満たしているものとみなさ

れます。（「解体工事業」の許可を取得するには、別途許可申請が必要です。） 

令和３年４月１日以降に「解体工事業」の許可要件を満たすためには、「解体工事業」の技術者の要件を

満たさなければなりません。 
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※５ 「解体工事業」に係る実務経験年数について、平成２８年５月末までに請け負った「とび・土工工事業」

に解体工事が含まれる場合、解体工事に係る年数を「解体工事業」の実務経験年数とすることができます。

この場合に限り、「とび・土工工事業」と「解体工事業」の実務経験期間の重複が認められます。平成２８

年６月以降に請け負った「とび・土工工事業」と「解体工事業」の実務経験期間の重複は認められません。 

 

 ※６ 建設業の許可を受けていない業種に係る経験は、軽微な建設工事（１頁参照）の経験しか認められませ

ん。軽微な建設工事であっても、解体工事業、電気工事業及び浄化槽工事業（許可業種では、管工事に含

まれます）については、他法令により登録等が必要とされていますので、これらの経験については、当該

登録等を受けた日以降の経験しか認められません。 

 

 

（４） 請負契約に関して誠実性を有していること 
 申請者が法人の場合は当該法人、その役員等、個人の場合は事業主又は登記された支配人が請

負契約に関して不正又は不誠実な行為をするおそれが明らかな者でないことが要件となります。 

不正または不誠実な行為をするおそれが明らかな者とは、「建築士法、宅地建物取引業法等で不正

又は不誠実な行為を行ったことにより免許等の取消処分を受け、その最終処分の日から５年を経

過しない者」です。 

 

※ 「不正な行為」とは請負契約の締結又は履行の際における詐欺、脅迫、横領等の法律に違反する行為、「不誠

実な行為」とは工事内容、工期等において請負契約に違反する行為をいいます。 
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（５） 財産的基礎又は金銭的信用を有していること 
 建設工事を請け負うには相応の資金が必要とされることから、許可申請者は財産的基礎又は金

銭的信用を有していなければなりません。次表のとおり、直前の決算において財産要件を満たし

ているか、申請時に金銭的信用を有している必要があります。 

 

一般建設業 特定建設業 

次のいずれかに該当すること 

① 自己資本の額が 500 万円以上あること 

② 500 万円以上の資金調達能力を証明できる

こと（残高を有する日が申請日より１ヶ月

以内の金融機関の預金残高証明書等） 

③ 許可申請直前の５年間、許可を受けて継続

して営業した実績を有すること 

次のすべてを満たすこと 

① 欠損の額が資本金の 20％を超えていないこ

と 

② 流動比率が 75％以上であること 

③ 資本金の額が 2,000 万円以上であること 

④ 自己資本の額が 4,000 万円以上であること 

 

※１ 財産的基礎・金銭的信用を有していることの確認については３０頁を参照ください。 

 

※２ 「自己資本の額」とは、法人の場合は貸借対照表「純資産合計」の額をいいます。新規設立の法人で最初

の決算期を迎えていない場合は、開始貸借対照表を基準に判断します。個人の場合は期首資本金、事業主借

勘定及び事業主利益の合計額から事業主貸勘定の額を控除した額に負債の部に計上されている利益留保性の

引当金及び準備金の額を加えた額をいいます。 

 

※３ 「欠損の額」とは、法人の場合は、貸借対照表の繰越利益剰余金が負である場合に、その額が資本剰余金、

利益準備金及びその他の任意積立金の合計額を上回る額をいいます。個人の場合は、事業主損失が事業主借

勘定の額から事業主貸勘定の額を控除した額に、負債の部に計上されている利益保留性の引当金及び準備金

を加えた額を上回る額をいいます。 

〈法人〉 
繰越利益剰余金 負の場合  （資本剰余金＋利益準備金＋任意積立金）

資本金
× 100  20% 

〈個人〉 
事業主損失 （事業主借勘定 事業主貸勘定）

期首資本金
× 100  20％ 

 

※４ 「流動比率」とは、流動資産を流動負債で除して得た数値を百分率で表したものです。 

 
流動資産

流動負債
× 100  75％ 

 

※５ 「資本金」とは、法人の場合は株式会社の払込資本金、持分会社等の出資金額をいい、個人の場合は期首

資本金をいいます。  
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（６） 欠格要件 
 次のいずれかに該当する場合は、許可を受けることができません。 

① 許可申請書またはその添付書類中の重要な事項について虚偽の記載がある場合、もしくは、

重要な事実の記載が欠けている場合。 

 

② 法人の場合は当該法人、その役員等及び政令で定める使用人（支配人、支店または営業所

の代表者。以下同じ。）、個人の場合は事業主本人及び政令で定める使用人が次のいずれか

に該当する場合。 

・ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

・ 建設業法第 29 条第１項第７号又は第８号に該当（不正の手段等）することにより許可の

取消処分を受け、その処分の日から５年を経過していない者 

・ 建設業法第 29 条第１項第７号又は第８号に該当することにより許可の取消処分されるに

あたり、処分を逃れるために、行政手続法に基づく聴聞の通知があった日から処分日までに

廃業届を届け出た日から５年を経過していない者（当該通知の日前 60日以内に当該廃業届

出に係る役員等、政令で定める使用人であつた者を含む。） 

・ 建設業法の規定により営業の停止または営業を禁止され、その期間が経過しない者 

・ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、またはその刑の執行を受けることがな

くなった日から５年を経過しない者 

・ 建設業法、建設工事の施工または建設工事に従事する労働者の使用に関する法律（建築基

準法、労働基準法等）のうち政令で定める規定、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律の規定に違反、もしくは、刑法第 204 条・第 206 条・第 208 条・第 208 条の２・第

222 条・第 247 条の罪、暴力行為等処罰に関する法律の罪を犯したことにより、罰金の刑に

処せられ、その刑の執行を終わり、またはその刑の執行を受けることがなくなった日から５

年を経過しない者 

・ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員、また

は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下、「暴力団員等」

という。） 

・ 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

・ 精神の機能の障害により建設業を適正に営むにあたって、必要な認知、判断及び意思疎通

を適切に行うことができない者 

 

※ 役員等とは、業務を執行する社員、取締役、執行役もしくはこれらに準ずる者又は相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締

役、執行役もしくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められる者をいいます。 
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７．許可申請の手数料 

 建設業許可の申請にあたっては、以下のとおり手数料が必要です。手数料は申請区分、申請業

種（一般建設業と特定建設業の別）により規定されています。京都府知事許可を申請する場合は、

京都府収入証紙を申請書別表の所定欄に貼り付けて申請します。京都府収入証紙は申請窓口とな

る土木事務所、申請窓口のある京都府総合庁舎の窓口で購入できます。なお、京都府収入証紙は

消印せずにご提出ください。 

 

 
申請業種 

（一般・特定の別） 
申請区分 申請手数料 

京都府知事許可 

一般・特定 いずれかの申請 

・新規 

・許可換え新規 

・般特新規 

９万円 

（京都府収入証紙） 

・更新 

・業種追加 

５万円 

（京都府収入証紙） 

一般・特定 両方の申請 

・新規 

・許可換え新規 

１８万円 

（京都府収入証紙） 

・更新 

・業種追加 

１０万円 

（京都府収入証紙） 

 

※１ 申請区分の組み合わせにより、申請手数料は加算されます。 

【例】一般建設業の更新と一般建設業の業種追加を同時に申請する場合は、「更新５万円＋業種

追加５万円＝合計１０万円」の手数料が必要です。 

※２ 申請手数料は許可申請の審査に対するものであるため、一度納入された手数料は、許可を

受けられなかった場合でも還付できません。 
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８．許可申請の手続き 

 京都府知事許可の申請にかかる書類の提出先、受付日時等は次のとおりです。許可更新の申請

は、有効期間満了の日の３ヶ月前から受け付けています。 

 また、申請から許可（不許可）処分までは、30日程度かかります。 

 

（１） 申請書類等の提出先 
主たる営業所の所在地を所管する各京都府土木事務所の受付窓口に、必要書類をご持参くださ

い。なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、取扱いを変更していますので、詳細は京

都府のホームページを御確認ください。 

 提出先 所在地 所管区域 

京都土木事務所 

企画・総務契約課  

〒606-0821 

京都市左京区賀茂今井町 10-4 

TEL 075(701)0169 

京都市（京都市西京区大枝、大原野を

除く） 

乙訓土木事務所 

企画・総務契約課 

〒617-0006 

向日市上植野町馬立 8 

TEL 075(931)2156 

向日市、長岡京市、大山崎町、京都市

西京区(大枝・大原野) 

山城北土木事務所 

総務契約課 

〒610-0331 

京田辺市田辺明田 1 

TEL 0774(62)0047 

宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、

久御山町、井手町、宇治田原町 

山城南土木事務所 

企画・総務契約課 

〒622-0041 

木津川市木津上戸 18-1 

TEL 0774(72)1152 

木津川市、笠置町、和束町、精華町、

南山城村 

南丹土木事務所 

総務契約課 

〒622-0041 

南丹市園部町小山東町藤ノ木 21 

TEL 0771(62)1527 

亀岡市、南丹市、京丹波町 

中丹東土木事務所 

総務契約課 

〒623-0012 

綾部市川糸町丁畠 10-2 

TEL 0773(42)1020 

舞鶴市、綾部市 

中丹西土木事務所 

企画・総務契約課 

〒620-0055 

福知山市篠尾新町 1-91 

TEL 0773(22)5115 

福知山市 

丹後土木事務所 

総務契約課 

〒626-0044 

宮津市字吉原 2586-2 

TEL 0772(22)3244 

宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町 

（２） 申請書類の受付日時 
 受 付 日：月曜日～金曜日（休日、祝日、その他閉庁日を除く） 

 受付時間：９時００分～１２時００分、１３時００分～１６時００分 

（３） 申請書の部数 
 京都府知事許可を申請する場合の申請書の部数は、正本１部・副本２部（府提出分及び申請者

控え）の合計「３部」です。（申請書以外の提出書類（各種証明書・営業所写真等）の提出部数は

１部です。） 
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（４） 本人確認と訂正権限（令和４年 10 月 1 日施行） 
 申請様式への押印廃止、なりすまし申請防止及び法令遵守の観点から、申請の際に、来所者の

本人確認を実施します（本人確認できない場合は、申請書の受付はできません）。また、本人確認

の実施に併せ、窓口における申請書等の訂正権限についても、整理いたします。原則、本人又は

代理人以外の方は、訂正ができませんので御注意ください。 

  

９．国土交通大臣許可の手続き 

 令和２年４月１日から、国土交通大臣許可に係る申請・届出の受付窓口が、国土交通省近畿地

方整備局となりました。 

申請手続き等の詳細は、国土交通省近畿地方整備局のホームページをご覧ください。 

 

 

１０．許可申請に必要な書類 

 建設業の許可を受けるためには、以下の申請書類、確認書類が必要です。許可申請書の様式は

京都府のホームページからダウンロードできます。 

 印刷できる環境がない場合は、個別に御相談ください。 

 

  ホーム＞産業・しごと＞土木建築・基盤整備＞建設業法（建設業許可・経営事項審査）等 

 

 

（１）建設業許可申請書類一覧 

 建設業許可申請に必要な書類は次頁の表のとおりです。申請書等の法定書類以外にも、申請内

容を確認するための書類が必要です。申請区分と法人・個人の別に沿って必要書類を揃えてくだ

さい。なお、必要に応じて次頁の表に記載のある資料以外の書類の提示・提出を求めることがあ

ります。 

 また申請の際は、「確認資料チェック表」（１２０～１２２頁参照）に記入の上、申請書類と一

緒に提出してください。 
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□　更新申請をする建設業種に関しては省略可能（前提として決算報告等の提出すべき変更届が提出済みであること）  -　提出不要

般
特
新
規

業
種
追
加

法
人

個
人

法
人

個
人

法
人

個
人

法
人

個
人

法
人

個
人

1 第１号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 別紙１ ○ － ○ － ○ － ○ － ○ －

別紙２（１） ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○

別紙２（２） － － － － － － ○ ○ － －

4 別紙３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 別紙４ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 第２号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○

7 第３号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○

8 第４号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ ○ ○

9 第６号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 第７号の３ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 第１１号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 第１５号 ○ － ○ － ▲ － ▲ － ▲ －

13 第１６号 ○ － ○ － ▲ － ▲ － ▲ －

14 第１７号 ○ － ○ － ▲ － ▲ － ▲ －

15 第１７号の２ ○ － ○ － ▲ － ▲ － ▲ －

16 第１７号の３ ○ － ○ － ▲ － ▲ － ▲ －

17 － － － － ▲ － ▲ － ▲ －

18 第１８号 － ○ － ○ － ▲ － ▲ － ▲

19 第１９号 － ○ － ○ － ▲ － ▲ － ▲

20 第２０号 ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ○ ○ ▲ ▲

21 第２０号の２ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △

22 第２０号の３ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △

23 　 ○ － ○ － △ － △ － △ －

1 第７号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 別紙 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 第７号の２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

別紙１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

別紙２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 第８号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － － ○ ○

● ● ● ● ● ● △ △ ● ●

● ● ● ● ● ● △ △ ● ●

● ● ● ● ● ● △ △ ● ●

第９号 ● ● ● ● ● ● △ △ ● ●

第１０号 ● ● ● ● ● ● △ △ ● ●

5 第１２号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 第１３号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 第１４号 ○ － ○ － △ － △ － △ －

8 ○ － ○ － △ － △ － △ －

9 ○ ○ ○ ○ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲

全社的なものを含み、かつ常勤役員等を直接補佐する者の位
置づけを明確にすること

○　必要書類　　　●　資格要件によって必要　　　△　変更がなければ省略可能　　　▲　省略可能　（前提として決算報告等の提出すべき変更届が提出済みであること）

①
②
の
い
ず
れ
か

健康保険等の加入状況 ○ ○ 別紙の提出書類必要（全従業員の人数を記載）

証明者別に作成、別紙の提示・提出書類必要

○ ○

注記表

附属明細表

△

○

○

－

－

技
術
者
関
係
書
類

原本提示（国家資格等又は実務経験による場合）

原本提示（国家資格等による場合）資格証明書（写し）

監理技術者資格者証（写し）

－

△

定款（写し） (注３)

□

－

○

▲

【別冊綴り込み】

主要取引金融機関名

△

△

○

○

▲ －

○

株式会社の場合のみ必要（任意様式）

該当なしの場合も添付

営業の沿革

建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

証明者別に作成（特定建設業）

役員等の一覧表 ○

専任技術者一覧表 ○ ○

（証紙等はりつけ用紙） ○ ○

別紙の提示・提出書類必要
営業所一覧（更新） ○ ○

－

証明者別に作成、別紙の提示・提出書類必要

業種別に作成、実績なしでも添付
業種追加の場合は追加業種分のみ

該当がない場合、「該当なし」と記入○

新規設立の場合、公証人の認証を添付

１
部
（

原
本
）

4

2

○

○

発行後３ヶ月以内のもの

○

○

▲株主資本等変動計算書

通常は必要なし（注１）

損益計算書（個人用）

別紙の提示書類必要

○

○○○

○

身分証明書（注５）、(注６)

登記されていないことの証明書（注４）、(注６)

○

指導監督的実務経験証明書

株主（出資者）調書

誓約書

□

○

○

○

所属建設業者団体

○

○

○ ○

○ ○

専任技術者証明書（新規・変更）

□

▲

履歴事項証明書

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月
日等に関する調書

○

□ □

新規設立の場合、京都府事業税の設立届（法人の設立届（電
子で提出の場合は注７を参照）・個人の事業の開始届）の控
え（写し）を添付

申請によっては残高証明書等（残高を有する日が申請日以
前１ヶ月以内のもの）が必要（注２）

▲ －

－

証明者別に作成

該当がない場合、「該当なし」と記入

▲

○

○

□

－

△

□ □

○

□

□

▲

□

△

（国家資格等によらない場合）

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

組織図

許可申請者（法人においては役員全員（顧問、相談役、５％
以上の株主・出資者を除く。））及び建設業法施行令第３条に
規定する使用人について必要

許可申請者の住所、生年月日等に関する調書

納税証明書（京都府の事業税）

その他提出書類

その他提示・提出書類は次頁以降に続く

３
部
　
（

正
本
１
部
＋
副
本
２
部
）

3
営業所一覧表（新規許可等） ○ ○

卒業証明書

○

建設業許可申請書類一覧
【提出書類】

○

□

備　　　　　考 提出
部数

申請区分

新
規

建設業許可申請書 ○

様式番号綴込順

法
人

個
人

○

更
新

般
特
新
規
＋
業
種
追
加

－

○

▲

常勤役員等の略歴書

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

常勤役員等の略歴書

○

貸借対照表（個人用）

損益計算書、完成工事原価報告書（法人用）

許
可
換
え
新
規

△

事業報告書 ▲ －

実務経験証明書

書　類　の　名　称

般
特
新
規
＋
更
新

業
種
追
加
＋
更
新

般
特
新
規
＋
業
追
＋
更
新

工事経歴書

▲

○ ○

直前３年の各事業年度における工事施工金額

貸借対照表（法人用）

○ ○使用人数

－

①

②

常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書
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○　提示（提出）必要 ●　資格要件によって必要 －　提示（提出）不要

新
規

許
可
換
え
新
規

般
特
新
規

業
種
追
加

更
新

般
特
新
規
＋
業
種
追
加

般
特
新
規
＋
更
新

業
種
追
加
＋
更
新

般
特
新
規
＋
業
追
＋
更
新

写しの提示

原本提示

□ 工事契約書類等 ５年間につき各年度１件以上

□ 税務署受付印のある確定申告書（控）（第一表及び
第二表）直近５年分

○

○ ○

○

現
在
の
地
位

(

個
人
事
業
主
は
不
要

)

役員等

原
本
提
示

□ 組織図等

□ 業務分掌規程等

□ 定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等

原本提出

い
ず
れ
か

支配人

原本提出 □ 履歴事項全部証明書等

執
行
役
員
等

す
べ
て

写しの提示

写しの提示

原本提示

原本提示

経
営
経
験

□ 支配人の登記事項証明書

□ 健康保険被保険者証等（注８）
（個人事業主においては国民健康保険等）

○

□ 受付印のある決算変更届の副本 ５年分

法人
役員

個人
事業主

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉
鎖謄本等

原本提出
（１部）

その他提示・提出書類

申請区分

△　従前から経営業務の管理責任者等（様式第７号又は第７号の２で証明した者）又は営業所の専任技術者（様式第８号で証明した者）である場合は省略可能

○

項
目

提示・提出書類

□ 雇用保険被保険者証い
ず
れ
か

常
勤
性

１
　
経
営
業
務
の
管
理
体
制

△ △ △ △ △

○

△△

○ ○ ○

○

○ ○写しの提出
（１部）

□ 申請時の直前の「領収証書」又は「納入証明書」

○

△△ △

令３条
使用人

○

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者
用）

原本提示

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決
定通知書」

□ 支配人の登記事項証明書の原本提出
□ 取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

○○○

健康保険等の
加入状況

（適用除外の場
合を除く）

経
営
経
験
（

注
９
）

健康保険・
厚生年金保
険

右記いずれか

区
分
に
応
じ

雇用保険
□ 申請時の直前の「労働保険概算・確定保険料申告
書」の控え及び 「領収済通知書」の写し
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新
規

許
可
換
え
新
規

般
特
新
規

業
種
追
加

更
新

般
特
新
規
＋
業
種
追
加

般
特
新
規
＋
更
新

業
種
追
加
＋
更
新

般
特
新
規
＋
業
追
＋
更
新

申請区分

項
目

提示・提出書類

● ● ● ● － ● ●

※なお、必要に応じてこの表に記載のある資料以外の書類の提示・提出を求める場合があります。

　　　　（本籍地の市区町村で請求）

○

●●● ● －

○

●

常
勤
性

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者
用）

○○
□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決
定通知書」

原本提示

原本提示

写しの提示

○○

実務経験
（監理技術者資格
証による場合を除

く。）

国家資格等
写しの添付（申請書・変更届）
原本提示

い
ず
れ
か

す
べ
て

い
ず
れ
か

□ 工事関係書類等 ５件（各年度１件まで）（注10）

□ 実務経験期間中の在籍確認書類の提示
（厚生年金保険「被保険者記録照会回答票」、雇用保険「資格取得届出確認照
会回答書」等、保険の加入履歴等の公的証明書の原本提示。
　 当該申請企業での実務経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険被保
険者証等（注８） 、雇用保険被保険者証の写しの提示でも可。）

※ 必要書類のうちで記載内容が無いような場合、「該当なし」と記入する。

（注９）執行役員等の経験、補佐経験及び常勤役員等＋直接に補佐する者での申請の場合は、22頁を御参照ください。

（注５）成年被後見人又は被保佐人とみなされる者に該当せず、また、破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村の長の証明書。

（注４）成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書。発行後３ヶ月以内のもの。
        （窓口請求は京都地方法務局、郵送での請求は東京法務局）

　　　　発行後３ヶ月以内のもの。外国籍の方は不要。

（注７）eLTAX（地方税ﾎﾟｰﾀﾙｼｽﾃﾑ）の「受付状況の照会結果」画面を印刷したものを添付。当該印刷したもので申請・届出者の明示がない場合は、

　　　　建設業を適正に営むために必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができるかを審査しますので、個別にお問い合わせください。

　　　　なお、この場合であっても、破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村の長の証明書が必要です。

　　　　併せて「同意書」（所定の様式あり）をご提出ください（土木事務所から法人事業税所管課へ提出の有無の確認を行います。）。

（注６）成年被後見人又は被保佐人に該当する場合は、医師の診断書により、回復の見込みや医師の所見を考慮した上で、

（注10）証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

（注８）「健康保険証の写し」は、被保険者証等の記号・番号及び保険者番号をマスキングした上で、提示してください。

３
 

営
業
所
の
実
態

実
態

提出（１部） ○○○－○

□ 健康保険被保険者証等（注８）
（個人事業主においては国民健康保険等）

□ 雇用保険被保険者証

○ ○

写しの提示

●

□ 資格証明書、監理技術者資格者証

○
写しの提示

原本提示
□ 工事経歴書（受付印のある決算変更届の副本） ５
年分（注10）

　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

（注３）定款の写しの空欄に次のとおり記入する。 　　　本定款は現行定款に相違ありません。

　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　会社名

（注２）申請直前の過去５年間許可を受けて継続して営業した実績を有しない場合は必要。
　　　　証明金額は５００万円以上、特定建設業の財務要件は別途審査。

（注１）資本金が１億円を超え、または貸借対照表の負債合計が２００億円以上の株式会社のみ必要。

□ 写真（建物内部・外部、営業所入口・内部、建設業
許可の標識）
※写真台紙に、自己所有又は賃貸借等の別を選択す
ること。

□ 事業所平面図

２
 

営
業
所
の
専
任
技
術
者
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（２）常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の常勤性及び経営経験の確認 

  次のア及びイの両方が必要です。なお、申請区分によっては省略可能な書類がある場合もあ

ります。 

 

ア 現在の地位及び常勤性の確認 

次の（ａ）及び（ｂ）を提示してください。 

 

（ａ）現在の地位が確認できる書類の提示・提出（個人事業主は不要） 

  ★ 法人の役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役、組合等の理事など） 

履歴事項全部証明書等の原本提出（登記の対象とならない役職者にあっては、代表者の奥書

証明のある名簿等） 

  ★ 執行役員等  次の①～③のすべての書類の原本提示 

     ①役員等に次ぐ地位であることの確認  組織図等 

     ②業務執行を行う事業部門の確認  業務分掌規程等 

     ③取締役会の決議による権限委譲を受け代表取締役の指揮及び命令のもとに業務

の執行を行うものであることの確認 

定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等 

  ★ 本人の支配人  支配人の登記事項証明書の原本提出 

 

（ｂ）次のいずれかの提示 

① 健康保険被保険者証の写しの提示（国民健康保険証は認められません。） 

※「建築国保加入証」で所属している事業所が確認できる場合は、①と同様に扱います。 

※ただし、個人事業主にあっては、他の事業者へ雇用されていないことを確認するため「国民健康保険証」

又は「建築国保加入証」等を提示してください。 

② 雇用保険被保険者証の写しの提示  

※平成29年１月１日から65歳以上の雇用者も適用の対象です。 

③ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」（直近のもの）の原本提示 

④ 「住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）」（直近のもの）の原本提示 

 

※１ 健康保険、厚生年金保険、雇用保険への加入がない者について上記の書類を提出できない場合は、「源

泉徴収簿及び領収済通知書」又は「出勤簿及び賃金台帳」等、常勤性が確認できる資料の原本提示が必要

となります。 
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※２ 高齢者の医療の確保に関する法律第５０条に規定する後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療

の被保険者であって、次のａ～ｃのすべての要件を満たす者について、上記①～④に代えて、以下の書類

の原本提示によることができます。 

ａ 昭和12年4月2日以降に生まれ、70歳以上の者 

ｂ 厚生年金保険の適用事業所に勤務し、勤務日数及び勤務時間がそれぞれ一般の従業員の概ね4分の3

以上の者 

ｃ 過去に厚生年金保険の被保険者期間がある者 

○ 対象者を新たに雇用したときや70歳に到達し引き続き雇用するとき 

…「厚生年金保険70歳以上被用者該当及び標準報酬月額相当額のお知らせ」（「厚生年金保険70歳以上

被用者該当届」の複写式の副本） 

○ 従前から対象者を雇用しているとき 

…「厚生年金保険70歳以上被用者標準報酬月額相当額改定及び標準賞与額相当額のお知らせ」（「厚生

年金保険70歳以上被用者算定基礎届」の複写式の副本） 

 

イ 経営経験の確認 

  以下の表の書類（詳細は次頁以降）が必要です。なお、更新申請の場合は省略可能です。 

◆イ該当の場合（様式第７号による証明） 

・(1) 経営業務の管理責任者としての経験の場合：『（ａ）＋（ｂ）』 

・(2) 執行役員等としての経営経験の場合   ：『（ｃ）』 

・(3) 補佐経験の場合：『（ｄ）』 

 

◆ロ該当の場合（様式第７号の２による証明） 

 ○常勤役員等に関する書類 

  ロ(1)該当の場合は①②のいずれか、ロ(2)該当の場合は①③のいずれかが必要 

   ・①：『（ａ）＋（ｂ）』 

   ・②：『（ａ）＋（ｂ）』 ＋ 『（ｅ）』 

※『（ａ）＋（ｂ）』の書類は、２年以上その地位であったことが確認できるもの 

※『（ｅ）』の書類は、５年から『（ａ）＋（ｂ）』の書類で証明した年数を差し引いた年数分が必要 

   ・③：『（ａ）＋（ｂ）』 ＋ 『（ａ）』 

※『（ａ）＋（ｂ）』の書類は、２年以上その地位であったことが確認できるもの 

※『（ａ）』の書類は、５年から『（ａ）＋（ｂ）』の書類で証明した年数を差し引いた年数分が必要 

○常勤役員等を直接に補佐する者に関する書類：『（ｅ）』 

 

※  建設業の許可を受けていない業種に係る経験は、軽微な建設工事（１頁参照）にかかる経験しか認められ

ません。また、軽微な建設工事であっても、解体工事業、電気工事業及び浄化槽工事業（許可業種では、管

工事に含まれます）については、他法令により登録等が必要とされていますので、これらの経験については、

当該登録等を受けた日以降の経験しか認められません。 
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※イ該当（建設業法施行規則第７条第１号イ） 

  （1）建設業に関し５年以上経営業務の管理責任者として経験を有する者 

  （2）建設業に関し５年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者（執行役員等に限る。）として経営

業務を管理した経験を有する者 

  （3）建設業に関し６年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者として経営業務の管理責任者を補佐

する業務に従事した経験を有する者 

 ※ロ該当（建設業法施行規則第７条第１号ロ） 

  （1）建設業に関し、２年以上役員等としての経験を有し、かつ５年以上役員等又は役員等に次ぐ職制上の地

位にある者として経験を有する常勤役員 ＋ 当該常勤役員等を直接に補佐する者 

  （2）５年以上役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、２年以上役員等としての経験を有する常勤

役員 ＋ 当該常勤役員等を直接に補佐する者 

 

（ａ）法人役員・個人事業主であった期間に係る確認書類の提出又は提示 

当時の役職名等 確認書類 

法人役員 

次のいずれかの資料（発行後３ヶ月以内）の原本提出 

履歴事項全部証明書／閉鎖事項証明書／役員欄閉鎖抄本 

（５年間、役員の地位であったことが確認できること） 

個人事業主 
税務署受付印のある確定申告書(控)（第一表及び第二表）の原本提示 

（５年分） 

建設業法施行令第３

条に規定する使用人 

次のいずれかの資料の提出又は提示 

・支配人の登記事項証明書の原本提出 

・取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示 

（５年間、令第３条に規定する地位であったことが確認できること） 

 ※確定申告書の事業所得が無い場合や給与所得が過大である場合等は、経営経験として認められません。 

 

（ｂ）建設業の経営にかかる確認書類として、次のいずれかの提示 

  ① 許可行政庁に提出した受付印のある決算変更届副本の原本を５年分 

②  経営経験期間内に建設業許可を受けていない建設企業に所属していた（いる）場合等は、

５年間につき、「工事請負契約書」または「注文書及び請書」の写しを各年度１件以上 

※②の場合、未作成等の理由により提示できない場合は、原則として、経営経験は認められません。ただ

し、②以外の工事に係る書類（請求書及び入金確認資料（通帳の写し等）等）を作成している場合は、

個別に判断しますので、申請先の土木事務所に御相談ください。 
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（ｃ）執行役員等としての経営経験の確認書類として、次のすべての提出・提示 

① 執行役員等・補佐経験証明書の提出（１３０頁参照） 

② 建設業の経営に係る確認書類 

例：上記（ｂ）の書類 

③ 取締役会の決議による権限があることの確認書類 

    例：定款、執行役員規程、執行役員職務分掌規程、取締役会規則、取締役就業規程、

取締役会の議事録等の原本提示等 

④ 経験期間の確認書類 

      例：取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示等 

⑤ 補佐経験期間中の在籍確認書類の提示 

   （営業所の専任技術者の実務経験期間中の在籍確認書類（２８頁）を参照） 

  

（ｄ）補佐経験の確認書類として、次のすべての提出・提示 

① 執行役員等・補佐経験証明書の提出（１３０頁参照） 

② 建設業の経営に係る確認書類 

例：上記（ｂ）の書類（６年分） 

③ 経験期間の確認書類 

      例：人事発令書等の原本提示等 

④ 補佐経験期間中の在籍確認書類の提示 

   （営業所の専任技術者の実務経験期間中の在籍確認書類（２８頁）を参照） 

※個人事業主や小規模の法人等での経験のため、③の書類が未作成で提示できない場合は、個別に判断

しますので、申請先の各土木事務所に御相談ください。 

 

（ｅ）常勤役員等を直接に補佐する者の確認書類として、次のすべての提出・提示 

     ※申請業者以外での経験は認められません。 

① 常勤役員等を直接に補佐する者の証明書の提出（１３１頁参照） 

② 建設業の経営に係る確認書類 

例：上記（ｂ）の書類 

③ 経験期間の確認書類 

      例：人事発令書等の原本提示等 

④ 補佐経験期間中の在籍確認書類の提示 

   （営業所の専任技術者の実務経験期間中の在籍確認書類（２８頁）を参照） 

※個人事業主や小規模の法人等での経験のため、③の書類が未作成で提示できない場合は、個別に判断

しますので、申請先の各土木事務所に御相談ください。 
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（３）適切な社会保険への加入の確認 

 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入の確認のため、次のア及びイの両方を提出してく

ださい。ただし、適用除外の場合を除きます。 

 

ア 健康保険及び厚生年金保険加入の確認書類 

次の(ｱ)～(ｳ)のいずれかの写しの提出 

(ｱ)直近の保険料納入にかかる「領収証書」 

(ｲ)直近の保険料納入にかかる「納入証明書」 

(ｳ)新規加入の場合、「健康保険・厚生年金保険資格取得確認及び標準報酬決定通知書」 

 

イ 雇用保険加入の確認書類  ※平成 29年１月１日から、65歳以上の雇用者も適用の対象です。 

次の(ｱ)～(ｳ)のいずれかの写しの提出 

(ｱ)直近の「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え及び「領収済通知書」 

(ｲ)新規加入の場合、「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」 

(ｳ)営業所が雇用保険事業所非該当承認を受けている場合は、「事業所非該当承認通知書」 

     

※ 加入義務の有無については、健康保険及び厚生年金保険は、年金事務所（日本年金機構）、雇用保険は、

ハローワーク（公共職業安定所）にそれぞれ御確認ください。 

 

（４）営業所の専任技術者の常勤性及び資格要件の確認 

  次のア及びイの両方が必要です。なお、申請区分によっては省略可能な書類がある場合もあ

ります。 

 

 ア 常勤性の確認 

  次のいずれかを提示してください。 

① 健康保険被保険者証の写しの提示（国民健康保険証は認められません。） 

※「建築国保加入証」で所属している事業所が確認できる場合は、①と同様に扱います。 

※ただし個人事業主にあっては、他の事業者へ雇用されていないことを確認するため「国民健康保険証」

又は「建築国保加入証」等を提示 

② 雇用保険被保険者証の写しの提示 

※平成29年１月１日から65歳以上の雇用者も対象です。 

③ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」（直近のもの）の原本提示 

④「住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）」（直近のもの）の原本提示 

 

※１ 健康保険、厚生年金保険、雇用保険への加入がない者について上記の書類を提出できない場合は、「源

泉徴収簿及び領収済通知書」又は「出勤簿及び賃金台帳」等、常勤性が確認できる資料の原本提示が必要

となります。 
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※２ 高齢者の医療の確保に関する法律第５０条に規定する後期高齢者医療広域連合が行う後期高齢者医療

の被保険者であって、次のａ～ｃのすべての要件を満たす者について、上記①～④に代えて、以下の書類

の原本提示によることができます。 

ａ 昭和12年4月2日以降に生まれ、70歳以上の者 

ｂ 厚生年金保険の適用事業所に勤務し、勤務日数及び勤務時間がそれぞれ一般の従業員の概ね4分の3以

上の者 

ｃ 過去に厚生年金保険の被保険者期間がある者 

○ 対象者を新たに雇用したときや70歳に到達し引き続き雇用するとき 

…「厚生年金保険70歳以上被用者該当および標準報酬月額相当額のお知らせ」（「厚生年金保険70歳以

上被用者該当届」の複写式の副本） 

○ 従前から対象者を雇用しているとき 

…「厚生年金保険70歳以上被用者標準報酬月額相当額改定および標準賞与額相当額のお知らせ」（「厚

生年金保険70歳以上被用者算定基礎届」の複写式の副本） 

 

 イ 資格要件の確認 

  申請資格区分によって、次の（ａ）又は（ｂ）のいずれかが必要です。 

 

 （ａ）国家資格等による場合 

申請書に「資格証明書」又は「監理技術者資格者証」の写しを添付し、併せて原本の提示

が必要です。 

※ 各資格と対応する建設業の種類については、１３２～１３５頁をご覧ください。 

※ 資格証明書のうち、法第 27条第 1項に規定する技術検定に合格したことを証明する書類は、原則

として「合格証明書」により確認しますが、技術検定の合格発表後で合格証明書の受領までの間にお

いては「合格通知書」の写しの提出・原本提示でも可。ただし、合格証明書を受領できる十分な期間

（合格通知書の交付日より半年程度）が経過した後は、「合格証明書」により確認します。 

 

 （ｂ）実務経験による場合 

「実務経験証明書」（様式第９号）、「指導監督的実務経験証明書」（様式第１０号）により

証明する場合は、次の①及び②の両方を提示してください。 

「監理技術者資格者証」により証明する場合は、写しを提出し、併せて原本を提示してく

ださい。（「実務経験証明書」、「指導監督的実務経験証明書」は不要です。） 

なお、いずれの場合も、更新申請の際には不要です。 
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①実務の内容を証明するものとして、次のいずれかの提示 

・実務経験証明書に記載のある期間中の「工事請負契約書」または「注文書及び請書」の

写しを５件（ただし、証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年数分） 

 ※提示する書類の年度は任意で結構ですが、同一年度につき１件までの確認とします。 

 

・上記に代えて、許可行政庁に提出した工事経歴書（受付印のある決算変更届）の原本を

５年分（ただし、証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年数分） 

 

※１ 経験年数のうち１年未満の期間については、片落としで数えます。 

例）15年４月から15年８月まで…「５ヶ月」ではなく「４ヶ月」と数えます 

 

※２ １人の技術者が複数の業種を証明しようとする場合、重複する期間については、１業種分しか認

められません。 

例）２業種の実務経験を証明する場合、原則１０年×２＝２０年分の実績が必要です。 

 

※３ 建設業の許可を受けていない業種に係る経験は、軽微な建設工事（１頁参照）にかかる経験しか

認められません。また、軽微な建設工事であっても、解体工事業、電気工事業及び浄化槽工事業

（許可業種では、管工事に含まれます）については、他法令により登録等が必要とされています

ので、これらの経験については、当該登録等を受けた日以降の経験しか認められません。 

 

② 実務経験証明書に記載のある期間中に証明事業者に在籍していたことを確認する書類

として、次のいずれかの提示 

・厚生年金保険の「被保険者記録照会回答票」の原本提示 

・雇用保険の「資格取得届出確認照会回答書」の原本提示 

・当該申請企業での実務経験を証明する場合、資格取得年月日から在籍期間を確認できる

健康保険被保険者証・雇用保険被保険者証の写しの提示 

・上記に代わる公的な証明書類 

（例）個人事業主（青色事業者）の確定申告書における事業専従者欄の記載 
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（５）営業所の実態の確認 

主たる営業所及び従たる営業所の実態の確認として、次のア及びイを提出してください。 

詳細については１２６頁を御確認ください。 

 

ア 写真 

    以下の写真を所定の貼付用紙に貼り付けてください。写真が３ヶ月以内に撮影されたも

のです。また、貼付用紙において自己所有又は賃貸借の別を選択してください。 

・建物外部の全景（看板、住居表示等を確認できるもの） 

・建物内部（メールボックス、テナント表札等を確認できるもの） 

・営業所入口（申請企業名を確認できるもの） 

・営業所内部（電話、机等の什器備品を確認できるもの） 

・建設業法第４０条に定める標識（いわゆる「金看板」、３６頁参照） 

審査の際、記載内容を確認できる程度のもの。新規申請では不要。他の写真のいずれかに建設業法

第４０条に定める標識が写っており、記載内容を確認できる場合は不要。 

 

   イ 営業所平面図 

    任意様式により、電話や机等の什器備品の配置がわかるものを提出してください。フロ

アの一部を使用している場合は、営業所の部分を明示してください。（同一建物内であっ

ても、住居として使用している部分、作業場として使用している部分は記載不要です。） 

 

（６）登記されていないことの証明書・身分証明書 

 許可申請者（法人の場合はその役員全員（顧問、相談役、総株主の議決権の 100 分の 5以上を

有する株主、出資の総額の 100 分の 5以上に相当する出資をしている者を除く。）、個人の場合は

その事業主、営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合はその法定代理

人を含む。）及び建設業法施行令第３条に規定する使用人について、「登記されていないことの証

明書」と「身分証明書」の原本提出が必要です。 

なお、外国籍の方は「身分証明書」は不要ですが、「登記されていないことの証明書」の原本

提出は必要です。 

※１ 「役員等の一覧表」（別紙 1）に記載を要する「役員等」とは、法人の役員、顧問、相談役及び総株主の

議決権の 100分の５以上を有する株主又は出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個

人であるものに限る。）です。 

※２ 「登記されていないことの証明書」とは、成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書

です。 

【請求先】 ・「窓口」での請求：京都地方法務局 戸籍課 

（〒602-8577 京都市上京区荒神口通河原町東入上生洲町197 電話075-231-0131） 

・「郵送」による請求：東京法務局 後見登録課 

（〒102-8226 東京都千代田区九段南 1-1-15  電話 03-5213-1360） 
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※３ 「身分証明書」とは、民法の一部を改正する法律（平成 11 年法律第 149 号）附則第３条第１項又は第

２項の規定により成年被後見人又は被保佐人とみなされる者に該当せず、また、破産者で復権を得ないも

のに該当しない旨の市町村の長の証明書です。 

【請求先】本籍地市区町村の戸籍事務の所管課 

 

 

（７）財産的基礎・金銭的信用を有していることの確認 

 一般建設業・特定建設業の別により、次のとおり確認します。 
 

ア 一般建設業を申請する場合 

新規申請等、許可を受けてから５年を経過していない場合は、次のいずれかにより確認 

（更新申請等、許可を受けてから５年以上継続して営業(※)している場合は不要） 

 ※５年分の決算変更届が提出されていることをもって確認します。 

・ 金融機関の預金残高証明書等の原本提出（500 万円以上の残高等があるもの、残高を有す

る日が申請日より１ヶ月以内のものに限る） 

・ 法人の場合、申請時直前の決算期における財務諸表において、自己資本の額が 500 万円以

上であること（預金残高証明書等は不要） 

・ 最初の決算期が未到来の新規設立法人の場合、資本金の額が 500 万円以上であること（預

金残高証明書等は不要） 
 
 
 

イ 特定建設業を申請する場合 

申請時直前の決算期の財務諸表において、次のすべての要件を満たしていることが必要（要

件の詳細は１４頁参照） 

・欠損の額が資本金の 20％を超えていないこと 

・流動比率が 75％以上であること 

・資本金の額が 2,000 万円以上であること 

・自己資本の額が 4,000 万円以上であること 
 

※ 資本金の額について、申請時直前の決算期における財務諸表においては基準を満たさないが、申請日まで

に増資を行うことによって基準を満たすこととなった場合には、資本金の額に関する基準を満たしているも

のとして取扱います。この取扱いは資本金の額に限ったものであり、自己資本の額は、申請時直前の決算期

における財務諸表において基準を満たしている必要があります。 
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１１．許可を受けた後の変更事項の届出 

 許可を受けた後、下記の届出が必要な変更事項に該当があれば、次頁の表の提出・提示書類に

従い主たる営業所の所在地を所管する京都府内の各土木事務所に提出してください。事業年度終

了後の決算報告は、毎年度必ず届け出てください。なお、必要に応じて次頁の表に記載のある資

料以外の書類の提示・提出を求めることがあります。 

また、常勤役員等（経営業務の管理責任者等）、営業所の専任技術者、建設業法施行令第３条に

規定する使用人及び営業所の所在地（営業所の新設を含む）に係る変更を届け出る際は、「確認資

料チェック表」（１２０～１２２頁参照）に記入の上、申請書類と一緒に提出してください。 

 

届出が必要な変更事項  

【事業年度（決算期）経過後４ヶ月以内に届出】 

・決算報告 

・使用人数（変更があった場合） 

・健康保険等の加入状況（従業員数のみ変更の場合） 

・法人の定款（変更があった場合） 

 

【事実発生から２週間以内に届出】 

・常勤役員等（経営業務の管理責任者等） 

・常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者 

・営業所の専任技術者 

・建設業法施行令第３条に規定する使用人 

・健康保険等の加入状況（従業員数以外の変更の場合） 

 

【事実発生から３０日以内に届出】 

・商号又は名称 

・既存の営業所の名称、所在地、建設業の種類 

・資本金額（出資総額） 

・法人の役員等、個人の事業主、支配人 

・営業所の所在地（営業所の新設を含む） 
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　許可を受けた後、下表の変更事項に該当する場合は、同表に従って必要な提出書類を所管の土木事務所に３部提出してください。

　提出・提示書類の詳細については次頁を御参照ください。

提
出

提
示

　＜法人の場合＞

① 別記第１号 変更届出書 ○

② 第２号 工事経歴書 ○

③ 第３号 直前３年の各事業年度における工事施工金額 ○

④ 第１５号 貸借対照表 ○

⑤ 第１６号 損益計算書 ○

⑥ 完成工事原価報告書 ○

⑦ 第１７号 株主資本等変動計算書 ○

⑧ 第１７号の２ 注記表 ○

⑨ 第１７号の３ 附属明細表
資本金が１億円を超える株式会社及
び貸借対照表の負債合計金額が２０
０億円以上の業者は提出すること。

△

⑩ 事業報告書 （株式会社のみ） ○

1 納税証明書 （事業税） 綴じ込まないこと ○

　＜個人の場合＞

① 別記第１号 変更届出書 ○

② 第２号 工事経歴書 ○

③ 第３号 直前３年の各事業年度における工事施工金額 ○

④ 第１８号 貸借対照表 ○

⑤ 第１９号 損益計算書 ○

1 納税証明書 （事業税） 綴じ込まないこと ○

① 別記第１号 変更届出書 ○

② 第４号 使用人数 ○

① 別記第１号 変更届出書 ○

② 第７号の３ 健康保険等の加入状況 ○

① 別記第１号 変更届出書 ○

② 第11号 建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

① 別記第１号 変更届出書 ○

② 定款（写し）
代表者が「本定款は現行定款に相
違にない」旨の証明をしてください。

○

変　更　事　項　届　出　書　類　一　覧

備考

毎
事
業
年
度
経
過
後
4
ヶ

月
以
内

提出
時期

決算報告

毎年度、必ず提出
してください。

５ 定款に変更があったとき

綴
込
順

3

提出書類等

4

使用人数に変更があったとき

健康保険等の加入状況
　※従業員数に変更があったとき

1

建設業法施行令第３条に規定する使
用人の一覧表に変更があったとき

提出・提
示の別

2

【凡例】○：必ず必要なもの　△：場合により必要なもの

様式番号変更事項

「○囲み数字のもの」と「○囲みしていない数字のもの」は、別に綴じて御提出ください（各３部）
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提
出

提
示

備考
提出
時期

綴
込
順

提出書類等

提出・提
示の別

様式番号変更事項

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 第７号 常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書 ○

2 第７号別紙１ 常勤役員等の略歴書 ○

①健康保険被保険者証等（注１）、雇用保険被保険者証のいずれか ○

②経営経験の確認書類
（履歴事項全部証明書、確定申告書控え等）

詳細については22頁を参照 ○

③建設業の経営経験確認書類 ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 第７号 常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書 ○

  （戸籍抄本又は住民票の抄本の原本提示が必要） ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 第７号の２ 常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書 ○

2 第７号別紙１ 常勤役員等の略歴書 ○

3 第７号別紙２ 常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書 ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 第７号の２ 常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書 ○

  （戸籍抄本又は住民票の抄本の原本提示が必要） ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 第８号 専任技術者証明書 ○

 　  　　資格証明書 （原本を提示、写しを提出すること） △ △

 　　　　監理技術者資格証 （原本を提示、写しを提出すること） △ △

第９号    　　　実務経験証明書 △

第１０号    　　　指導監督的実務経験証明書 △

   　　　卒業証明書 （原本） △

①健康保険被保険者証等（注１）、雇用保険被保険者証のいずれか ○

②実務経験証明書に記載のある期間中、５件の「工事請負契約書」
又は「注文書及び請書」等

証明が必要な実務経験年数が５年
以下の場合は、当該年度分のみ。

△

③実務経験期間中の在籍確認書類 △

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 第８号 専任技術者証明書 ○

  （戸籍抄本又は住民票の抄本の原本提示が必要） ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

② 第６号 誓約書 ○

1 第１３号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関
する調書

○

登記されていないことの証明書 （注２）、(注４) １部提出、綴じ込まないこと ○

身分証明書 （注３）、(注４) １部提出、綴じ込まないこと ○

① 第７号の３ 健康保険等の加入状況 ○

【健康保険、厚生年金保険】　直近の「領収書」（写し）又は「納入証
明書」（写し）

１部提出、綴じ込まないこと ○

【雇用保険】　直近の「労働保険概算・確定保険料申告書」（控え）及
び「領収済通知書」（写し）

１部提出、綴じ込まないこと ○

3
建設業法施行令第3条に規定する使
用人に変更があったとき

2

1

常勤役員等（経営業務の管
理責任者等）の氏名に変更
があったとき

常勤役員等及び当該常勤
役員等を直接に補佐する
者の氏名に変更があったと
き

専任技術者の氏名に変更あったとき

経
営
体
制

ア

イ

常勤役員等（経営業務の管
理責任者等）を変更があっ
たとき

常勤役員等及び当該常勤
役員等を直接に補佐する
者に変更があったとき

専任技術者に変更があったとき

事
実
発
生
か
ら
2
週
間
以
内

2

健康保険等の加入状況
　※従業員数以外に変更があったとき

4

上記様式の提出とあわせて必要な提示・提出書類については、22頁を参照
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提
出

提
示

備考
提出
時期

綴
込
順

提出書類等

提出・提
示の別

様式番号変更事項

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 履歴事項証明書 （法人のみ） ①と１を綴じないこと ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 履歴事項証明書（法人のみ） ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 履歴事項証明書（法人のみ） ○

2
写真
　（建物内部・外部、事務所入口・内部、建設業許可の標識）
　※自己所有又は賃貸借の別を選択すること

１部提出、綴じ込まないこと ○

3 事務所平面図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 １部提出、綴じ込まないこと ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 履歴事項証明書 （法人のみ） ①と１を綴じないこと ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

② 第１号別紙１ 役員等の一覧表 ○

③ 第６号 誓約書 ○

1 第１２号 許可申請者の住所、生年月日等に係る調書 ○

2 履歴事項証明書 （法人のみ） ○

3 閉鎖事項証明書 （役員の閉鎖） △

登記されていないことの証明書 （注２）、(注４) １部提出、綴じ込まないこと ○

身分証明書 （注３）、(注４) １部提出、綴じ込まないこと ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

② 第６号 誓約書 ○

1 第１２号 許可申請者の住所、生年月日等に係る調書 ○

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

1 履歴事項証明書 （法人のみ） △

2 閉鎖事項証明書 （役員の閉鎖） △

① 第２２号の２ 変更届出書 ○

② 第１１号 建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表 ○

③ 第６号 誓約書 ○

1 第８号 専任技術者証明書 ○

2 専任技術者の資格要件に係る書類 「３専任技術者の変更」を参照 ○

3 第１３号
建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関
する調書

○

4 履歴事項証明書 （法人のみ）　　 ○

登記されていないことの証明書 （注２）、(注４) １部提出、綴じ込まないこと ○

身分証明書 （注３）、(注４) １部提出、綴じ込まないこと ○

写真
　（建物内部・外部、事務所入口・内部、建設業許可の標識）
　※自己所有又は賃貸借の別を選択すること

１部提出、綴じ込まないこと ○

事務所平面図 １部提出、綴じ込まないこと ○

注２：成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書

注３：成年被後見人又は被保佐人とみなされる者に該当せず、また、破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村長の証明書

注４：成年被後見人又は被保佐人に該当する場合は、医師の診断書により、回復の見込みや医師の所見を考慮した上で、建設業を適正に営むために必要な認知、

　　　判断及び意思疎通を適切に行うことができるかを審査しますので、個別にお問い合わせください。なお、この場合であっても、破産者で復権を得ない者に該当

　　　しない旨の市町村の長の証明書が必要です。

事
実
発
生
か
ら
3
0
日
以
内 役員等の退任、氏名等に変更があっ

たとき（顧問、相談役、５％以上の株主・
出資者でなくなった者があるときを含む）

営業所を新設したとき

新たに顧問、相談役、５％以上の株
主・出資者となった者があるとき

6

注1：健康保険証の写し」は、被保険者証等の記号・番号及び保険者番号をマスキングした上で、提示。

８

※新たに役員等となる者がいない場合

７

新たに役員となった者があるとき
（顧問、相談役、５％以上の株主・出資
者を除く）

５

3

既存の営業所の名称に変更があった
とき

既存の営業所の所在地に変更が
あったとき

資本金額（又は出資総額）に変更が
あったとき

4

2

商号又は名称に変更があったとき1
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○　提示（提出）必要 ●　資格要件によって必要

●

○

○

○

○

※なお、必要に応じてこの表に記載のある資料以外の書類の提示・提出を求める場合があります。

支配人 原本提出 □支配人の登記事項証明書

○

写しの提示

写しの提示

原本提示

原本提示

原本提示

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

□ 健康保険被保険者証（個人事業主においては国民健康保険等）等（注１）

□組織図等

□業務分掌規程等

写しの提示

写しの提示

原本提示

原本提示

執
行
役
員
等

す
べ
て

○

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

□ 受付印のある決算変更届の副本５年分

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等

□定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

□ 雇用保険被保険者証

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

□ 実務経験期間中の在籍確認書類の提示
　　（厚生年金保険「被保険者記録照会回答票」、雇用保険「資格取得届出確認照会回答書」等、
　　保険の加入履歴等の公的証明書の原本提示。
　　当該届出企業での実務経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等（注１）、雇用保険被保険者証の写しの提示でも
可。）

い
ず
れ
か

○

個人
事業主

○

□ 工事契約書類等 ５年間につき各年度１件以上

写しの提示

□ 健康保険被保険者証（個人事業主においては国民健康保険等）等（注１）

 原本提出（１部）

□ 取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

その他提示・提出書類詳細

項目 提示・提出書類

経営経験

（注２）

□ 雇用保険被保険者証

原本提示

提出・提示
の別

役員等 原本提出 □履歴事項全部証明書等

（注２）執行役員等の経験、補佐経験及び常勤役員等＋直接に補佐する者での申請の場合は、22頁を御参照ください。

●

法人役員

経
営
経
験

　　　写しの添付（申請書・変更届）
　　　原本提示

 提出（１部）

□ 工事契約書類等 ５件（各年度１件まで）　（注３）

□ 資格証明書

写しの提示

□ 営業所平面図

雇用保険 □ 申請時の直前の「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え及び「領収済通知書」の写し

原本提示

実務経験

現在の地位

(個人事業主は
不要)

□ 税務署受付印のある確定申告書（控）（第一表及び第二表） 直近５年分

原本提示

す
べ
て

□ 工事経歴書（受付印のある変更届の副本）５年分　（注３）

い
ず
れ
か

常勤性

２
 

営
業
所
の
専
任
技
術
者

実態

区
分
に
応
じ

□ 写真（建物内部・外部、営業所入口・内部、建設業許可の標識）
　　※自己所有又は賃貸借の別を選択すること。

４
　
営
業
所

国家資格等

健康保険・
厚生年金保険

写しの提出

□ 申請時の直前の「領収証書」又は「納入証明書」

１
 

経
営
体
制

（注1）「健康保険証の写し」は、被保険者証等の記号・番号及び保険者番号をマスキングした上で、提示。

（注３）証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年数分のみ。

□ 支配人の登記事項証明書の原本提出
令３条
使用人

右記いずれか

３　健康保険等の加入状況
（適用除外の場合を除く）

常勤性

い
ず
れ
か

い
ず
れ
か
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１２．許可を受けた後の注意事項 

（１）標識の掲示（法第４０条） 
建設業者は、その店舗及び建設工事の現場（発注者から直接工事を請け負った建設業者に限る。）

ごとに、公衆の見やすい所に、次の標識を必ず掲示しなければなりません。 

（ア）店舗に掲げる標識（全ての建設業者） 

 
（イ） 建設工事の現場に掲げる標識（発注者から直接工事を請け負った建設業者に限る。） 

  

※１ 「主任技術者の氏名」欄は、法第２６条第２項の規定に該当する場合には、「主任技術者の氏名」を「監理技術者の氏名」

とし、その監理技術者の氏名を記載すること。                                                             

※２ 「専任の有無」の欄は、法第２６条第３項本文の規定に該当する場合に、「専任」と記載し、同項ただし書に該当する場

合には、「非専任（監理技術者を補佐する者を配置）」と記載すること。 

※３ 「資格名」の欄は、当該主任技術者又は監理技術者が法第７条第２号ハ又は法第１５条２号イに該当する者である場合に、

その者が有する資格等を記載すること。 

※４ 「資格者証交付番号」の欄は、法第２６条第４号に該当する場合に、当該監理技術者が有する資格者証の交付番号を記載

すること。 

※５ 店舗に掲げる標識の「許可を受けた建設業」及び「この店舗で営業している建設業」欄には許可を受けた建設業の業種、

建設工事の現場に掲げる標識の「許可を受けた建設業」欄には、当該建設工事の現場で行っている建設工事に係る許可を

受けた建設業の業種を記載すること。 

※６ 「国土交通大臣・知事」については、不要のものを消すこと。 

商号又は名称

代表者の氏名

一般建設業又は
特定建設業の別

許可を受けた
建　　設　　業

許可年月日

国土交通大臣
　　　　　　知事

許可(　)第　　　号

国土交通大臣
　　　　　　知事

許可(　)第　　　号

この店舗で営業
している建設業

建　　　設　　　業　　　の　　　許　　　可　　　票　

許　　　可　　　番　　　号

４０cm以上

３
５ cm

以
上

省略

専任の有無

資格名 資格者証交付番号

国土交通大臣
　　　　　　知事

建　　　設　　　業　　　の　　　許　　　可　　　票　

主任技術者の氏名

商　　号　　又　　は　　名　　称

代　　表　　者　　の　　氏　　名

一般建設業又は特定建設業の別

許　可　を　受　け　た　建　設　業

許　　　　　可　　　　　番　　　　　号

許　　   可　　   年　　   月　　   日

許可(　　　)第　　　　　　　　号

３５cm以上

２
５

cm
以

上
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（２）請負契約の締結（法第１９条） 
建設工事の請負契約が成立した場合、その契約内容が不明確であると、後日契約内容に係る紛

争が生ずる恐れが大きいことから、紛争が生じる余地がないよう請負契約書を作成しなければな

りません。 

 
請負契約書に記載すべき事項   

① 工事の内容 

② 請負代金の額 

③ 工事着手の時期及び工事完成の時期 

④ 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、その内容 

⑤ 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定めをするときは、その支払

いの時期及び方法 

⑥ 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延長若しくは工事の全部若しくは一部の中止の申

出があった場合における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定

方法に関する定め 

⑦ 天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算定方法に関する定め 

⑧ 価格等（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第２条に規定する価格等をいう。）の変動

若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の変更 

⑨ 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負担に関する定め 

⑩ 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械を貸与するときは、その内

容及び方法に関する定め 

⑪ 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び方法並びに引渡しの時

期 

⑫ 工事完成後における請負代金の支払い時期及び方法 

⑬ 工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しない場合におけるその不適合を担

保すべき責任又は当該責任の履行に関して講ずべき保証保険契約の締結その他の措置に関する

定めをするときは、その内容 

⑭ 各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違約金その他の損害金 

⑮ 契約に関する紛争の解決方法 

⑯ その他国土交通省令で定める事項 

 

（３）下請契約の締結の制限（法第１６条） 
発注者から直接請け負った建設工事については、特定建設業の許可を受けた者でなければ下請

代金の総額が４，０００万円（建築一式工事の場合は６，０００万円）以上となる下請契約は締

結できません。 
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（４）一括下請負の禁止（法第２２条） 
建設業者は、その請け負った工事を一括して他人に請け負わせてはなりません。また、建設業

を営む者は、建設業者からその建設業者の請け負った工事を一括して請け負ってはなりません。

ただし、元請負人があらかじめ発注者から書面による承諾を得た場合を除きます。（平成２０年

１１月２８日以降に請け負った共同住宅を新築する建設工事を除く。）なお、公共工事について

は、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号）の規定

により、一括下請負は一切認められていません。 

 

（５）帳簿の備え付け（法第４０条の３） 
建設業者は、営業所ごとに、請け負った建設工事あるいは請け負わせた建設工事の契約内容や

その状況等を記載した帳簿を備え、かつ、当該帳簿及びその営業に関する図書を保存しなければ

なりません。 

 

（６）廃業等の届出（法第１２条） 
許可を受けた後、個人事業主が死亡、法人が消滅・解散、もしくは建設業を廃止した場合（認

可申請した（する）場合を除く。）には、３０日以内に廃業届（様式第２２号の４）を所管の京

都府土木事務所に提出してください。                                                

 

（７）経営事項審査（法第２７条の２３） 
国、地方公共団体等から直接工事を請け負う場合は、経営事項審査を受けなければなりません。

経営事項審査結果通知の有効期間は、審査対象事業年度の決算日から１年７ヵ月間ですので、毎

事業年度終了後、速やかに経営事項審査の申請を行い、事業年度終了から７ヶ月以内に結果通知

を受け取る必要があります。詳しくは、別途公開している経営事項審査の手引きをご覧ください。 

 

（８）建設業法・その他法令の遵守 
許可を受けた建設業者として、建設業法の諸規定並びにその業務に関する他の法令の諸規定を

遵守するよう努めなければなりません。建設業法やその業務に関する他の法令に違反した場合、

当該法令により罰せられるだけではなく、建設業法に基づき指示、営業の停止及び許可の取消処

分等が行われる場合があります。 
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１３．事業譲渡等（譲渡及び譲受け・合併・分割）及び相続に係る認可の手続き 

※申請が見込まれる場合は、余裕をもって事前に土木事務所に御相談ください。 

 

（１）概要 
事業譲渡等（譲渡及び譲受け（※）・合併・分割）の場合、事前に関係者全員の連署により申

請を行い、認可を受けることで、事業譲渡等の日に承継元の有している建設業の許可を承継先が

承継できます。 

また、相続の場合、相続人が被相続人（許可を受けている個人）の営んでいた建設業を引き続

き営むときは、死亡後 30 日以内に申請を行い、認可を受けることで被相続人の有していた許可

を相続人が承継できます。 

 

※ 個人が親族等の後継者に事業譲渡する場合（いわゆる代替わり）、個人が設立した法人で引き続き事業を営

む場合（いわゆる法人成り）を含みます。ただし、譲渡契約書がない等、必要書類が揃わない場合には申請で

きません。 

 

 

（２）注意事項 
 ア 承継する許可 

この手続では、承継元が有している建設業の許可を全て承継することになります（承継す

る業種を選択することはできません。）。 

以下のケースでは、認可申請前の廃業手続が必要となりますので御注意ください。 

 

（ａ）承継を希望しない業種がある場合や承継先が許可要件を満たせない場合 

･･･あらかじめ承継元において当該業種を廃業する必要があります。 

 

    

 

 

 

 

 

 

   土木工事業（特定）の承継を希望しない場合や承継先が許可要件を満たせない場

合は、認可申請前に廃業届（様式第２２号の４）の提出が必要 

 

＜承継元＞ 

・土木工事業（特定） 

・鉄筋工事業（一般） 

・舗装工事業（一般） 

・造園工事業（一般） 

承継 

＜承継先の許可＞ 

 

・鉄筋工事業（一般） 

・舗装工事業（一般） 

・造園工事業（一般） 

【承継前】     【承継後】 
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（ｂ）承継元及び承継先が同一業種の許可を受けており、一般建設業と特定建設業の許

可区分が異なる場合 

 ･･･承継元又は承継先において、当該業種の許可を廃業する必要があります。 

 

 

         

Ａ 承継先が承継元の鉄筋工事業（特定）を承継したい場合 

     ･･･承継先の鉄筋工事業（一般）について、認可申請前 

      に廃業届（様式第２２号の４）を提出 

 

 

 

 

 

Ｂ 承継先が鉄筋工事業（一般）を維持したい場合 

･･･承継元の鉄筋工事業（特定）について、認可申請前 

      に廃業届（様式第２２号の４）を提出 

 

   ※舗装工事業（一般）のように、承継元及び承継先が同一業種の許可を有していても、 

一般・特定の許可区分が同じである場合は、事前の廃業手続は不要です。 

  

イ 許可の有効期間 

承継前に承継元及び承継先が受けていた許可の有効期間の残存期間にかかわらず、事業譲

渡等の日に承継する許可及び承継先が受けていた許可の両方が全て更新されます（事業譲渡

等の日から５年目の当該日に対応する日の前日をもって満了となります。）。 

 

                    事業譲渡等の日 

＜承継元＞ 建築工事業（特定） 

･･･有効期間終了まであと２年 

 

建築工事業（特定） 

＜承継先＞ 土木工事業（一般）            土木工事業（一般） 

      ･･･有効期間終了まであと３年 

 

 

＜承継元＞ 

・土木工事業（特定） 

・舗装工事業（一般）※ 

・鉄筋工事業（特定） 

 

＜承継先の許可＞ 

Ａの場合 

・土木工事業（特定） 

・舗装工事業（一般） 

・建築工事業（特定） 

・鉄筋工事業（特定） 

 

Ｂの場合 

・土木工事業（特定） 

・舗装工事業（一般） 

・建築工事業（特定） 

・鉄筋工事業（一般） 

＜承継先＞ 

・建築工事業（特定） 

・舗装工事業（一般）※ 

・鉄筋工事業（一般） 

承継 

【承継前】 【承継後】 

承継した許可及び従前から有していた許可の全

てが更新され、事業譲渡等の日から５年間有効 

許可が消滅 

残り５年 
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 ウ 承継先の許可番号 

  原則、承継元の許可番号となります。 

ただし、承継先が従前から京都府知事許可を受けている場合は、承継後、承継元又は承継

先いずれの許可番号を使用するかを選択できます。引き続き使用する許可番号を認可申請書

に記載してください。 

 

 エ 承継の対象 

この認可手続では、承継先は承継元の「建設業者としての地位を承継する」ことになりま

す。 

具体的には、法第３条の規定による建設業の許可（更新を含む。）を受けたことによって

発生する権利と義務の総体をいい、承継先は承継元と同じ地位に立つことをいいます。 

このため、承継先は、承継元の受けた法に基づく監督処分や経営事項審査の結果について

も、当然に承継することになります。 

一方、法第 45条から第 55 条までに規定される罰則については、罰則の構成要件を満たす

違反行為を行った承継元そのものに対して刑罰を科すものですので、当該刑罰については、

承継されません。 
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（４）認可申請の手続き 
 ア 申請先 

承継元が京都府知事許可業者であって、かつ、承継先が①②のいずれかの場合は、京都府

が申請窓口となります。 

①京都府知事許可を受けている場合 

②どこからも建設業の許可を受けていない場合（承継先が合併、分割により新設される

法人である場合を含む。） 

     上記以外は、国土交通省地方整備局又は他の都道府県許可部局が窓口となりますので、各

申請窓口にお問い合わせください。 

詳細は、以下を御確認ください。 

 

承継元 

全ての建設業者が、 
〔合併・分割のみ〕法人数が２以上であり、 

うち許可を有している法人について、 

大臣 

許可 

知事許可 
許可権者 

が異なる 

場合 

知事許可 

京都府 
京都府 

以外 

全て 

京都府 

全て京都府 

以外の同一 

都道府県 

承
継
先 

大臣許可 大臣 大臣 大臣 大臣 大臣 大臣 

知
事
許
可 

京都府 大臣 
京都府 

知事 
大臣 大臣 

京都府 

知事 
大臣 

京都府 

以外 
大臣 大臣 

大臣 

（※） 
大臣 大臣 

大臣 

（※） 

許可なし 大臣 
京都府 

知事 

当該都道府県

知事 
大臣 

京都府 

知事 

当該都道府県 

知事 

※承継元及び承継先の全てが同一の都道府県知事許可である場合は、当該都道府県知事 

 

京都府が申請先となる場合、承継先の主たる営業所所在地を管轄する京都府の各土木

事務所に申請してください。 

例）京都土木事務所管内業者の許可を、主たる営業所所在地が乙訓土木事務所管内の

者に承継させる場合、乙訓土木事務所に認可申請書類を提出。 

    詳細は、１７頁の「８．許可申請の手続き」を御確認ください。 

 

 イ 手数料 

 手数料は不要です。 

 

 ウ 提出期限 

京都府が申請窓口となる場合、事業譲渡等（譲渡及び譲受け・合併・分割）の認可申請に

ついては、事業承継等の日の３ヶ月前から３０日前までに申請してください。 

また、相続の認可申請については、被相続人の死亡後３０日以内に申請してください。 
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なお、この提出期限を経過した場合、認可申請は受け付けられません。この場合、承継元

又は被相続人に係る廃業日を記入した廃業届（様式第２２号の４）を提出の上、承継先又は

相続人が新規・業種追加等を行い許可を受ける必要があります（許可の空白期間が生じます

ので御注意ください。）。 

 

１４．事業譲渡等（譲渡及び譲受け・合併・分割）の認可申請に必要な書類 

（１） 必要部数 
京都府知事許可を申請する場合の申請書の部数は、正本（１部） ＋ 副本（１部＋認可申請書

に連署した関係者数に応じた部数）です。（申請書以外の提出書類（各種証明書・営業所写真

等）の提出部数は１部です。） 

 
（２）必要書類一覧 
必要な書類は次頁のとおりです。申請書等の法定書類以外にも、申請内容を確認するための書

類が必要です。申請区分と法人・個人の別に沿って必要書類を揃えてください。 

なお、必要に応じて次頁の表に記載のある資料以外の書類の提示・提出を求めることがありま

す。 

また、申請の際は、「京都府への認可申請にかかる確認資料チェック表」（１２３～１２５頁参

照）に記入の上、申請書類と一緒に提出してください。  

詳細は、許可要件については８～１５頁を、必要書類については２２～３０頁を御参照くださ

い。 
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  ○：必要書類

法人 個人

1
譲渡：第２２号の５
合併：第２２号の７
分割：第２２号の８

○ ○ ○ ○

2 別紙１ ○ － ○ ○

別紙２ ○ ○ ○ ○

別紙３ ○ ○ ○ ○

4 第２号 ▽ ▽ ▽　※ ▽　※

5 第３号 ○ ○ ○　※ ○　※

6 第４号 ○ ○ ○ ○

7 第６号 ○ ○ ○ ○

8 第１１号 ○ ○ ○ ○

9 第１５号 ▲ － ▲　※ ▲　※

10 第１６号 ▲ － ▲　※ ▲　※

11 第１７号 ▲ － ▲　※ ▲　※

12 第１７号の２ ▲ － ▲　※ ▲　※

13 第１７号の３ ▲ － ▲　※ ▲　※

14 第１８号 － ▲ － －

15 第１９号 － ▲ － －

16 第２０号 ○ ○ ○　※ ○　※

17 第２０号の２ △ △ △　※ △　※

18 第２０号の３ △ △ △ △

19 　 △ － △ △

1 第７号 △ △ △ △

2 別紙 △ △ △ △

1 第７号の２ △ △ △ △

別紙１ △ △ △ △

別紙２ △ △ △ △

△ △ △ △

3 第８号 ○ ○ ○ ○

▼ ▼ ▼ ▼

▼ ▼ ▼ ▼

▼ ▼ ▼ ▼

第９号 ▼ ▼ ▼ ▼

第１０号 ▼ ▼ ▼ ▼

5 第１２号 ○ ○ ○ ○

6 第１３号 ○ ○ ○ ○

7 第１４号 △ － △ △

8 第２２号の６ ○ ○ ○ ○

9 △ － △　※ △　※

10 ▲ ▲ ▲　※ ▲　※

監理技術者資格者証（写し）

卒業証明書

①

損益計算書（個人用）

貸借対照表（個人用）

附属明細表

許可申請者の住所、生年月日等に関する調書

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日
等に関する調書

株主（出資者）調書

誓約書

履歴事項証明書

納税証明書（京都府の事業税）

※
承継先の法人が、合併の場合は合併により、分割の場合は新設分割により新たに設立される法人であるときは、不要。

このうち、承継後、一定期間内に提出が必要な様式（別紙参照のこと）がありますので、御注意ください。

別紙の提示・提出書類必要

2

認可申請書

役員等の一覧表

営業所一覧表

専任技術者一覧表

工事経歴書

直前３年の各事業年度における工事施工金額

使用人数

誓約書

建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

定款（写し） (注３)

主要取引金融機関名

綴込順 様式番号 合併

貸借対照表（法人用）

損益計算書、完成工事原価報告書（法人用）

株主資本等変動計算書

注記表

申請時直前の決算期の財務諸表により、許可要件（「財産的
基礎又は金銭的信用を有していること」）を確認します。

分割書　類　の　名　称

4

技
術
者
関
係
書
類

専任技術者証明書（新規・変更）

実務経験証明書

指導監督的実務経験証明書

資

格

要

件

に

よ

り

必

要

・別紙の提示書類が必要
・承継先が許可を有していない場合は、承継する業種に係る
専任技術者について、記載すること（区分「１」：新規許可
等）。
・承継先が既に許可を有している場合は、認可により新たに
許可を有することになる業種に係る専任技術者について、記
載すること（区分「３」：専任技術者の追加）。

原本提示（国家資格等による場合）

原本提示（国家資格等又は実務経験による場合）

（国家資格等によらない場合）

資格証明書（写し）

所属建設業者団体

営業の沿革

証明者別に作成

証明者別に作成（特定建設業）

【譲渡及び譲受け・合併・分割】認可申請書類一覧
【提出書類】

譲渡及び譲受け

業種別に作成、実績なしでも添付

3

②

①
②
の
い
ず
れ
か

該当がない場合、「該当なし」と記入

正
本
：
１
部
　
＋
　
副
本
：
１
部
＋
関
係
者
数

該当がない場合、「該当なし」と記入

承
継
先
に
係
る
も
の
が
必
要

承継先が 備　　　　　考
提出
部数

証明者別に作成、別紙の提示・提出書類必要

申請によっては確認残高証明書等（残高を有する日が申請
日以前１ヶ月以内のもの）が必要（注２）

　▼：既に承継元又は承継先で専任技術者となっており、承継後の担当業種や資格要件に変更がない場合は省略可能。

 -　：提出不要

　承継先が建設業者（＝建設業の許可を受けている者）である場合に、
　（▲：省略可能なもの（前提として決算報告等の提出すべき変更届が提出済みであること）、△：提出した書類から変更がなければ省略可能なもの、
　 ▽：既に許可を有している業種については作成不要（前提として決算報告等の提出すべき変更届が提出済みであること））

発行後３ヶ月以内のもの
個人の場合で、当該個人が未成年者でその法定代理人が法
人の場合は、当該法人に係る履歴事項証明書が必要

新規設立の場合、京都府事業税の設立届（法人の設立届
（電子で提出の場合は注７を参照）・個人の事業の開始届）の
控え（写し）を添付

全社的なものを含み、かつ、常勤役員等を直接に補佐する者
の位置付けが明確にわかるもの

該当なしの場合も添付

通常は必要なし（注１）

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

新規設立の場合、公証人の認証を添付

【別冊綴り込み】

常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書 証明者別に作成、別紙の提示・提出書類必要

常勤役員等の略歴書

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

組織図

常勤役員等の略歴書

承
継
先
に
係
る
も
の
が
必
要
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法人 個人

○ ○ － －

－ － ○ －

－ － － ○

－ － ○ ○

①

②

③

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

その他提示・提出書類は次頁以降に続く

１
部
　
※
写
し
と
記
載
の
も
の
以
外
は
原
本

譲渡及び譲受けに関する契約書（写し）

合併契約書（写し）及び合併比率説明書

分割契約書（新設分割の場合においては、新設分割計画
書）（写し）及び分割比率説明書

合併又は分割の方法及び条件が記載された書類

承継先（法人においては役員全員（顧問、相談役、５％以上の株
主・出資者を除く。））及び建設業法施行令第３条に規定する使用
人について必要

登記されていないことの証明書（注４）、(注６)

身分証明書（注５）、(注６)

提出
部数

その他提出書類

無限責任社員又は総社員の同意書（写し） ○ ○

・譲渡の場合、譲渡人又は譲受人が法人の場合に必要
・①②については、被承継人（被承継人が複数である場合は、全て
の被承継人）及び承継人それぞれについて提出が必要。
・簡易組織再編行為（事業承継のうち、会社法第467条第１項第２
号、第784第２項、第796条第２項又は第805条に該当するものをい
う。）に該当し、株主総会の承認が不要である場合にあっては、事
業承継に関する③の書類を提出すること。

・合併の場合、新設合併又は吸収合併の別及び合併の条件（合併
契約書のとおりである場合はその旨）が記載されたもの。
・分割の場合、吸収分割又は新設分割の別及び分割の条件を記
載されたもの。

意思の決定を証する書類（写し）

○－

書　類　の　名　称

譲渡及び譲受け

合併 分割 備　　　　　考承継先が

・株主総会の承認を受けたもの（不要な場合を除く。）が必要。
・個人事業主が法人に成り代わる（法人成り）場合は、当該個人事
業主と法人成り後の法人との譲渡契約書が必要。

い
ず
れ
か

株主総会の承認を受けたもの（不要な場合を除く。）が必要。

株主総会の承認を受けたもの（不要な場合を除く。）が必要。

株主総会又は社員総会の決議録（写し）
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　○：提示（提出）必要

※なお、必要に応じてこの表に記載のある資料以外の書類の提示・提出を求める場合があります。

　★：提示必要。
　　　ただし、承継先が合併・分割により設立される法人である場合や事業譲渡等の日までは承継元に在籍している等の理由により、認可申請時
に提示できない場合は、承継後提出が必要な書類を提出する際に、提示してください。

項目

△

★

△原本提示

経
営
経
験

い
ず
れ
か

原本提示

写しの提示

経
営
経
験
（

注
９
）

区
分
に
応
じ

法人
役員

写しの提示

写しの提示

原本提示

令３条
使用人

３
 

営
業
所

実
態

提出（１部）

国家資格等
写しの添付（申請書・変更届）
原本提示

実務経験
（監理技術者資格
証による場合を除

く。）

す
べ
て

い
ず
れ
か

２
 

営
業
所
の
専
任
技
術
者

常
勤
性

い
ず
れ
か

原本提示

写しの提示

写しの提示

原本提示

原本提示

□ 定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等

□ 支配人の登記事項証明書

□ 健康保険被保険者証等（注８）
（個人事業主においては国民健康保険等）

□ 健康保険被保険者証等（注８）　（個人事業主においては国民健康保険等）

□ 雇用保険被保険者証

□ 支配人の登記事項証明書の原本提出
□ 取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

□ 税務署受付印のある確定申告書（控）（第一表及び第二表）直近５年分

□ 受付印のある決算変更届の副本 ５年分

□ 工事契約書類等 ５年間につき各年度１件以上

　▼：既に承継元又は承継先で専任技術者となっており、承継後の担当業種や資格要件に変更がない場合は省略可能。

提示・提出書類

□ 履歴事項全部証明書等

□ 組織図等

□ 業務分掌規程等

○

▼

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

□ 資格証明書、監理技術者資格者証

□ 工事関係書類等 ５件（各年度１件まで）（注10）

□ 工事経歴書（受付印のある決算変更届の副本） ５年分（注10）

□ 実務経験期間中の在籍確認書類の提示
（厚生年金保険「被保険者記録照会回答票」、雇用保険「資格取得届出確認照会回答書」等、保険の加入履
歴等の公的証明書の原本提示。
　 当該申請企業での実務経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等（注８） 、雇用保険被
保険者証の写しの提示でも可。）

★

写しの提示

□ 写真（建物内部・外部、営業所入口・内部、建設業許可の標識）
※写真台紙に、自己所有又は賃貸借等の別を選択すること。

□ 事業所平面図

い
ず
れ
か

□ 雇用保険被保険者証

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等
原本提出

（１部）

原本提示

その他提示・提出書類

　△：承継先が建設業者（＝建設業の許可を受けている者）である場合に、提出した書類から変更がなければ省略可能なもの

必要の可否

１
　
経
営
体
制

現
在
の
地
位

(

個
人
事
業
主
は
不
要

)

役員等 原本提出

執
行
役
員
等

す
べ
て

原
本
提
示

支配人 原本提出

右記いずれか

個人
事業主

常
勤
性
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　　　　（本籍地の市区町村で請求）

（注10）証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

※ 必要書類の内で記載内容が無いような場合、「該当なし」と記入する。

（注４）成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書。発行後３ヶ月以内のもの。
        （窓口請求は京都地方法務局、郵送での請求は東京法務局）

（注５）成年被後見人又は被保佐人とみなされる者に該当せず、また、破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村の長の証明書。

　　　　発行後３ヶ月以内のもの。外国籍の方は不要。

（注１）資本金が１億円を超え、または貸借対照表の負債合計が２００億円以上の株式会社のみ必要。

　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

（注２）承継後、承継先が
・一般建設業の許可を有する場合、預金残高証明書等が必要（証明金額は５００万円以上）
　ただし、承継先が認可直前の過去５年間が許可を受けて継続して営業した実績がある場合は不要。
・特定建設業の許可を有することになる場合、財務要件は申請直前の財務諸表により別途審査。

（注３）定款の写しの空欄に次のとおり記入する。 　　　本定款は現行定款に相違ありません。

　　　　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　会社名

（注７）eLTAX（地方税ﾎﾟｰﾀﾙｼｽﾃﾑ）の「受付状況の照会結果」画面を印刷したものを添付。当該印刷したもので申請・届出者の明示がない場合は、

　　　　併せて「同意書」（所定の様式あり）をご提出ください（土木事務所から法人事業税所管課へ提出の有無の確認を行います。）。

（注８）「健康保険証の写し」は、被保険者証等の記号・番号及び保険者番号をマスキングした上で、提示してください。

（注９）執行役員等の経験、補佐経験及び常勤役員等＋直接に補佐する者での申請の場合は、22頁を御参照ください。

（注６）成年被後見人又は被保佐人に該当する場合は、医師の診断書により、回復の見込みや医師の所見を考慮した上で、

　　　　建設業を適正に営むために必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができるかを審査しますので、個別にお問い合わせください。

　　　　なお、この場合であっても、破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村の長の証明書が必要です。
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提出部数

※　「健康保険証の写し」は、被保険者証等の記号・番号及び保険者番号をマスキングした上で、提示すること。

詳細は、22～26頁を参照ください。

その他提示・提出書類のうち、
★に該当することにより、認可
申請時に提示していない者

承継の日から
２週間以内

常
勤
性
の
確
認

・常勤役員等及び常勤役員等を直接
に補佐する者（様式第７号又は第７号
の２で証明した者）

・営業所の専任技術者

い
ず
れ
か

写
し

（３）認可後に提出・提示が必要な書類

認可後、許可を承継した承継人は、以下の書類を提出する必要があります。
期間内に提出を行わなかった場合、許可基準を満たさないこととなり、許可の取消し事由に該当しますのでご
注意ください。

【提出書類】

提出が必要な者 提出期限 様式番号 書類の名称 備考

提示期限 内容 提示書類

健康保険等の加入状況

○健康保険・厚生年金保険（次の(ｱ)～(ｳ)のいずれか）

発行後３ヶ月以内のもの

該当無しの場合も提出が必要所属建設業者団体第２０号の２

① 健康保険証等（※）

② 雇用保険被保険者証

原
本

① 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

② 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

・合併により新設され、許可を
承継した法人

・新設分割により設立され、許
可を承継した法人

(ｱ)直近の「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え及び「領収済通知書」

(ｲ)新規加入の場合、「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」

(ｳ)営業所が雇用保険事業所非該当承認を受けている場合は、「事業所非該当承
認通知書」

【提示書類】

提示が必要な者

詳細は、26頁を参照ください。

３
部
（

正
本
１
部
＋
副
本
２
部
）

・譲渡により許可を承継した者

・合併により許可を承継した法
人（合併により新設された法人
を除く。）

・分割により許可を承継した法
人（新設分割により設立された
法人を除く。）

承継の日から
２週間以内

第７号の３ 健康保険等の加入状況

写
し
（

１
部
）

の
添
付
が
必
要

第７号の３
承継の日から
２週間以内

第２０号承継の日から
３０日以内

履歴事項証明書

営業の沿革

(ｱ)直近の保険料納入にかかる「領収証書」

(ｲ)直近の保険料納入にかかる「納入証明書」

(ｳ)新規加入の場合、「健康保険・厚生年金保険資格取得確認及び標準報酬決定
通知書」

○雇用保険（(ｱ)～(ｳ)のいずれか）
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１５．相続の認可申請に必要な書類 

（１）必要部数 
京都府知事許可を申請する場合の申請書の部数は、正本（１部）＋ 副本（２部）です。（申請

書以外の提出書類（各種証明書・営業所写真等）の提出部数は１部です。） 

 

 

（２）必要書類一覧 
申請書類は次頁のとおりです。申請書等の法定書類以外に、申請内容を確認するための書類が

必要です。また、必要に応じて次頁の表に記載のある資料以外の書類の提示・提出を求めること

があります。 

申請の際は、「京都府への認可申請にかかる確認資料チェック表」（１２３～１２５頁参照）に

記入の上、申請書類と一緒に提出してください。  

詳細は、許可要件については８～１５頁を、必要書類については２２～３０頁を御参照くださ

い。 
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1 第２２号の１０ ○

2 別紙１ ○

3 別紙２ ○

4 第２号 ●

5 第３号 ●

6 第４号 ○

7 第６号 ○

8 第１１号 ○

9 第１８号 ●

10 第１９号 ●

11 第２０号 ○

12 第２０号の２ △

13 第２０号の４ △

1 第７号 △

2 別紙 △

1 第７号の２ △

2 別紙１ △

2 別紙２ △

3 第８号 ○

□

□

□

第９号 □

第１０号 □

5 第２２号の１１ ○

6 第１２号 △

7 第１３号 △

8 △

9 ●

○

○

○

○

その他提示・提出書類は次頁以降に続く

誓約書

健康保険等の加入状況及びその確認資料の提出に関し
て、認可申請時点において、当該書類を提出していない
場合には、各法令で定める期間内に、適用事業所等に
ついて届書を提出することを誓約する書面。

１
部
（

原
本
）

【その他提出書類】

直前３年の各事業年度における工事施工金額

使用人数

営業の沿革

①

誓約書

所属建設業者団体

身分証明書（注３）、(注４)

認可申請者及び建設業法施行令第３条に規定する使用
人について必要

該当なしの場合も添付

支配人登記されている場合

○：必要書類

※場合により、認可後、一定期間内に提出が必要な様式がありますので、御注意ください。

△：相続人が建設業者である場合に、既に提出したものから変更がない場合に省略可能

□：被相続人が生前に有していた許可において申請人が専任技術者となっており、資格要件に変更がない場合は省略可能。

工事経歴書 業種別に作成、実績なしでも添付

書　類　の　名　称

●：相続人が建設業者である場合に、提出を省略できるもの（前提として決算変更届等の提出すべき書類が提出済みであること）　

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

【別冊綴り込み】

証明者別に作成（特定建設業）

【相続】認可申請書類一覧
【提出書類】

備　　　　　考
提出
部数

相続認可申請書

様式番号綴込順

３
部
　
（

正
本
１
部
＋
副
本
２
部
）

営業所一覧表 別紙の提示・提出書類必要

専任技術者一覧表

登記されていないことの証明書（注２）、(注４)

②

常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書

原本提示（国家資格等又は実務経験による場合）

証明者別に作成、別紙の提示・提出書類必要

原本提示（国家資格等による場合）

別紙の提示書類必要
・相続人が許可を有していない場合は、相続する業種に
係る専任技術者について、記載すること。（区分「１」：新
規許可等）。
・相続人が既に許可を有している場合は、認可により新
たに許可を有することになる業種にっかある専任技術者
について、記載すること（区分「３」：専任技術者の追加）。

常勤役員等の略歴書

常勤役員等及び常勤役員等を直接補佐する者の証明書

証明者別に作成

該当がない場合、「該当なし」と記入

（国家資格等に
よらない場合）

常勤役員等の略歴書

納税証明書（京都府の個人事業税）

該当がない場合、「該当なし」と記入

貸借対照表（個人用）

損益計算書（個人用）

主要取引金融機関名

建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

戸籍謄本等

登記事項証明書

申請人と被相続人との続柄を証する書類

4

資
格
要
件
に
よ
り
必
要

同意の旨を記載した書面に、申請者以外のすべての相
続人が住所・氏名を記載、押印し提出すること。

当該建設業を申請者が継続して営業することに対する当該申請者以外の相続人
の同意書

①
、

②
の
い
ず
れ
か

許可申請者の住所、生年月日等に関する調書

相続人が許可を有していない場合、事業の開始届の控
え（写し）を添付。

提出の
可否

指導監督的実務経験証明書

実務経験証明書

卒業証明書

監理技術者資格者証（写し）

常勤役員等を直接補佐する者の略歴書

資格証明書（写し）

専任技術者証明書（新規・変更）

技
術
者
関
係
書
類

証明者別に作成、別紙の提示・提出書類必要

申請によっては残高証明書等（残高を有する日が申請
日以前１ヶ月以内のもの）が必要（注１）
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※必要に応じてこの表に記載のある資料以外の書類の提示・提出を求める場合があります。

□ 工事経歴書（受付印のある変更届の副本）５年分　（注７）

□ 実務経験期間中の在籍確認書類の提示
　　（厚生年金保険「被保険者記録照会回答票」、雇用保険「資格取得届出確認照会回答書」等、
　　保険の加入履歴等の公的証明書の原本提示。
　　当該届出企業での実務経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等（注６）、雇用保険被保険者証の写しの提示でも可。）

□ 工事契約書類等 ５件（各年度１件まで）　（注７）

（注５）執行役員等の経験、補佐経験及び常勤役員等＋直接に補佐する者での申請の場合は、22頁を御参照ください。

３
　
営
業
所

実態

※ 必要書類の内で記載内容が無いような場合、「該当なし」と記入する。

　　　　発行後３ヶ月以内のもの。外国籍の方は不要。（本籍地の市区町村で請求）

（注４）成年被後見人又は被保佐人に該当する場合は、医師の診断書により、回復の見込みや医師の所見を考慮した上で、

　　　　建設業を適正に営むために必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができるかを審査しますので、個別にお問い合わせください。

　　　　なお、この場合であっても、破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村の長の証明書が必要です。

（注２）成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書。発行後３ヶ月以内のもの。　（窓口請求は京都地方法務局、郵送での請求は東京法務局）

（注７）証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年数分のみ。

 提出（１部）

□ 写真（建物内部・外部、営業所入口・内部、建設業許可の標識）
　　※自己所有又は賃貸借の別を選択すること。

□ 営業所平面図

（注３）成年被後見人又は被保佐人とみなされる者に該当せず、また、破産者で復権を得ないものに該当しない旨の市町村の長の証明書。

（注６）「健康保険証の写し」は、被保険者証等の記号・番号及び保険者番号をマスキングした上で、提示。

○

○：必要書類

□：被相続人が生前に有していた許可において申請人が専任技術者となっており、資格要件に変更がない場合は省略可能。

（注１）申請直前の過去５年間許可を受けて継続して営業した実績を有しない場合は必要。　証明金額は５００万円以上、特定建設業の財務要件は別途審査。

必要の
可否

★

△

★

△：相続人が建設業者である場合に、変更がなければ省略可能なもの

△

２
 

営
業
所
の
専
任
技
術
者

常勤性

い
ず
れ
か

□ 健康保険証等（注６）

□ 雇用保険被保険者証

□
原本提示

□ 工事契約書類等 ５年間につき各年度１件以上

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

国家資格等
　　　写しの添付（申請書・変更届）
　　　原本提示

□ 資格証明書

写しの提示

写しの提示

原本提示

原本提示

令３条
使用人

右記いずれか

□ 支配人の登記事項証明書の原本提出

実務経験
す
べ
て

い
ず
れ
か

写しの提示

□ 取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

個人
事業主

原本提示 □ 税務署受付印のある確定申告書（控）（第一表及び第二表） 直近５年分

経
営
経
験

い
ず
れ
か

原本提示 □ 受付印のある決算変更届の副本５年分

写しの提示

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等

常勤性

い
ず
れ
か

□ 健康保険証等（注６）写しの提示

写しの提示

原本提示

原本提示

現在の地位
（個人事業主は

不要）

支
配
人

原本提示

その他提示・提出書類詳細

項目 提示・提出書類

□ 支配人の登記事項証明書

１
　
経
営
体
制

★：証明書に記載のある者で、認可されるまで他社に在籍している等の理由により、認可申請時に提示ができない場合、認可後に提示が必要です。

□ 雇用保険被保険者証

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

経営経験
（注５）

区
分
に
応
じ

法人役員  原本提出（１部）
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提出部数

※　「健康保険証の写し」は、被保険者証等の記号・番号及び保険者番号をマスキングした上で、提示すること。

【提示書類】

提示が必要な者

① 健康保険証等（※）

② 雇用保険被保険者証

① 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

② 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

写
し

提示書類

原
本

提出が必要な者

○健康保険・厚生年金保険（次の(ｱ)～(ｳ)のいずれか）

【提出書類】

○雇用保険（(ｱ)～(ｳ)のいずれか）

備考様式番号提出期限

(ｱ)直近の保険料納入にかかる「領収証書」

(ｲ)直近の保険料納入にかかる「納入証明書」

(ｳ)新規加入の場合、「健康保険・厚生年金保険資格取得確認及び標準報酬決定
通知書」

健康保険等の加入状況

写
し
（

１
部
）

の
添
付
が
必
要

詳細は、26頁を参照ください。

書類の名称

（３）認可後に提出・提示が必要な書類

認可後、許可を承継した相続人は、以下の書類を提出・提示する必要があります。
期間内に提出を行わなかった場合、許可基準を満たさないこととなり、許可の取消し事由に該当しますので御
注意ください。

その他提示・提出書類
のうち、★に該当するこ
とにより、認可申請時に
提示していない者

承継の日から
２週間以内

常
勤
性
の
確
認

・常勤役員等及び常勤役員等を直接
に補佐する者（様式第７号又は第７号
の２で証明した者）

・営業所の専任技術者

い
ず
れ
か

詳細は、22～26頁を参照ください。

相続人
承継の日から
２週間以内

第７号の３

３
部
（

正
本
１
部
＋
副
本
２
部
）

(ｱ)直近の「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え及び「領収済通知書」

(ｲ)新規加入の場合、「雇用保険被保険者資格取得等確認通知書」

(ｳ)営業所が雇用保険事業所非該当承認を受けている場合は、「事業所非該当承
認通知書」

提出期限 内容

-52-



 

 

 

 

 

 

16．許可申請書・届出書類の作成と記入例 
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行政庁側記入欄
許可年月日

１．す　る
般・特新規＋業種追加 般・特新規＋業種追加＋更新 ２．しない

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

旧許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先
京都市左京区賀茂今井町10-4

行政書士　平安　一郎

ファックス番号

所属等　　営業第一課 氏名　　京都　花子 電話番号　　075-414-5222

月 日
知事 特

号 令和 年

13 15

旧 許 可 番 号 １ ６
国土交通大臣

許可（
般

－ ）第

11

大臣コード
知事

3 5 10

（ ）
宅地建物取引業

3

2

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ４ 1

0 2 0 2 6 00 （千円） 0 05 0

許可換えの区分 １ ５ （１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

25

法人又は個人の別 １ ３ 1 （ ）

13 15 20

0 0

3 4 5 10

2 0

2

0 0

フ ァ ッ ク ス 番 号

1 4 - 5 2 2電 話 番 号 0 7 5 - 42 － 8 5 7 0郵 便 番 号 １ ２ 6 0

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

5薮 ノ 内 町 3 ―売 通 新 町 西 入
主たる営業所の
所 在 地

１ １ 下 立

京都府 市区町村名 京都市上京区

3 5 10 15 20

2 6 1 0 2 都道府県名
主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

１ ０

太 郎

3 5 10
支配人の氏名

代 表 者 又 は
０ ９ 京 都

個 人 の 氏 名

ウ ト タ ロ ウ
代表者又は個人
の氏名のフリガナ

０ ８ キ ョ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 京 都 府 建 設商 号 又 は 名 称 ０ ７ （ 株

3 5 10 15 20

ケ ン セ ツ

20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ６ キ ョ ウ ト フ

23 25 30 35 40

20 25

3 5 10 15

2 212

30

０ ５ 2 1 1

2 1 1

2 1 1

15

と す る 建 設 業
（

１．一般
２．特定

）
申請時において
既に許可を受けて
い る 建 設 業

3 5 10

2 212

消 清 解
許可を受けよう

０ ４ 2 1 1

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

日

土 建 大 左 と 石 屋 電

年 月

3 5 7

８．業 種 追 加 ＋ 更 新 許可の有効
2

申 請 年 月 日 ０ ３ 令和

３．般 ・ 特 新 規 ６．
（ ）

4

申 請 の 区 分 ０ ２ ２．許 可 換 え 新 規 ５．更 新

９． 期間の調整

日
知事 特

3 １．新 規 ４．業 種 追 加 ７．般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新

年 月号 平成）第許 可 番 号 ０ １
国土交通大臣

許可（
般

－

　　　　　　　　京都市左京区賀茂今井町10-4
申請代理人　　行政書士　平安　一郎

大臣コード
知事

項 番 3

地方整備局長 京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５
号
株式会社　京都府建設

北海道開発局長
京都府知事 殿 申請者

5 10 11 13 15

（１）【様式第１号】建設業許可申請書

建　設　業　許　可　申　請　書

この申請書により、建設業の許可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　２　年　　10　月　　1　日

様式第一号（第二条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ １

申請内容に係る行政庁からの質問等に応答できる者
について、その所属、氏名、電話番号を記入。

カラム欄に記入する字体について

法人の場合は、商号・代表者名は登記簿謄本により、個人の場合は住民票による

行政書士による代理申請の場合
のみ記名が必要

事実上の所在地と登記上の所在地が異なる
場合は、所在地を二段書き

〈例〉 （登記上）～
（事実上）～

行政庁記入欄には記入しない

法人の場合は代表者、
個人の場合はその本人

今回の申請と併せ、既に許可を受
けている建設業の全部について、
許可を更新する場合は「１」を、そ
れ以外は「２」を記入

一般建設業の許可については
「１」を、特定建設業の許可につ
いては「２」を記入

濁点、半濁音が付いた文字も１文字
として扱う

法人の種類を表す略号については、
フリガナをふらない

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（１３７頁）を参照

登記上と事実上の所在地が異な

る場合は、事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、
「－（ハイフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする

項番１５、１６は、現在許可を受けている行政庁
以外の行政庁に対し、新規に許可を申請する場
合に記入。「旧許可番号」及び「旧許可年月日」
の欄は「００１２３４」のように空位のカラムには
「０」を記入。
許可年月日が複数ある場合は、そのうち最も古
いものを記入する。

右詰で記入し、空位のカラムは空白とする

国税庁から通知された13桁の番号を記入する

職印

各種申請書類への押印は不要

(行政書士による職印を除く)

代理・代行申請を問わず、行政書士が書類を作成する
場合は、記名押印が必要。
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記載要領 

 １ 「 地方整備局長 

                       「国土交通大臣      「般 

     北海道開発局長                   及び      については、不要のものを消すこと。 

                            知事」      特」 

                知事」、 

 ２ 「申請者」の欄は、この申請書により許可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申 

請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この 

場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付する 

こと。 

 ３ 太線の枠内には記入しないこと。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ず 

つ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば     

１ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業    のように左 

詰めで記入すること。 

 ５ ０ ２「申請の区分」の欄の「許可の有効期間の調整」の欄は、この申請書により許可を申請する 

時に、既に許可を受けている建設業の全部について許可の更新の申請を行い許可の有効期間の満了の 

日を同一とする場合は「１」を、しない場合は「２」をカラムに記入すること。 

 ６ ０ ４「許可を受けようとする建設業」の欄は、この申請書により許可を受けようとする建設業が 

一般建設業の場合は 

   「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入するこ 

と。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解）  

 

 

７ ０ ５「申請時において既に許可を受けている建設業」の欄は、この申請書により許可を申請する 

時に既に許可を受けている建設業があれば６と同じ要領で記入すること。 

   なお、更新の申請の場合は、０ ４「許可を受けようとする建設業」の欄及び０ ５「申請時にお 

いて既に許可を受けている建設業」の欄の両方に記入すること。 

 ８ ０ ６「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文 

字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

 ９  ０ ７「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。 

  （例 （ 株 ） Ａ 建 設   

         Ｂ 建 設 （ 有 ）  ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 10 ０ ８「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入 

し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこ 

と。 

 11 ０ ９「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合 

 種類  略 号 

 株式会社  （株） 

 特例有限会社  （有） 

 合名会社  （名） 

 合資会社  （資） 

 合同会社  （合） 

 協同組合  （同） 

 協業組合  （業） 

 企業組合  （企） 
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はその者の氏名を、それぞれ姓と名の間に１カラム空けて記入すること。また、「支配人の氏名」の 

欄は、申請者が個人の場合において、支配人があるときは、その者の氏名を記載すること。 

 12 １ ０「主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック 

（総務省編「全国地方公共団体コード」）により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコー 

ドを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村 

名を記載すること。 

 13 １ １「主たる営業所の所在地」の欄は、12により記入した市区町村コードによつて表される市区 

町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフ 

ン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３  のように記入すること。 

 14 １ ２のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、 

例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記入すること。 

 15 １ ３「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあつては 

資本金額を、それ以外の法人にあつては出資総額を記入し、申請者が個人の場合には記入しないこ 

と。 

「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別するため 

の番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号をいう。）の 

指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

 16 １ ５「許可換えの区分」の欄並びに１ ６「旧許可番号」及び「旧許可年月日」の欄は、現在許 

可を受けている行政庁以外の行政庁に対し新規に許可を申請する場合にのみ記入すること。 

                        「大臣 

  「旧許可番号」の欄の       コード  の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の 

                          知事     」 

   分類に従い、該当するコードを記入すること。                             

   また、「旧許可番号」及び「旧許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０  

１日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

   なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も 

古いものについて記入すること。 

 17 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応 

答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 
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（２）【〔様式第１号、第22号の５、第22号の７、第22号の８〕別紙１】役員等の一覧表

令和　２　年　10　月　　１　日

１　法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限
  る。以下「株主等」という。）について記載すること。
２　「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・非常勤の別」の欄に記載することを要しない。

○○ ○○ 株主等

ﾅﾝﾀﾝ
南丹

ｺﾞﾛｳ
五郎

取締役 非常勤

ﾌｸﾁﾔﾏ
福知山

ｼﾁﾛｳ
七郎

顧問 非常勤

ｷｮｳﾄ
京都

ﾀﾛｳ
太郎

代表取締役 常勤

ｵﾄｸﾆ
乙訓

ｼﾞﾛｳ
二郎

取締役 常勤

別紙一 （用紙Ａ４）

役　員　等　の　一　覧　表

役員等の氏名及び役名等

氏
フリ

名
ガナ

役　　名　　等 常勤・非常勤の別

フリガナをふる

監査役は記入不要

法人役員に加えて顧問、相談役、総株主の議決権の５％
以上を有する株主若しくは出資の総額の５％以上に相当
する出資をしている者を記入。
※株主等については、役名等の欄には「株主等」と記入。

常勤・非常勤の区別を記入する。
「常勤の役員」とは、原則として本店、支店等において休
日その他勤務を要しない日を除き、一定の計画のもとに
常時所定の時間中、その職務に従事している者をいう。
※株主等については、常勤・非常勤の別は記入不要。
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別紙二（１）（別紙二、別紙一）

行政庁側記入欄

許可年月日

フリガナ ホンテン

（従たる営業所）

フリガナ キョウタナベエイギョウショ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

20 25 30

変更前

と す る 建 設 業
(

１．一般
２．特定

)3 5 10 15

消 清 解
営 業 し よ う

8 8

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8 6

都道府県名 市区町村名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

名 称
23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

従 た る 営 業 所 の
8 4

20 25 30

変更前

と す る 建 設 業
(

１．一般
２．特定

)3 5 10 15

井 具 水板 ガ 塗 防 内 機
営 業 し よ う

8 8 1

絶 通管 タ

1

しゆ

7

土 建 大 左 と 石 屋 電

6 2 － 0 0 4電 話 番 号 0 7 7

消 清 解園

郵 便 番 号 8 7 6 1

鋼 筋 舗

4 －0 － 0 3 3 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

2 1 1

従たる営業所の
所 在 地

8 6 田 辺

3

明 田 1

5 10 15 20

都道府県名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 京都府 市区町村名2 6

23 25 30 35 40

京田辺市

2
１．一般
２．特定

3 5 10 15 20

30

従 た る 営 業 所 の
8 4 京 田

名 称
辺 営 業 所

と す る 建 設 業
)3 5

1 1 2 1

10 15

1

(

変更前

212

20 25

具 水 消 清 解
営 業 し よ う

8 3 2

内 機 絶 通 園 井舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電 管 タ 鋼 筋土 建 大 左 と 石

主たる営業所の
本店名 称

月 日号 令和 年第
般

－ ）
知事 特

10

（主たる営業所）

許 可 番 号 8 2
国土交通大臣

許可（

（３）【〔様式第１号〕別紙２(１)、〔第22号の５、第22号の７、第22号の８〕別紙２、〔第22号の10〕別紙１】営業所一覧表（新規許可等）

大臣コード
知事

項 番 3 5

（用紙Ａ４）

営業所一覧表（新規許可等） ／　営業所一覧表

項 番 3

区 分 8 1 1

11 13 15

建設業を営む営業所を統括し、指導監督する権限を
有する１カ所の営業所。
登記上の本店であっても、建設業を営業している実態
を有しないものは該当しない。

主たる営業所以外でも建設
業を営む営業所を全て記入
する

左詰で記入
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記載要領 

 １ 太線の枠内には記入しないこと。 

 ２        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧 

に、かつ、カラムからはみ出さないように左詰めで記入すること。 

 ３ ８ ３及び８ ８「営業しようとする建設業」の欄は、営業しようとする建設業が一般建設業の場合は 

「１」を、特定 

  建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解）  

 

「変更前」の欄は、既に営業している建設業がある場合は同様の要領により記入すること。 

４ ８ ５「従たる営業所の所在地市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省 

編「全国地方公共団体コード」）により、従たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入するこ 

と。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ従たる営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を

記載すること。 

 ５ ８ ６「従たる営業所の所在地」の欄は、４により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に

続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、

例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３  のように記入すること。 

 ６ ８ ７のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば０ 

３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記入すること。 
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別紙二（２）

「主たる営業所」及び「従たる営業所」の欄は、それぞれ本店、支店又は常時建設工事の請負契約を締結

する事務所のうち該当するものについて記載すること。

と特定に分けて記載すること。

２ 「営業しようとする建設業」の欄は、許可を受けている建設業のうち左欄に記載した営業所において営業

しようとする建設業を、（様式第１号）許可申請書 記載要領６の表の（ ）内に示された略号により、一般

従
　
た
　
る
　
営
　
業
　
所

所在地（郵便番号・電話番号）営業所の名称

１

記載要領

京田辺営業所
京都府京田辺市田辺明田１

（〒610-0331・0774-62-0047）
建、管

主
た
る

営
業
所

本店
京都府京都市上京区

下立売通新町西入藪ノ内町3-5
（〒602-8570・075-414-5222）

土、と、ほ、
園、水

建、大、屋、
管、内

（４）【〔様式第１号〕別紙２(２)】営業所一覧表（更新）

（用紙Ａ４）

営　業　所　一　覧　表　（　更　新　）

営業しようとする建設業

特定 一般

主たる営業所の所在地が、登記上と事実上
で異なる場合は２段書きにする

-60-



ｷｮｳﾄ　ﾀﾛｳ 土－９、と－９、
京都　太郎 ほ－９、水－９

ｵﾄｸﾆ　ｼﾞﾛｳ 建－７、大－７、
乙訓　二郎 屋－７、内－７

管－７

ﾀﾅﾍﾞ　ｻﾌﾞﾛｳ 建－４
田辺　三郎 管－７

本店
園－９

令和　２　年　10　月　　１　日

フ　　　　リ　　　　ガ　　　　ナ

営 業 所 の 名 称 専 任 の 技 術 者 の 氏 名

京田辺営業所
02
30

13

33

本店

建 設 工 事 の 種 類 有 資 格 区 分

38

30

（５）【〔様式第１号〕別紙４、〔第22号の５、第22号の７、第22号の８〕別紙３、〔第22号の10〕別紙２】専任技術者一覧表

別紙四（別紙三、別紙二）

専任技術者一覧表

「建設業許可申請書別紙 営業所
一覧」の「営業所の名称」欄と同一
順序で、各営業所別に分けて記入
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記載要領 

１ 「建設工事の種類」の欄は、建設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二（１）「営業所一 

覧表（新規許可等）」又は別紙二（２）「営業所一覧表（更新）」の「営業しようとする建設業」

の欄に記載した建設業のうち、記載する技術者が専任の技術者となる建設業に係る建設工事

すべてについて、例えば「土－９」のように、次の分類に従い、該当する数字と次の表の（ ）

内に示された略号とを－（ハイフン）で結んで記載すること。 

 ・一般建設業の場合 

「１｣・・・・・・・法第７条第２号イ該当 

「４｣・・・・・・・法第７条第２号ロ該当 

「７｣・・・・・・・法第７条第２号ハ該当 

 ・特定建設業の場合 

「２｣・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第 15条第２号ロ該当 

「３｣・・・・・・・法第 15 条第２号ハ該当（同号イと同等以上） 

「５｣・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第 15条第２号ロ該当 

「６｣・・・・・・・法第 15 条第２号ハ該当（同号ロと同等以上） 

「８｣・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第 15条第２号ロ該当 

「９｣・・・・・・・法第 15 条第２号イ該当 

土木一式工事（土） 

建築一式工事（建） 

大工工事（大） 

左官工事（左） 

とび・土工・コンクリート工事（と） 

石工事（石） 

屋根工事（屋） 

電気工事（電） 

管工事（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 

鋼構造物工事（鋼） 

鉄筋工事（筋） 

舗装工事（舗） 

しゆんせつ工事（しゆ） 

板金工事（板） 

ガラス工事（ガ） 

塗装工事（塗） 

防水工事（防） 

内装仕上工事（内） 

機械器具設置工事（機） 

熱絶縁工事（絶） 

電気通信工事（通） 

造園工事（園） 

さく井工事（井） 

建具工事（具） 

水道施設工事（水） 

消防施設工事（消） 

清掃施設工事（清） 

解体工事（解）  

 

２ 「有資格区分」の欄は、記載する技術者が専任の技術者として該当する法第７条第２号及び 

法第 15 条第２号の区分（法第７条第２号ハに該当する者又は法第 15 条第２号イに該当する

者については、その有する資格等の区分）について別表（二）の分類に従い、該当するコード

を記載すること。 
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様式第二号（第二条、第十三条の二、第十三条の三、第十九条の八関係）     　　                                     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （用紙Ａ４）

（建設工事の種類）　　造　 園 　工 　事 （ 税込 ・ 税抜  ）

うち、

　 ・PC

 　・法面処理

 　・鋼橋上部

 67,000千円 千円

67,000千円 千円

 小　計 ６　　件 77,000千円 千円
うち　元請工事

 合　計 １０　　件 85,000千円 千円
うち　元請工事

7,000千円 千円 平成26年 3月 平成26年 5月（株）○○工業 下請 ○○地区植栽工事
京都府
○○市

千円 千円 平成  年  月 平成  年  月（主な未成工事）

千円 千円 平成  年  月 平成  年  月

千円 千円 平成  年  月 平成  年  月

千円 千円 平成  年  月 平成  年  月

千円 千円 平成  年  月 平成  年  月
　

千円 千円 平成  年  月 平成  年  月

レ
 （4,000）
 10,000千円

千円 平成27年 2月 平成27年 6月（株）○○建設 下請 ○○公園整備工事
京都府
○○市

○○○○

レ 6,000千円 千円 平成26年10月 平成26年11月○○土木（株） 下請 Ｂ邸植栽工事
京都府
○○市

○○○○

レ 5,000千円 千円 平成27年 1月 平成27年 2月Ａ 元請 Ａ邸植栽工事
京都府
○○市

○○○○

レ  8,000千円 千円 平成26年 6月 平成26年 7月○○市 元請 ○○公園整備工事
京都府
○○市

○○○○

レ  9,000千円 千円 平成26年 3月 平成26年 5月○○市 元請 ○○公園整備工事
京都府
○○市

○○○○

レ 45,000千円 千円 平成26年 5月 平成26年 9月京都府 元請
○○公園施設整備
工事

京都府
○○市

○○○○

氏　　名

 主任技術者又は監理技術
者の別（該当箇所にﾚ印を記載）

着工年月
完成又は完成
予定年月

主任技術者  監理技術者

（６）【様式第２号】工事経歴書

工　事　経　歴　書

注　文　者
元請又
は下請
の別

JV
の
別

工　事　名
工事現場のあ
る都道府県及
び市区町村名

配  置  技  術  者 請 負 代 金 の 額 工　　　期

工事経歴書（第２号様式）の記載方法

【経営事項審査を申請する場合】（記載フローは次頁参照）
① 元請工事に係る完成工事について、その請負代金の額の合計額の７割を超えるところまで、

請負代金の額の大きい順に記載
注１ 500万円（建築1,500万円）未満の工事については１０件まで記載
注２ 請負代金の額の合計額の1,000億円超部分は記載不要

② ①に続けて、①以外の元請工事及び下請工事に係る完成工事について全ての完成工事高の
約７割を超えるところまで、請負代金の額の大きい順に記載

注１ 500万円（建築1,500万円）未満の工事については１０件まで記載
注２ 請負代金の額の合計額の1,000億円超部分は記載不要

③ ②に続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載

【経営事項審査を申請しない場合】

① 主な完成工事について、請負代金の額の大きい順に１０件まで記載
② ①に続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載

該当するものにマルをする
各工事現場に置かれた配置技術者につい
て、該当する箇所にレ印を記入

共同企業体（ＪＶ）として

行った工事には「ＪＶ」と記入

最終ページにおいて、全ての完成
工事の件数及び請負代金の額の
合計を記入

ページごとの完成工事の件数及び
請負代金の額の合計を記入

「小計」・「合計」のうち、元請工事に係
る請負代金の額の合計を記入

下記記
載方法
参照

建設業の種類ごとに作成

「注文者」、「工事名」の記入については、記載内容により個人の

氏名が特定されることのないように注意。

（例）○ 注文者「Ａ」、工事名「Ａ邸植栽工事」

× 注文者「○○（個人名）」、工事名「○○邸植栽工事」

進行基準適用工事は、「請負代金の額」の欄に、進行基準を適

用した当期分の完成工事高を（）書きで記入すること

上段：進行基準を適用した当期分の完成工事高を（）書き

下段：請負代金の総額

※小計、合計欄には当期分の完成工事高のみを加算すること。
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記載要領 

１ この表は、法別表第一の上欄に掲げる建設工事の種類ごとに作成すること。 

２ 「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。 

３ この表には、申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度に完成した建設工事（以下「完成

工事」という。）及び申請又は届出をする日の属する事業年度の前事業年度末において完成していない

建設工事（以下「未成工事」という。）を記載すること。 

記載を要する完成工事及び未成工事の範囲については、以下のとおりである。 

  （１）経営規模等評価の申請を行う者の場合 

   ① 元請工事（発注者から直接請け負つた建設工事をいう。以下同じ。）に係る完成工事について、

当該完成工事に係る請負代金の額（工事進行基準を採用している場合にあつては、完成工事高。以下

同じ。）の合計額のおおむね７割を超えるところまで、請負代金の額の大きい順に記載すること（令

第１条の２第１項に規定する建設工事については、10件を超えて記載することを要しない。）。ただ

し、当該完成工事に係る請負代金の額の合計額が 1,000 億円を超える場合には、当該額を超える部分

に係る完成工事については記載を要しない。 

   ② それに続けて、既に記載した元請工事以外の元請工事及び下請工事（下請負人として請け負つ

た建設工事をいう。以下同じ。）に係る完成工事について、すべての完成工事に係る請負代金の額の

合計額のおおむね７割を超えるところまで、請負代金の額の大きい順に記載すること（令第１条の２

第１項に規定する建設工事については、10件を超えて記載することを要しない。）。ただし、すべて

の完成工事に係る請負代金の額の合計額が 1,000 億円を超える場合には、当該額を超える部分に係る

完成工事については記載を要しない。 

   ③ さらに、それに続けて、主な未成工事について、請負代金の額の大きい順に記載すること。 

  （２）経営規模等評価の申請を行わない者の場合 

    主な完成工事について、請負代金の額の大きい順に 10件記載し、それに続けて、主な未成工事に

ついて、請負代金の額の大きい順に記載すること。 

４ 下請工事については、「注文者」の欄には当該下請工事の直接の注文者の商号又は名称を記載し、「工

事名」の欄には当該下請工事の名称を記載すること。 

５ 「元請又は下請の別」の欄は、元請工事については「元請」と、下請工事については「下請」と記載す

ること。 

６ 「注文者」及び「工事名」の記入に際しては、その内容により個人の氏名が特定されることのないよう

十分に留意すること。 

７ 「ＪＶの別」の欄は、共同企業体（ＪＶ）として行つた工事について「ＪＶ」と記載すること。 

８ 「配置技術者」の欄は、完成工事について、法第 26条第１項又は第２項の規定により各工事現場に置

かれた技術者の氏名及び主任技術者又は監理技術者の別を記載すること。また、当該工事の施工中に配

置技術者の変更があつた場合には、変更前の者も含むすべての者を記載すること。監理技術者補佐を置

いた場合又は特定専門工事に該当し主任技術者を配置しなかつた場合はその旨を記載すること。 

９ 「請負代金の額」の欄は、共同企業体として行つた工事については、共同企業体全体の請負代金の額

に出資の割合を乗じた額又は分担した工事額を記載すること。また、工事進行基準を採用している場合

には、当該工事進行基準が適用される完成工事について、その完成工事高を括弧書で付記すること。 

10 「請負代金の額」の「うち、PC、法面処理、鋼橋上部」の欄は、次の表の（一）欄に掲げる建設工事に

ついて工事経歴書を作成する場合において、同表の（二）欄に掲げる工事があるときに、同表の（三）に

掲げる略称に丸を付し、工事ごとに同表の（二）欄に掲げる工事に該当する請負代金の額を記載するこ

と。 

（一） （二） （三） 

土木一式工事 プレストレストコンクリート構

造物工事 

ＰＣ 

とび・土工・コンクリート工事 法面処理工事 法面処理 

鋼構造物工事 鋼橋上部工事 鋼橋上部 

 

11 「小計」の欄は、ページごとの完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうちの元請工事に係る

請負代金の額の合計及び 10により「ＰＣ」、「法面処理」又は「鋼橋上部」について請負代金の額を区

分して記載した額の合計を記載すること。 

12 「合計」の欄は、最終ページにおいて、すべての完成工事の件数の合計並びに完成工事及びそのうち

の元請工事に係る請負代金の額の合計及び 10により「ＰＣ」、「法面処理」又は「鋼橋上部」について

請負代金の額を区分して記載した額の合計を記載すること。 
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参考 2

①元請工事に係る完成工事について、元請工事の完成工事高合計の７割を超えるところまで記載
②続けて、残りの元請工事と下請工事に係る完成工事について、全体の完成工事高合計の

７割を超えるところまで記載
ただし、①②において、1000億円又は軽微な工事の10件を超える部分については記載を要しない

工事経歴書（第２号様式）の記載フロー

元請工事があるか

元請工事が７割を超えた

元請工事の７割超までに
軽微な工事が10件に達した（*1）

元請工事の７割超までに
1000億円に達した

元請工事の残りの部分及び下請工事について請負代金の大きい順に記載（*2）

元請工事７割部分に係る記載終了

元請工事について請負代金の大きい順に記載

全体の7割超までに
1000億円に達した

全体の７割超までに軽微な工事が
１０件に達した（*3）

全体の７割を超えた

全ての完成工事に係る記載終了

主 な 未 成 工 事 を 記 載

完 了

Yes

Yes

Yes

Yes

Yes

No

No

No

No

No

*3 ・元請７割分に記載した軽微な工事と合わせた
件数で判断
・元請工事に軽微な工事が無い場合は、下請工事
のみで判断

*2 元請工事が無い場合は、下請工事のみ記載

*1で軽微な元請工事のみで10件に達している場合でも、

続けて下請工事について、請負代金の大きい順に全体の

７割超まで記載しているかを確認してください。
なお、全体の７割超までに軽微な下請工事を記載する

に至った場合は、当該下請工事を１件記載し、記載を終
了してください。この場合、軽微な工事に限ると、*1で記載
した元請工事10件＋下請工事1件の合計11件を記載する
ことになります。
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（税込・税抜／単位：千円）

土木一式 工事 建築一式 工事 大工 工事 水道施設 工事

公　共 150,000 0 0 15,000 0 150,000

民　間 0 50,000 10,000 0 0 100,000

0 0 500 10,000 0 150,000

150,000 50,000 15,000 25,000 0 400,000

公　共 100,000 0 0 0 0 200,000

民　間 50,000 70,000 10,000 0 0 150,000

0 0 20,000 20,000 0 100,000

150,000 70,000 30,000 20,000 0 450,000

公　共 200,000 0 0 15,000 0 300,000

民　間 0 50,000 500 0 0 100,000

0 0 15,000 15,000 0 100,000

200,000 50,000 20,000 30,000 0 500,000

公　共

民　間

公　共

民　間

公　共

民　間

記載要領

　７　当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「０」と記載すること。

　１　この表には、申請又は届出をする日の直前３年の各事業年度に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。

　２　「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。

　３　「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載し、「その他の建設工事

　　の施工金額」の欄は、許可を受けていない建設工事について記載すること。

　４　記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。

 　   ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円単位をもつて表示するこ

　　とができる。この場合、「（単位：千円）」とあるのは「（単位：百万円）」として記載すること。

　５　「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法（昭和40年法律第34号）別表第一に掲げる公共法人（地方公共団体を

　　除く。）及び第18条に規定する法人が注文者である施設又は工作物に関する建設工事の合計額を記載すること。

　６　「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が５業種以上にわたるため、用紙が２枚以上になる場

　　合は、「その他の建設工事の施工金額」及び「合計」の欄は、最終ページにのみ記載すること。

第　　期
令和　年　月　日から
令和　年　月　日まで

元

請

下　　請

計

第　　期
令和　年　月　日から
令和　年　月　日まで

元

請

下　　請

計

第 39期
令和3年 1月 1日から
令和3年 12月31日まで

元

請

下　　請

計

第　　期
平成　年　月　日から
平成　年　月　日まで

元

請

下　　請

計

第 37 期
令和元年 1月 1日から
令和元年 12月31日まで

元

請

下　　請

計

第 38 期
令和2年 1月 1日から
令和2年 12月31日まで

元

請

下　　請

計

（７）【様式第３号】直前３年の各事業年度における工事施工金額

様式第三号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）
（用紙Ａ４）

直前３年の各事業年度における工事施工金額

事　業　年　度
注 文 者
の 区 分

許可に係る建設工事の施工金額 その他の
建設工事
の
施工金額

合　計

省略

新規申請の場合は、許可を受けようとする建設業の種

類について記入。
業種追加の場合は、許可を受けようとする建設業及び
既に許可を受けている建設業の種類について記入。

決算変更届の場合は、既に許可を受けている建設業

の種類について記入。

直前３年
分につい
て記載

複数枚に記入する場合は、最
終ページに記入

損益計算書の完成工事高と一致すること

該当するものにマルをする

許可を受けようとする建設業、許可を受けている建設業が
４を超える場合は、複数枚にわたり記入
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様式第四号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）
（用紙Ａ４）

建設業法第７条第２号
イ、ロ若しくはハ又は
同法第15条第２号イ若
しくはハに該当する者

その他の技術関係使用人

本店 ８人 ４人 ３人 １５人

京田辺営業所 ３人 １人 １人 ５人

合        計 １１人 ５人 ４人 ２０人

記載要領
  １　この表には、法第５条の規定（法第17条において準用する場合を含む。）に基づく許可の申請の場合
　　は、当該申請をする日、法第11条第３項（法第17条において準用する場合を含む。）の規定に基づく届
　　出の場合は、当該事業年度の終了の日において建設業に従事している使用人数を、法第17条の２の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割をした後に、法第17条の３の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、相続の認可を受けた後に建設業に従事する予定である使用人数を、営業
    所ごとに記載すること。
  ２　「使用人」は、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者が法人の
　　場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む。）をいう。
  ３　「その他の技術関係使用人」の欄は、法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は法第15条第２号イ若しく
　　はハに該当する者ではないが、技術関係の業務に従事している者の数を記載すること。

（８）【様式第４号】使用人数

令和　２　年　10　月　１　日

使　　用　　人　　数

営 業 所 の 名 称

技　術　関　係　使　用　人

事務関係使用人 合　　　計

専任技術者の要件を満たす
技術者の数を記入

専任技術者の要件を満たさ
ない技術者の数を記入

合計人数を記入
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様式第六号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

殿

記載要領

　「 　「

、 、 　については不要なものを消すこと

　　　   　　   」 」

株式会社 京都府建設

代表取締役　京都　太郎

地方整備局長

北海道開発局長

京都府知事

（９）【様式第６号】誓約書

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

            　　、                の役員等及び建設業法施行令第３条に規定する使

用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等は、建設業法第８条各号（同法第17条に
おいて準用される場合を含む。）に規定されている欠格要件に該当しないことを誓約し
ます。

令和　２　年　10　月　１　日

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号

申 請 者
譲 受 人

合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人

合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

地方整備局長

北海道開発局長

知事

法人の場合は代表者、
個人の場合はその本人
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（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　　 　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

取締役

平成20年４月　から　平成30年10月　まで　満　10年６月

元役員

 
（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ  に該当する者であることに相違ありません。

 

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　常勤役員等の略歴については、別紙による。

（10）【様式第７号】常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書

年 月生 年 月 日氏 名 ２ １

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

日

7 日

住 所 京都市左京区賀茂今井町１０－４

Ｓ 4 0 年 0 7生 年 月 日

18

氏 名 ２ ０ 京　　都　　 太 郎

3 5 10 13 14 16

月 0

記

3

氏名のフリガナ １ ９ キ ョ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

0 5 月 2 0 日9 号 令和 0 1 年許 可 番 号 １ ８ 2 6

3 5 10

第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

変           更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

京都府知事 届出者 代表取締役　京都　太郎　　　　　　　　　　　　　　

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

の 支 配 人

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長 京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
北海道開発局長 申請者 株式会社 京都府建設

京都府綾部市川糸町丁畠10-２
株式会社　綾部建築

証明者 代表取締役　綾部　五郎　　　　　　　　　　　　　　

の常勤の役員
本 人

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考

令和　２　年　10　月　１　日

（用紙Ａ４）
様式第七号（第三条関係）

０ ０ ０ ０ ２

０ １

経営業務の管理責任者としての経験を有

した期間を記入。
年数は片落としで数える。

建設業法施行規則第７条第１号イ

（１）建設業に関し５年以上経営業務の管理責任者としての経験を有する者

（２）建設業に関し５年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者（経営業

務を執行する権限の委任を受けた者に限る。）として経営業務を管理した経験を有

する者
（３）建設業に関し６年以上経営業務の管理責任者に準ずる地位にある者として

経営業務の管理責任者を補佐する業務に従事した経験を有する者

証明者は、証明しようとする期間、被証明者が
在籍していた法人の代表者、個人の事業主等

項番17で２又は３を選択した者のみ記入する

現住所を記入

姓と名の間は１文字あける

濁点、半濁音が付いた文字も１文字として扱う

「許可番号」の欄は、空位のカラムには「０」を記入。
「許可年月日」は、許可を複数受けている場合は、
そのうち最も古いものを記入する。

経営業務の管理責任者を変更する場合は記入
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記載要領 

 １ この証明書は、被証明者１人について証明者別に作成すること。 

 ２ （１）の証明者は、被証明者に使用者がいる場合にはその使用者（法人の場合は当該法人の代表者、

個人の場合は当該個人）とすること。また、証明者が建設業者である場合には、当該建設業者に係る

許可番号、許可年月日及び許可を受けた建設業の種類を「備考」の欄に記載すること。 

ただし、これらの者の証明を得ることができない正当な理由がある場合には、「備考」の欄にその

理由を記載して、この証明書に記載された事実を証し得る他の者を証明者とすることができる。この

場合にあつては、その証明者の氏名及び役職を記載すること。 

   なお、既に提出した証明書の記載内容と同一の内容を証明しようとするときは、証明者の欄の記載

を省略することができる。 

  ３ 「           

           「 の常勤の役員   「 地方整備局長    

                                            「申請者  「国土交通大臣     「般   

                本    人      北海道開発局長                     及び  

                                                届出者」        知事」      特」 

           」、   の支配人   」、        知事」、           、 

  については、不要のものを消すこと。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ

丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 ５ １ ７「申請又は届出の区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。 

「１．新規」・・・・・・・・ 許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等としての証

明を行う場合 

「２．変更」・・・・・・・・ 現在証明されている常勤役員等に変更があつた場合 

「３．常勤役員等の更新等」・・ 常勤役員等について、現在証明されている者のままとする場合 

 また、「１．新規」又は「３．常勤役員等の更新等」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員

等の更新等】の欄に記入し、「２．変更」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

の欄及び◎【変更前】の欄の両方に記入すること。 

６ 「変更の年月日」の欄は、５により１ ７の「申請又は届出の区分」の欄に「２」を記入した場合に、

変更をした年月日を記載すること。 

 ７ １ ８「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、５により１ ７の「申請又は届出の区分」の欄に「２」

又は「３」を記入した場合に、申請又は届出時に受けている許可について記入すること。 

「許可番号」の欄の「大臣・知事」コード の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）

の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

 また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日の

ように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も

古いものについて記入すること。 

８ １ ９「氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで最初から２文字だけをカラムに記入すること。その際、

濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

９  ２ ０及び２ １「氏名」の欄は、姓と名の間に１カラム空けて、例えば建 設   太 郎    の

ように左詰めで文字をカラムに記入すること。 

   また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば０ １月０ １日

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 
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記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

（11）【様式第７号別紙】常勤役員等の略歴書

　
令和　２　年　10　月　１　日 氏　名　 京都　太郎

　上記のとおり相違ありません。

罰

　　　なし
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　Ｈ２０　年　　４月　　１日
　　　同社　　　　　　　 取締役就任

至　Ｈ３０　年　１０月　３１日

自　Ｈ３０　年　１１月　　１日
株式会社京都府建設　入社 代表取締役就任　　現在に至る

至　　　　　年　　　月　　　日

自　Ｈ　２　年　　４月　　１日
株式会社綾部建築　 入社　本店技術課勤務

至　Ｈ１５　年　　３月　３１日

職 自　Ｈ１５　年　　４月　　１日
　　　同社　　　　　　　 技術課長就任

至　Ｈ２０　年　　３月　３１日

自　Ｓ５９　年　　４月　　１日
有限会社京都府工業　工事部勤務

至　Ｈ　２　年　　３月　３１日

氏 名 京都　太郎 生 年 月 日　昭和　４０　年　　　７　月　　　７　日生　

職 名 代表取締役

別紙 （用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

現 住 所 京都府京都市左京区賀茂今井町１０－４

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

現在に至るまでの職歴を記入。
特に、建設業に関するものは全て記入。

申請時における職名を記入。
（例）法人：代表取締役、取締役

個人：事業主

建設業の行政処分及び行政罰、その他の賞罰に
ついて記入し、該当がなければ「なし」と記入する

-71-



（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

取締役

平成２７　年　４月から　　令和２年　９月まで　満　５年　５月

役員

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

京都府京都市左京区下鴨半木町１番５

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

月 日

（12）【様式第７号の２】常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

年生 年 月 日

18

氏 名 ２ １

3 5 10 13 14 16

5 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

Ｓ 5 0 年 1 2生 年 月 日

18

氏 名 ２ ０ 福 知 山 子

3 5 10 13 14 16

月 2

記

3

氏名のフリガナ １ ９ フ ク
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

0 5 月 2 0 日9 号 令和 0 1 年許 可 番 号 １ ８ 2 6

3 5 10

第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣
コード

知事

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

北海道開発局長 申請者 株式会社 京都府建設
京都府知事 届出者 代表取締役　京都　太郎　　　　　　　　　　　　　　

の常勤の役員
 
 

本 人
の 支 配 人

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長 京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号

証明者

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書
（第一面）

 
 

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
株式会社 京都府建設
代表取締役　京都　太郎　　　　　　　　　　　　　　

（用紙Ａ４）

様式第七号の二（第三条関係）
０ ０ ０ ０ ２

備 考

令和　２　年　10　月　１　日

０ １

第７条第１号ロ（1）、（2）に掲げる経験を有

した期間を記入。
年数は片落としで数える。

建設業法施行規則第７条第１号ロ
（１）建設業に関し、２年以上役員等としての経験を有し、かつ、５年以上役員等又は役
員等に次ぐ職制上の地位にある者としての経験を有する者
（２）５年以上役員等としての経験を有し、かつ、建設業に関し、２年以上役員等として
の経験を有する者

証明者は、証明しようとする期間、被証明者が
在籍していた法人の代表者、個人の事業主等

「許可番号」の欄は、空位のカラムには「０」を記入。
「許可年月日」は、許可を複数受けている場合は、そ
のうち最も古いものを記入する。項番１７で２又は３を選択した者のみ記入する

濁点、半濁音が付いた文字も１文字として扱う

姓と名の間は１文字あける

現住所を記入
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記載要領 

 １ （１）の証明書は、被証明者１人について証明者別に作成すること。 

 ２ （１）の証明者は、被証明者に使用者がいる場合にはその使用者（法人の場合は当該法人の代表者、個人の場合は当該個

人）とすること。また、証明者が建設業者である場合には、当該建設業者に係る許可番号、許可年月日及び許可を受けた建

設業の種類を「備考」の欄に記載すること。 

ただし、これらの者の証明を得ることができない正当な理由がある場合には、「備考」の欄にその理由を記載して、この

証明書に記載された事実を証し得る他の者を証明者とすることができる。この場合にあつては、その証明者の氏名及び役職

を記載すること。 

   なお、既に提出した証明書の記載内容と同一の内容を証明しようとするときは、証明者の欄の記載を省略することができ

る。 

  ３ 「        「 の常勤の役員   「 地方整備局長    

                                            「申請者 「国土交通大臣     「般   

                 本   人      北海道開発局長                     及び  

                                                届出者」       知事」      特」 

          」、    の支配人   」、        知事」、        、 

  については、不要のものを消すこと。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、カラ

ムからはみ出さないように記入すること。   

 ５ １ ７「申請又は届出の区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。 

「１．新規」・・・・・・・・ 許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等としての証明を行う場合 

「２．変更」・・・・・・・・ 現在証明されている常勤役員等に変更があつた場合    

「３．常勤役員等の更新等」・ 常勤役員等について、現在証明されている者のままとする場合 

 また、「１．新規」又は「３．常勤役員等の更新等」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄に

記入し、「２．変更」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】の欄及び◎【変更前】の欄の両方に記入

すること。 

６ （２）の「変更の年月日」の欄は、５により１ ７の「申請又は届出の区分」の欄に「２」を記入した場合に、（３）の

「変更の年月日」の欄は、10により２ ２の「申請又は届出の区分」の欄に「２」を記入した場合に、変更をした年月日を

記載すること。 

 ７ １ ８「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、５により１ ７の「申請又は届出の区分」の欄に「２」又は「３」を記入

した場合に、２ ３「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、10により当該２ ３の直前の２ ２、２ ７又は３ １「申請

又は届出の区分」の欄に「２」又は「３」を記入した場合に、申請又は届出時に受けている許可について記入すること。 

「許可番号」の欄の「大臣・知事」コード の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類に従い、該当す

るコードを記入すること。 

また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日のように、カラムに数字を

記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて記入

すること。 

８ １ ９、２ ４、２ ８及び３ ２「氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで最初から２文字だけをカラムに記入すること。

その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

９  ２ ０、２ １、２ ５、２ ６、２ ９、３ ０、３ ３及び３ ４「氏名」の欄は、姓と名の間に１カラム空けて、例え

ば建 設   太 郎    のように左詰めで文字をカラムに記入すること。 

 また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば０ １月０ １日のように、カラムに数

字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 10 ２ ２、２ ７及び３ １「申請又は届出の区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。 

「１．新規」・・・・・・・・・・・・・・ 許可を受けようとする行政庁に対し、初めて常勤役員等を補佐する者とし

ての証明を行う場合 

「２．変更」・・・・・・・・・・・・・・ 現在証明されている常勤役員等を補佐する者に変更があつた場合   

「３．常勤役員等を補佐する者の更新等」・ 常勤役員等を補佐する者について、現在証明されている者のままとする場

合 

 また、「１．新規」又は「３．常勤役員等を補佐する者の更新等」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等を補

佐する者の更新等】の欄に記入し、「２．変更」に該当する場合は◎【新規・変更後・常勤役員等を補佐する者の追加・常

勤役員等を補佐する者の更新等】の欄及び◎【変更前】の欄の両方に記入すること。 

11 常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、常勤役員等を直接に補佐する者それぞれについて別紙２を作成し、提

出すること。 
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　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の財務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

殿

会計部長

平成２４年　１０月　　から　令和２年　９月まで　　満　７年　１１月

社員

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

京都府京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ２ ６

3 5 10 13 14 16

月

5 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

S 5 4 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ２ ５ 舞 鶴 子

3 5 10 13 14 16

月 0

記

3

氏名のフリガナ ２ ４ マ イ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

0 5 月 2 0 日9 号 令和 0 1 年許 可 番 号 ２ ３ 2 6

3 5 10

第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ２ 3

京都府知事 届出者 代表取締役　京都　太郎　　　　　　　　　　　　　　

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

（用紙Ａ４）

（第二面）

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長 京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
北海道開発局長 申請者 株式会社 京都府建設

０ １

財務管理の業務経験を有した期間を記入。
年数は片落としで数える。

項番２２で２又は３を選択した者のみ記入する

「許可番号」の欄は、空位のカラムには「０」を記入。
「許可年月日」は、許可を複数受けている場合は、そのうち最
も古いものを記入する。

濁点、半濁音が付いた文字も１文字として扱う

姓と名の間は１文字あける

現住所を記入

直接に補佐する者は、財務管理、労務管理、業務運
営の業務経験をそれぞれ５年有していれば、１人でも
兼務可能（業務経験期間は、重複していてもよい）。
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　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の労務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

殿

総務部長

平成２４年　１０月　　から　令和２年　９月まで　　満　７年　１１月

社員

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

京都府京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ３ ０

3 5 10 13 14 16

月

5 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

S 5 5 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ２ ９ 舞 鶴 美

3 5 10 13 14 16

月 0

記

3

氏名のフリガナ ２ ８ マ イ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

0 5 月 2 0 日9 号 令和 0 1 年許 可 番 号 ２ ３ 2 6

3 5 10

第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ７ 3

京都府知事 届出者 代表取締役　京都　太郎　　　　　　　　　　　　　

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

（用紙Ａ４）

（第三面）

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長 京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
北海道開発局長 申請者 株式会社 京都府建設

０ １

労務管理の業務経験を有した期間を記入。
年数は片落としで数える。

項番２７で２又は３を選択した者のみ記入する

「許可番号」の欄は、空位のカラムには「０」を記入。
「許可年月日」は、許可を複数受けている場合は、そのうち最
も古いものを記入する。

濁点、半濁音が付いた文字も１文字として扱う

姓と名の間は１文字あける

現住所を記入

直接に補佐する者は、財務管理、労務管理、
業務運営の業務経験をそれぞれ５年有してい
れば、１人でも兼務可能（業務経験期間は、重
複していてもよい）。
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　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の業務運営の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

殿

企画業務部長

平成２４年　１０月　　から　令和２年　９月まで　　満　７年　１１月

社員

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

京都府京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

日年生 年 月 日

18

氏 名 ３ ４

3 5 10 13 14 16

月

5 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

S 5 6 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ３ ３ 舞 鶴 代

3 5 10 13 14 16

月 0

記

3

氏名のフリガナ ３ ２ マ イ
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

0 5 月 2 0 日9 号 令和 0 1 年許 可 番 号 ２ ３ 2 6

3 5 10

第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

備 考

3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

３ １ 3

京都府知事 届出者 代表取締役　京都　太郎　　　　　　　　　　　　　

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

（用紙Ａ４）

（第四面）

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長 京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
北海道開発局長 申請者 株式会社 京都府建設

０ １

業務運営の業務経験を有した期間を記入。
年数は片落としで数える。

項番３１で２又は３を選択した者のみ記入する

「許可番号」の欄は、空位のカラムには「０」を記入。
「許可年月日」は、許可を複数受けている場合は、そのうち最
も古いものを記入する。

濁点、半濁音が付いた文字も１文字として扱う

姓と名の間は１文字あける

現住所を記入

直接に補佐する者は、財務管理、労務管理、業務運営
の業務経験をそれぞれ５年有していれば、１人でも兼務
可能（業務経験期間は、重複していてもよい）。
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別紙一

記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　
令和　２　年　10　月　１　日 氏　名　 福知　山子

　上記のとおり相違ありません。

罰

なし
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

（13）【様式第７号の２別紙１】常勤役員等の略歴書

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　平成１０年　　４月　　１日
株式会社京都府建設　入社　企画部勤務

至　平成２７年　　３月　３１日

氏 名 福知　山子 生 年 月 日　　　　昭和　５０　年　１２　月　25　日生　

職 名 取締役

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日
　　　同社　　　　　取締役就任　　現在に至る

自　平成２７年　　４月　　１日

（用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

現 住 所 京都府京都市左京区下鴨半木町１番５

職

申請時における職名を記入。

（例）法人：代表取締役、取締役

個人：事業主

現在に至るまでの職歴を記入。
特に、建設業に関するものは全て記入。

建設業の行政処分及び行政罰、その他の賞罰につ
いて記入し、該当がなければ「なし」と記入する
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（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（　）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　
令和　２　年　10　月　１　日 氏　名　 舞　鶴美

　上記のとおり相違ありません。

罰

なし
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　平成２４年　１０月　　１日
　　　　同社　　　　総務部長就任　現在に至る

至　　　　　年　　　月　　　日

職 自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　平成１２年　　４月　　１日
株式会社京都府建設　入社　総務部勤務

至　平成２４年　　９月　３０日

氏 名 舞　鶴美 生 年 月 日 　　昭和　５５　年　５　月　５　日生　

職 名 総務部長

（14）【様式第７号の２別紙２】常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書
別紙二 （用紙Ａ４）

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

現 住 所 京都府京都市上京区河原町通広小路上る梶井町465

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

申請時における職名を記入。
（例）総務部長

現在に至るまでの職歴を記入。
特に、建設業に関するものは全て記入。

建設業の行政処分及び行政罰、その他の賞罰につ
いて記入し、該当がなければ「なし」と記入する

直接に補佐する者が複数い
る場合、全員提出。
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京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町3番地5
株式会社　京都府土木

殿

許可年月日

（営業所毎の保険の加入状況）

（15）【様式第７号の３】健康保険等の加入状況

健康保険

　　　　人
（　　　　　人）

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

京田辺営業所 　　　５人
（　　　　０人）

厚生年金保険

雇用保険

合計 　　　２０人
（　　　　３人）

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

厚生年金保険

雇用保険

厚生年金保険

雇用保険

健康保険

本店一括

厚生年金保険 本店一括

雇用保険 本店一括

○○○　○○○

厚生年金保険 ○○○　○○○

雇用保険 ○○○○○○○○○

本店 　　　１５人
（　　　　３人）

1 1 1

健康保険

営業所の名称 従業員数
保険の加入状況

事業所整理記号等
健康保険 厚生年金保険 雇用保険

元 年 11 月 1 日1 ）第 99999 号 令和許 可 番 号
国土交通大臣

許可（

様式第七号の三（第三条、第七条の二関係） （用紙Ａ４）

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、健康保険等の加入状況に変更があつたので、提出します。

般
－

京都府知事 特

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

京都府知事 届出者 代表取締役　京都 太郎                    

健康保険・厚生年金保険は事業所整理
番号及び事業所番号、雇用保険は労働
保険番号を記入

加入している場合は「１」

適用除外の場合は「２」
一括適用等の承認に係る営業所の場合は「３」
を記入。

役員、個人事業主を含めた人数を記入。
（）内は、役員、個人事業主の人数を記入。

■記載要領

１ この表は、次の（１）及び（２）の場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。

（１） ①現在有効な許可をどの許可行政庁からも受けていない者が初めて許可の申請をする場合

②現在有効な許可を受けている行政庁以外の許可行政庁に対し新規に許可の申請をする場合

③一般建設業の許可のみを受けている者が新たに特定建設業の許可の申請をする場合又は特定建設業の許可のみを受けている者が新たに一般建設業の許可の申請をする場合

④一般建設業の許可を受けている者が他の建設業について一般建設業の許可の申請をする場合又は特定建設業の許可を受けている者が他の建設業について特定建設業の許可の申請をす

る場合

⑤既に受けている建設業の許可についてその更新の申請をする場合

⑥法第17条の２若しくは法第17条の３の規定により建設業者としての地位を承継した者又は法第17条の３の規定により建設業者としての地位の承継の認可の申請をする者がその加入状況を提

出する場合

この場合、「(１)」を○で囲み、「申請者 届出者」の「届出者」を消すとともに、「保険加入の有無」の欄は、許可若し くは承継の認可の申請の際又は建設業者としての地位の承継後の加入状況

を記入すること。

（２） ①既提出の表に記入された保険加入の有無に変更があつた場合

②新たに営業所を追加した場合

この場合、「(２)」を○で囲み、「申請者 届出者」の「申請者」を消すとともに、「保険加入の有無」の欄は、変更後の加入状況を記入すること。

２ 「営業所の名称」の欄は、別記様式第一号別紙二、別記様式第二十二号の五別紙二、別記様式第二十二号の七別紙二、別記様式第二十二号の八別紙二又は別記様式第二十二号の十別紙二に

記載した順に記載すること。

３ 「従業員数」の欄は、法人にあつてはその役員、個人にあつてはその事業主を含め全ての従業員数(建設業以外に従事する者を含む。)を記載すること。（ ）内には、役員又は個人事業主（同居の親

族である従業員を含む。）の人数を内数として記載すること。

４ 「保険加入の状況」の「健康保険」の欄については、適用事業所となつたことについて日本年金機構又は健康保険組合に対して届出を行つている場合は「１」を、従業員が４人以下である個人事業主

である場合等の健康保険法の適用が除外される場合は「２」を、健康保険法（大正11年法律第70号）第34条第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でな

くなつたものとみなされるものに限る。以下同じ。）については「３」を記入すること。

５ 「保険加入の状況」の「厚生年金保険」の欄については、適用事業所となつたことについて日本年金機構に対して届出を行つている場合は「１」を、従業員が４人以下である個人事業主である場合等

の厚生年金保険法の適用が除外される場合は「２」を、厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第８条の２第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でな

くなつたものとみなされるものに限る。以下同じ。）については「３」を記入すること。

６ 「保険加入の状況」の「雇用保険」の欄については、適用事業となつたことについて公共職業安定所の長に対して届出を行つている場合は「１」を、従業員が１人も雇用されていない場合等の雇用保

険法の適用が除外される場合等は「２」を、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）第９条の規定による継続事業の一括の認可に係る営業所については「３」を記入すること。

７ 「事業所整理記号等」の「健康保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあつては健康保険組合名）を記載すること。ただし、健康保険法第34条第１項の規定による

一括適用の承認に係る営業所については、「本店（○○支店等）一括」と記載すること。

８ 「事業所整理記号等」の「厚生年金保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。ただし、厚生年金保険法第８条の２第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所に

ついては、「本店（○○支店等）一括」と記載すること。

９ 「事業所整理記号等」の「雇用保険」の欄については、労働保険番号を記載すること。ただし、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）第９条の規定による継続事業の一括

の認可に係る営業所については、「本店（○○支店等）一括」と記載すること。

■ 提出書類

(1) 健康保険、厚生年金保険の加入状況の確認 申請時の直前の「領収証書又は納入証明書」の写し

(2) 雇用保険の加入状況の確認 申請時の直前の「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え及び「領収済通知書」の写し

新規・許可換え新規申請の場合、許可
番号及び許可年月日は空欄

従業員、役員等の合計を記入
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（２）　下記のとおり、専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿 代表取締役　京都　太郎

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

オトクニ　ジロウ 元号〔令和Ｒ，平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

タナベ　サブロウ 元号〔令和Ｒ，平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（16）【様式第８号】専任技術者証明書（新規・変更）

専 任 技 術 者
の 住 所

京田辺市田辺明田１
営業所の名称
（新所属） 京田辺営業所

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号

株式会社 京都府建設

0 1－

3 7 0 5 0 5

5 1 1 2 0 8

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

3 5 7 9 11 13 15 17

有 資 格 区 分 ６ ５ 0 2 3 0

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

現在担当している
建設工事の種類

7
今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４ 4

通 園 井 具 水 消 清 解
3 5 10 15 20 25 30

年 月 日

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 ほしゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶

三 郎 生年月日 S氏 名 ６ ３ タ ナ 田 辺

専 任 技 術 者
の 住 所

向日市上植野町馬立８
営業所の名称
（新所属） 本店

項 番 フリガナ
3 5 10 15 18 20

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

3 5 7 9 11 13 15 17

有 資 格 区 分 ６ ５ 3 0 3 8

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

現在担当している
建設工事の種類

77 7
今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４ 7 7

通 園 井 具 水 消 清 解
3 5 10 15 20 25 30

年 月 日

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 ほしゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶

二 郎 生年月日 S氏 名 ６ ３ オ ト 乙 訓

専 任 技 術 者
の 住 所

京都市左京区賀茂今井町１０－４
営業所の名称
（ 新 所 属 ） 本店

項 番 フリガナ
3 5 10 15 18 20

変更、追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （ 旧 所 属 ）

3 5 7 9 11 13 15 17

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3 3 3

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

9
設 工 事 の 種 類

現在担当している
建設工事の種類

99今後担当する建 ６ ４ 9 9

消 清 解
3 5 10 15 20 25 30

防 内 機 絶 通 園 井 具 水

年 月 日4 0 0 7

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 ほしゆ板 ガ 塗

太 郎 生年月日 S氏 名 ６ ３ キ ョ 京 都

記

項 番 フリガナ キョウト　タロウ
3 5 10 15 18 20

9 5 月 2 0 日
知事 特

号 令和 0

10 13 15

許 可 番 号 ６ ２ ２ ６
国土交通大臣

許可（
般

）第

11

1 年 00 9 9 9 9

６ １ 1

大臣コード
知事

3 5

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

7

専任技術者証明書（新規・変更）

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

京都府知事 届出者

0

項 番 3

区 分

「特定建設業」の場合は「第７条２号」を消す。

「一般建設業」の場合は「第１５条２号」を消す。
「一般・特定」両方に該当する場合は消さない。

１ 新規申請の場合
２ 専任技術者の担当業種・有資格区分を変更する場合

３ 専任技術者を追加する場合
４ 専任技術者を削除する場合
５ 専任技術者が置かれる営業所を変更する場合

許可を複数受けている場合は、そのうち最も古
いものを記入する

当該技術者が配置されている営業所の
名称を記入
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記載要領 

 １ この証明書は、次の(1)から(5)までの場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。 

(1)①現在有効な許可をどの許可行政庁からも受けていない者が初めて許可を申請する場合 

②現在有効な許可を受けている行政庁以外の許可行政庁に対し新規に許可を申請する場合 

③一般建設業の許可のみを受けている者が新たに特定建設業の許可を申請する場合又は特定建 

 設業の許可のみを受けている者が新たに一般建設業の許可を申請する場合 

④一般建設業の許可を受けている者が他の建設業について一般建設業の許可を申請する場合又 

は特定建設業の許可を受けている者が他の建設業について特定建設業の許可を申請する場合 

                           「申請者 

この場合、「(1)」を○で囲み、 届出者」の「届出者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「１」 

を記入すること。 

(2) 許可を受けている建設業について現在証明されている者が専任の技術者となっている建設業 

の種類又はその者の有資格区分に変更があつた場合 

                           「申請者 

この場合、「（1）」を○で囲み、届出者」の「申請者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に 

「２」を記入すること。 

(3) 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者に加えて、又はその者に代 

えて新たな者を専任の技術者として証明する場合 

                           「申請者 

この場合、「(1)」を○で囲み、 届出者」の「申請者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に 

「３」を記入すること。 

(4) 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者がこの証明書の提出を行 

う建設業者の専任の技術者でなくなつた場合（その者がこれまで専任の技術者となつていた建設 

業について、新たに専任の技術者となる者があり、当該新たに専任の技術者となる者を上記(2)又 

は(3)に該当する者として同時に届け出る場合に限る。） 

                       「申請者 

この場合、「（2）」を○で囲み、届出者」の「申請者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に 

「４」を記入すること。 

   なお、許可を受けている一部の業種の廃業若しくは営業所の廃止に伴い既に証明された専任の技 

術者を削除する場合又は法第７条第２号若しくは法第15条第２号に掲げる基準を満たさなくなつ 

た場合には、届出書（別記様式第22号の３）を用いて届け出ること。 

(5) 許可を受けている建設業について現在証明されている専任の技術者が置かれる営業所のみに 

変更あつた場合 

                            「申請者 

この場合、「(1)」を○で囲み、届出者」の「申請者」を消すとともに、６ １「区分」の欄に「５」 

を記入すること。 

     なお、婚姻等により氏名の変更があつた場合は、変更後の氏名につき上記(3)に該当するものとし 

て、変更前の氏名につき上記(4)に該当するものとみなして、それぞれ作成し、提出すること。 

２ 「建設業法第７条第２号  「地方整備局長   「国土交通大臣    「般 

      建設業法第15条第２号」、  北海道開発局長」、        知事」、及び 特」、  

については、不要のものを消すこと。 

３  「申請者 

    届出者」の欄は、この証明書により建設業の許可の申請等をしようとする者（以下「申請者等」

という。）の他にこの証明書を作成した者がある場合には、申請者等に加え、その者の氏名も記載す

ること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書

面を添付すること。 

４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ず 

つ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

                           「大臣 

５ ６ ２「許可番号」の欄の  知事」コードの欄は、現在許可を受けている行政庁が京都府の場合は、 

該当コード「２６」を記入すること。 

  また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日の 

ように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

  なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古 

いものについて記入すること。 
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６ ６ ３「フリガナ」の欄は、カタカナで最初から２文字だけをカラムに記入すること。その際、濁 

音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。  

   また、「氏名」の欄は、姓と名の間に１カラム空けて、例えば建 設   太 郎    のように左    

詰めで文字をカラムに記入し、その上欄にフリガナを記入すること。 

   また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば０ １月０ １日 

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

７ ６ ４「今後担当する建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に「４」を記入した場合を除

き、建設業許可申請書（別記様式第一号）別紙二（１）「営業所一覧表（新規許可等）」の「営業し

ようとする建設業」の欄に記載した建設業のうち、証明しようとする技術者が今後専任の技術者とな

る建設業に係る建設工事すべてについて、次の分類に従い、該当する数字を次の表の（ ）内に示さ

れた略号のカラムに記入すること。 

・一般建設業の場合 

「１」・・・・・・・法第７条第２号イ該当 

「４」・・・・・・・法第７条第２号ロ該当 

「７」・・・・・・・法第７条第２号ハ該当 

・特定建設業の場合 

「２」・・・・・・・法第７条第２号イ及び法第15条第２号ロ該当 

「３」・・・・・・・法第15条第２号ハ該当（同号イと同等以上） 

「５」・・・・・・・法第７条第２号ロ及び法第15条第２号ロ該当 

「６」・・・・・・・法第15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上） 

「８」・・・・・・・法第７条第２号ハ及び法第15条第２号ロ該当 

「９」・・・・・・・法第15条第２号イ該当 

土木一式工事（土） 

建築一式工事（建） 

大工工事（大） 

左官工事（左） 

とび・土工・コンクリート工事（と） 

石工事（石） 

屋根工事（屋） 

電気工事（電） 

管工事（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 

鋼構造物工事（鋼） 

鉄筋工事（筋） 

舗装工事（舗） 

しゆんせつ工事（しゆ） 

板金工事（板） 

ガラス工事（ガ） 

塗装工事（塗） 

防水工事（防） 

内装仕上工事（内） 

機械器具設置工事（機） 

熱絶縁工事（絶） 

電気通信工事（通） 

造園工事（園） 

さく井工事（井） 

建具工事（具） 

水道施設工事（水） 

消防施設工事（消） 

清掃施設工事（清） 

解体工事業（解）  

 

また、「現在担当している建設工事の種類」の欄は、６ １「区分」の欄に「１」、「２」、「４」 

又は「５」を記入した場合（記載要領１(1)①に該当する場合を除く。）に、現在証明されている専 

任の技術者についてこれまで専任の技術者となつていた建設業に係る建設工事すべてを、同様の要 

領により記入すること。 

 ８ ６ ５「有資格区分」の欄は、証明しようとする技術者が専任の技術者として該当する法第７条第 

２号及び法第15条第２号の区分（法第７条第２号ハに該当する者又は法第15条第２号イに該当する 

者については、その有する資格等の区分）について該当するコード（手引き最後部にある「専任技 

術者等の技術者資格・コード一覧表」のもの）を記入すること。 

 ９ 「変更、追加又は削除の年月日」の欄は、６ １「区分」の欄に「２」、「３」、「４」又は「５」 

を記入した場合に、変更、追加又は削除をした年月日を記入すること。 

 10 「営業所の名称（旧所属）」の欄は、現在証明されている専任の技術者である場合に限り、この証 

明書の提出前に所属していた営業所の名称を記入し、「営業所の名称（新所属）」の欄は、この証明 

書の提出後に、専任の技術者として所属する営業所の名称を記入すること。 
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資格要件 

建設工事の種類 

（項番６ ４） 

有資格区分 

（項番６ ５） 

一
般
建
設
業 

第
７
条
２
項 

 イ（所定学科卒業と実務経験） １ ０１ 

 ロ（１業種につき実務経験１

０年以上） 
４ ０２ 

 ハ（国家資格者及び大臣特認） ７ 
１３２～１３３

頁を参照 

特
定
建
設
業 

法第１５条第２号イ（国家資格者） ９ 
１３４～１３５

頁を参照 

法第１５条 

第２号ロ 

[指導監督的実

務経験(２年以

上)] 

第
７
条
２
項 

 イ（所定学科卒

業と実務経験）

★ 

２ ０１ 

 ロ（実務経験１

０年以上）★ 
５ ０２ 

 ハ（国家資格者

及び大臣特認）

★ 

８ 
１３４～１３５

頁を参照 

法第１５条第

２ 号 ハ ▼      

（大臣特認 ） 

同号イと同等 ３ ０３ 

同号ロと同等★ ６ ０４ 

※「指定建設業」の土木・建築・電気・管・鋼構造物・舗装・造園の７業種について、★の資格は特定 

建設業の専任技術者にはなれない。 
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様式第九号（第三条関係）

記載要領

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成すること。

　２　「職名」の欄は、被証明者が所属していた部課名等を記載すること。

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

株式会社　綾部建築

使用された
期 間

　Ｈ　２６年　１０月まで
使 用 者 の 商 号
又 は 名 称

被証明者との関係 　　元社員

記

技 術 者 の 氏 名 田辺　三郎 生年月日 S.51.12.8 　Ｈ　１０年　　４月から

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由

合計　　　満　１０年　６月

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

工事課長 ○○邸新築工事　他８件 Ｈ２５年　４月から２６年　３月まで

工事課長 ○○マンション新築工事 Ｈ２６年　４月から２６年１０月まで

工事係長 ○○ビル新築工事　他７件 Ｈ２３年　４月から２４年　３月まで

工事係長 ○○スポーツセンター新築工事　他３件 Ｈ２４年　４月から２５年　３月まで

工事係長 ○○邸新築工事　他18件

Ｈ２２年　４月から２３年　３月まで工事係長 ○○邸新築工事　他11件

Ｈ２１年　４月から２２年　３月まで

工事係員 ○○小学校体育館新築工事　他２件 Ｈ１９年　４月から２０年　３月まで

工事係員 ○○邸新築工事　他12件 Ｈ２０年　４月から２１年　３月まで

工事係員 ○○マンション新築工事　他５件 Ｈ１７年　４月から１８年　３月まで

工事係員 ○○邸新築工事　他13件 Ｈ１８年　４月から１９年　３月まで

職 名 実 務 経 験 の 内 容 実　 務　 経　 験　 年　 数

工事係員 ○○邸新築工事　他10件 Ｈ１６年　４月から１７年　３月まで

令和　２　年　９　月　２５　日

証 明 者

京都府綾部市川糸町丁畠10-２

株式会社　綾部建築

代表取締役　綾部　五郎　　　　　  　

（17）【様式第９号】実務経験証明書

（用紙Ａ４）

実　　務　　経　　験　　証　　明　　書

下記の者は、　　建築　　工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

実務経験の証明する業種を記入

証明者は被証明者である法人の代表者、
又は個人の事業主

証明者の立場からみた被証明者との関
係を記入。

（例）役員、社員、従業員

具体的に記入

実際に雇用された期間を記入

使用者と証明者が異なる場合の理由を記入。

（例）令和○年○月 会社解散のため
令和○年○月 事業主死亡のため 等

実務経験年数の合計を記入

【注意】
実務経験証明書は、証明者、証明する業種、
技術者別に作成すること

・通年にわたり建設工事の経験がある場合は、その年の

代表的な工事の件名を記入し、その他の工事は「他○

件」として件数を記入し、１年分を一行にまとめて記入す

ることができる。

・通年にわたり建設工事の経験がない場合は、一件工

事毎に積み上げて記入する。その場合の年数の積み上

げは片落ち計算となる。

（例： 平成２６年４月～平成２６年１０月  ６ヶ月の経験）
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様式第十号（第十三条関係）

記載要領

　２　「職名」の欄は、被証明者が従事した工事現場において就いていた地位を記載すること。

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した元請工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

千円

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで千円

　　年　　月から　　年　　月まで

千円

千円

千円

千円

千円

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで千円

千円

工事課長55,000千円

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

工事課長

千円

２７年　４月から２８年　３月まで

亀岡市加入者線路設備工事

　　年　　月から　　年　　月まで

○○電信電話（株）

千円

京都市加入者線路設備工事70,000千円

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由

合計　　　満　　　２年　　　３月

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成し、請負代金の額が4,500万円

　　以上の建設工事（平成６年12月28日前の建設工事にあつては3,000万円以上のもの、昭和59年10月１日前の建設工事にあつては1,500万円以上のもの）

　　１件ごとに記載すること。

実　務　経　験　の　内　容 実　 務 　経　 験　 年　 数

Ｈ　２８年　　５月まで期 間

発 注 者 名

株式会社京都府建設
使 用 者 の 商 号
又 は 名 称

請負代金の額 職　　　　名

　２４年　６月から２５年　１月まで宇治市加入者線路設備工事○○電信電話（株） 50,000千円

　　年　　月から　　年　　月まで

　　２５年　５月から２６年　２月まで

工事課長

○○電信電話（株）

　　社員被証明者との関係

記

技 術 者 の 氏 名 桃山　京三郎 生 年 月 日 S.40.9.12 使用された Ｈ　　２年　　４月から

（18）【様式第１０号】指導監督的実務経験証明書

（用紙Ａ４）

指 導 監 督 的 実 務 経 験 証 明 書

下記の者は、　電気通信　　工事に関し、下記の元請工事について指導監督的な実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和　２　年　10　月　１　日

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号

株式会社京都府建設

証 明 者 代表取締役　京都　太郎

証明者は被証明者である法人の代表者、
又は個人の事業主

証明者の立場からみた被証明者と
の関係を記入。

（例）役員、社員、従業員

指導監督的実務経験の証明する業
種を記入

実際に雇用された期間を記入

実務経験
期間は重
複しないこ
と

具体的に記入

実務経験年数の合計を記入

１件の請負代金が４，５００万円以上の元請工事を記
入。（消費税含む）
（H６．１２．２８以前は３，０００万円以上、Ｓ５９．１０．
１以前は１，５００万円以上の元請工事）

使用者と証明者が異なる場合の理由を記入。

（例）平成○年○月 会社解散のため
平成○年○月 事業主死亡のため 等

実務経験年数は片落としで数える

【例】１７年１月から１８年３月まで

  １年２ヶ月と数える
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令和　２　年　10　月　１　日

京田辺営業所 営業所長
ﾔﾏｼﾛ
山城

ｼﾛｳ
四郎

建　設　業　法　施　行　令　第　３　条　に　規　定　す　る　使　用　人　の　一　覧　表

営業所の名称 職　　　　　名 氏 名

（19）【様式第１１号】建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

様式第十一号（第四条関係） （用紙Ａ４）

役員等を兼ねている場合は、「取締役○○支店長」、「取
締役○○営業所長」等と記入

支店等がなくても、「該当なし」と記載して添付すること
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記載要領

３　株主等については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

４　顧問及び相談役については、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

（20）【様式第１２号】許可申請者（法人の役員等・本人・法定代理人・法定代理人の役員等）の住所、生年月日等に関する調書

法定代理人の役員等 」

２　法人である場合においては、法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の
　　５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。以下「株主等」という。）について記載すること。

５　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　上記のとおり相違ありません。

　
令和　２　年　10　月　１　日 氏　名　 　乙訓　二郎

６　様式第７号別紙又は様式第７号の２別紙に記載のある者については、本様式の作成を要しない。

１ 「 法 人 の 役 員 等
本 人

　については、不要のものを消すこと。
法 定 代 理 人

罰

　なし
賞

住 所 　向日市上植野町馬立８

氏 名 　乙訓　二郎 生 年 月 日 昭和　４０　　年　５　月　５　日　生　

役 名 等 　取締役

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

様式第十二号（第四条関係） （用紙Ａ４）

許可申請者

法 人 の 役 員 等

の住所、生年月日等に関する調書
本 人

法 定 代 理 人

法定代理人の役員等

建設業の行政処分及び行政罰、その他の賞罰について
記入し、該当がなければ「なし」と記入する

経営業務の管理責任者である者については作成不要

顧問、相談役、５％以上の株主・出資者については、賞罰欄の記入及び署名・押印は不要。
（法人役員については必要。）

不要なものを消す
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記載要領

山城　四郎

氏 名 山城　四郎 生 年 月 日

賞

「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

令和　２　年　10　月　１　日 氏　名　
　

なし

　上記のとおり相違ありません。

罰

営 業 所 名

職 名

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

住 所 木津川市木津上戸１８－１

　昭和　３８　年　１２　月　３０　日生　

京田辺営業所

営業所長

（21）【様式第１３号】建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

様式第十三号（第四条関係）

（用紙Ａ４）

所属する営業所の名称を記入する

建設業の行政処分及び行政罰、その他の賞罰について
記入し、該当がなければ「なし」と記入する

支店等がなくても、「該当なし」と記載して添付すること。
様式第十一号「建設業施行令第３条に規定する使用人の一覧表」に記載した者全員について作成する。
ただし、役員等を兼ねている者については、「許可申請者の住所、生年月日等に関する調書」・「経営業務の管
理責任者の略歴書」をもって、これに代えることができる。

記入方法については、「許可申請者の住所、生年月日等に関する調書」等の記入例を参照のこと。
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記載要領

25,000株

京都市左京区賀茂今井町１０－４ 50,000株

向日市上植野町馬立８ 30,000株

京都　太郎

○○○○○○○　○○

乙訓　二郎

（22）【様式第１４号】株主（出資者）調書

様式第十四号（第四条関係）
（用紙Ａ４）

株　　　主　　　（出　　　資　　　者）　　　調　　　書

　この調書は、総株主の議決権の100分の５以上を有する株主又は出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者について記載すること。

株主（出資者）名 住　　　　　　　所 所有株数又は出資の価額

25,000株

綾部市川糸町１０－２綾部　六郎

株主又は出資者が法人である場合は、その商号
又は名称を記入。

個人である場合は、その者の氏名を記入。

株数を記入するときは「○○株」とし、出
資の価格を記入するときはその単位を
必ず記入し「○○円」等とする。

総株主の議決権の100分の５以上を有する株主、出資の総額の100分の５
以上に相当する出資をしている者について記入すること。
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記載要領

京田辺営業所開設

資本金増資　３，０００万円

資本金増資　５，０００万円

年　　　　月　　　　日　

業種追加　京都府知事許可（般－６）第０９９９９号（建、大、屋、管、内）

般特新規　京都府知事許可（特－１４）第０９９９９号（土、と、ほ、園、水）

　昭和　４５　年　４　月　１　日　

　　平成　１６　年　２　月　２５　日　

　　平成　２１　年　１０　月　１０　日　

京都府知事許可（般－５３）第０９９９９号（土、と、ほ、園、水）

建
設
業
の
登
録
及
び
許
可
の
状
況

　昭和　５３　年　８　月　１０　日　

　平成　６　年　５　月　２０　日　

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

創
業
以
後
の
沿
革

　昭和　５２　年　４　月　１　日　

　　平成　５　年　１１　月　１　日　

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

京都府建設　創業

株式会社京都府建設に法人成り（資本金１，０００万円）

すること。

２ 　「建設業の登録及び許可の状況」の欄は、建設業の最初の登録及び許可等（更新を除く。）について記載すること。

３ 　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

１ 　「創業以後の沿革」の欄は、創業、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業の休止、営業の再開等を記載

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

　平成　１４　年　８　月　１０　日　

賞
罰

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

なし

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

年　　　　月　　　　日　

（23）【様式第２０号】営業の沿革

様式第二十号（第四条関係） （用紙Ａ４）

営　　業　　の　　沿　　革

創業年月日を記入（建設業以外の業を含む）。

創業以後、最初に許可を取得した年月日を記入。

法人成りした場合、個人時代も含めて記入すること。

許可の更新については記入しない

建設業の行政処分及び行政罰、その他の賞罰に
ついて記入し、該当がなければ「なし」と記入する。
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記載要領

　「団体の名称」の欄は、法第27条の37に規定する建設業者の団体の名称を記載すること。

所　　属　　年　　月　　日

所　　属　　建　　設　　業　　者　　団　　体

団　　体　　の　　名　　称

（24）【様式第２０号の２】所属建設業者団体

様式第二十号の二（第四条関係） （用紙Ａ４）

平成7年7月7日○○法人　○○協会

未加入の場合は「該当なし」と記入して添付する
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記載要領

（25）【様式第２０号の３】主要取引金融機関名

　　（例　○○銀行○○支店）

　１　「政府関係金融機関」の欄は、独立行政法人住宅金融支援機構、株式会社日本政策金融公庫、株式会社日本政策投資銀行等について記載すること。

　２　各金融機関とも、本所、本店、支所、支店、営業所、出張所等の区別まで記載すること。　　

○○銀行　○○支店

信 用 金 庫 ・ 信 用 協 同 組 合

様式第二十号の三（第四条関係） （用紙Ａ４）

主 　要　 取　 引　 金　 融 　機 　関　 名

政 府 関 係 金 融 機 関
普 通 銀 行
長 期 信 用 銀 行

株式会社商工組合中央金庫
そ の 他 の 金 融 機 関

金融機関名に加えて、支店・営業所・

出張所等の区別まで記入
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様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人 (8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所に置かれる専任の技術者

建設業法第15条第2号
について変更があつたので届出をします。

殿

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

６

（26）【様式第２２号の２】変更届出書（第一面）

京都府知事 届出者

項 番

大臣コード
知事

3 5 10 11 13 15

変　更　届　出　書

（第一面）
下記のとおり、

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長
北海道開発局長

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０

許 可 番 号 ３ ５ 2 6
国土交通大臣

5 月 2 0 日
京都府知事 特

号 令和 0 1 年 00 9 9 9 9 9許可（
般

－ ）第

法 人 番 号 ３ ６ 2 0

3 5 10 15

0 0 0 2 0 2

記

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

6 0 0 0 2

商号 京都府興業（株） （株）京都府建設 令和２.８.20

営業所の所在地 宇治市宇治若森７－６
京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３

－５
令和２.８.20

郵便番号 ６１１－００２１ ６０２－８５７０ 令和２.８.20

代表取締役 京都　一 京都　太郎 令和２.８.22

取締役 大和　京四郎 ― 令和２.８.22 退任

取締役 ― 京都　一 令和２.８.22 就任

役員等の氏名（経営業務
の管理責任者の変更）

京都　一 京都　太郎 令和２.８.22
経営業務の管理責任者

就任・離任

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容
を記入すること。

3 5 10 15 20

専任技術者 丹後　八郎 乙訓　二郎 令和２.８.22 本店

ウ ト フ ケ ン セ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７ キ ョ ツ

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

） 京 都 府 建 設商 号 又 は 名 称 ３ ８ （ 株

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

ウ ト タ ロ ウ
代表者又は個人
の氏名のフリガナ

３ ９ キ ョ

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０ 京 都

10 15

3 5

2 6 1

太 郎

京都府

ノ 内

20

主たる営業所の
所 在 地

４ ２ 下 立 売 通 新

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

４ １ 京都市上京区0 2 都道府県名 市区町村名

3 5

23 25 30 35 40

町 3 ― 5町 西 入 薮

3 5 6 10 15

郵 便 番 号 ４ ３ 6 0

20

電 話 番 号2 － 8 5 7 0

４

3 5 10

ファックス番号　　０７５－４１４－５２４３

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
株式会社　京都府建設
代表取締役　　京都　　太郎

所属等　　営業第一課 氏名　　京都　花子 電話番号　　０７５－４１４－５２２２

（千円）
又 は 出 資 総 額 , ,

資 本 金 額
４

0 1

届出事項にマルをつける

「旧許可年月日」の欄は「００１２３４」のように

空位のカラムには「０」を記入。
許可を複数受けている場合は、そのうち最も
古いものを記入する。

カラム欄は変更事項のみ記入する

専任技術者の変更の場合、本店もしくは該当
の支店名（営業所名）を記入する

国税庁から通知された13桁の番号を記入する
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許可年月日

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

（27）【様式第２２号の２】変更届出書（第二面）

－0 1

キョウタナベエイギョウショ

30

変更前

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

井 具 水 消 清 解
（

１．一般
２．特定

）
土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 8 7 － 電 話 番 号

23 25 30 35 40

6

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8

名 称
23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4

3 5 10 15

30

変更前

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

井 具 水 消 清 解
（

１．一般
２．特定

）
土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 8 7 － 電 話 番 号

23 25 30 35 40

6

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8

名 称
23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4

3 5 10 15

30

変更前

3 5 10 15 20 25

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業

井 具 水 消 清 解
（

１．一般
２．特定

）
土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園

3 5 6 10 15 20

郵 便 番 号 8 7 － 電 話 番 号

23 25 30 35 40

6

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15 20

従たる営業所の
所 在 地

8

名 称
23 25 30 35 40

20

従 た る 営 業 所 の
8 4 京 田 辺 営 所

3 5 10 15

業

変更前

と す る 建 設 業
3 5 10 15 20 25 30

（
１．一般
２．特定

）営 業 し よ う
8 3

消 清 解
3 5 10 15 20 25 30

防 内 機 絶 通 園 井 具 水管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗

（主たる営業所）

土 建 大 左 と 石 屋 電

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

0 1 年 09 号 令和 2 0 日9許 可 番 号 8 2 2 6
国土交通大臣

許可（

1510 11 13

8 月9 9 9

大臣コード
知事

項 番 3 5

般
）第 0

京都府知事 特

（用紙Ａ４）

（第二面）
項 番 3

区 分 8 1 2 ２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変更

３．従たる営業所
　　の新設

４．従たる営業所
　　の廃止

変更届出書（第一面）で届け出るべき変更事項があ
る場合でも、第二面で届け出るべき事項がなければ、
第二面については提出不要。

（下記届出区分参照）
届出区分を記入

主たる営業所の営業しようとする建設業に
変更があれば記入

従たる営業所の名称を記入

変更があれば記入
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記載要領 

 １ （１）から（８）までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。 

２  「 地方整備局長 

                       「国土交通大臣      「般 

    北海道開発局長                   及び      については、不要のものを消すこと。 

                            知事」      特」 

                知事」、 

 ３ 「届出者」の欄は、この変更届出書により届出をしようとする者（以下「届出者」という。）の他 

にこの届出書を作成した者がある場合には、届出者に加え、その者の氏名も記載すること。この場 

合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付する 

こと。 

４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ず 

つ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば     

１ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業    のように左 

詰めで記入すること。 

                         「大臣 

５ ３ ５「許可番号」の欄の      コード の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一） 

                            知事」 

の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日 

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

   なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最 

も古いものについて記入すること。 

 ６ ３ ６「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別 

するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号を 

いう。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

 ７ 「変更前」及び「変更後」の欄は、届出事項について変更に係る部分を対比させて記載すること。 

 ８ 「変更年月日」の欄は、実際に変更の行われた年月日を記載すること。 

 ９ 届出の内容が、第７条第１号に規定する常勤役員等又は常勤役員等を直接に補佐する者の氏名に 

係る場合には、「備考」の欄にその旨を記載すること。 

10 届出の内容が、主たる営業所若しくは従たる営業所において営業しようとする建設業又は従たる 

営業所の名称若しくは所在地に係る変更、従たる営業所の新設若しくは廃止以外の場合には、第二 

面の提出を要しない。 

11 届出の内容が、営業所の新設の場合には、「変更後」の欄に、当該営業所に専任で置かれる法第７ 

条第２号又は第１５条第２号に規定する技術者の氏名を記載し、「備考」の欄に当該営業所の名称 

を記載すること。 

12 ３ ７「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文 

字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字についてはフリガナは記入しないこと。 

 13  ３ ８「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いること。 

  （例 （ 株 ） Ａ 建 設   

        Ｂ 建 設 （ 有 ） ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 ３ ９「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入 

し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこ 

と。 

 15 ４ ０「代表者又は個人の氏名」の欄は、届出者が法人の場合はその代表者の氏名を、個人の場合

はその者の氏名を、それぞれ姓と名の間に１カラム空けて記入すること。 

 種類  略 号 

 株式会社  （株） 

 特例有限会社  （有） 

 合名会社  （名） 

 合資会社  （資） 

 合同会社  （合） 

 協同組合  （同） 

 協業組合  （業） 

 企業組合  （企） 
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 16 ４ １「主たる営業所の所在地市区町村コード」及び８ ５「従たる営業所の所在地市区町村コー 

ド」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体コード」）によ 

り、営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ営業所の所在する都道府県名及び市区町村名を 

記載すること。 

  17 ４ ２「主たる営業所の所在地」及び８ ６「従たる営業所の所在地」の欄は、13により記入した 

市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」 

及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３  のように 

記入すること。 

 18 ４ ３及び８ ７のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン） 

で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １    のように左詰めで記入すること。 

        「 資 本 金 額 

  19 ４ ４  又は出資総額 」の欄は、届出者が法人の場合にのみ記入し、株式会社にあつては資本金 

額を、それ以外の法人にあつては出資総額を記入し、届出者が個人の場合には記入しないこと。 

 20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に 

応答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

 21 ８ １「区分」の欄は、次の分類に従い、該当する数字をカラムに記入すること。 

「２．営業しようとする建設業又は従たる営業所の所在地の変更」・・・既に許可を受けて営む

建設業の種類を変更                                    

する場合及び従たる営業所の所在地を変更する場合                

「３．従たる営業所の新設」・・・新たに従たる営業所を追加する場合 

「４．従たる営業所の廃止」・・・従たる営業所を廃止する場合 

なお、従たる営業所の名称を変更する場合には、「３．従たる営業所の新設」により変更後の名 

称で当該営業所を追加するとともに、「４．従たる営業所の廃止」により変更前の名称の当該営業 

所を廃止すること。 

 22 ８ ３及び８ ８「営業しようとする建設業」の欄は、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業 

の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木一式工事（土） 

建築一式工事（建） 

大工工事（大） 

左官工事（左） 

とび・土工・コンクリート工事

（と） 

石工事（石） 

屋根工事（屋） 

電気工事（電） 

管工事（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事

（タ） 

鋼構造物工事（鋼） 

鉄筋工事（筋） 

舗装工事（舗） 

しゆんせつ工事（しゆ） 

板金工事（板） 

ガラス工事（ガ） 

塗装工事（塗） 

防水工事（防） 

内装仕上工事（内） 

機械器具設置工事（機） 

熱絶縁工事（絶） 

電気通信工事（通） 

造園工事（園） 

さく井工事（井） 

建具工事（具） 

水道施設工事（水） 

消防施設工事（消） 

清掃施設工事（清） 

解体工事業（解）  

 23 届出の変更が従たる営業所の所在地、電話番号、営業しようとする建設業の変更の場合において 

は、８ ４「従たる営業所の名称」の欄に変更のある営業所の名称を記入するとともに、「内容」欄 

の変更する項目に変更後の内容を記入すること。 
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様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

（２）　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。

殿 代表取締役　京都　太郎

許可年月日

具体的事由

（28）【様式第２２号の３】届出書

日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

　　　　　　　　　　　　　(4)　建設業法第８条第１号及び第７号から第13号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
株式会社京都府建設

京田辺営業所 建、管

年 月生年月日氏 名 ５ ３

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13

日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３ 月

14 16

日

郎

　　　　　　　　　　　　　(3)　専任の技術者を削除した場合
元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

　　　　　　　　　　　　　(2)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔専任の技術者〕を満たさなくなつた場合

生年月日

氏 名 ５ ３ 田 辺 日年 1 2 月 0 8生年月日 S 5 1三

氏 名 ５ ２ 年 月

0 8 月 2 0 日9 号 令和 0 1 年

記

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者等〕を満たさなくなつた場合

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

9 9 9
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

許 可 番 号 ５ １ 2 6 第 0 9

項 番 大臣コード
知事

3 5

令和　２　年　10　月　１　日

地方整備局長
北海道開発局長

京都府知事 届 出 者

10 11 13 15

届　　　　　　　出　　　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた
下記のとおり、

　　 に掲げる基準を満たさなくなつた
（３）　専任の技術者を削除した
（４）　欠格要件に該当するに至つた

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ８

0 1

届出事項にマルをつける

「旧許可年月日」の欄は「００１２３４」の

ように空位のカラムには「０」を記入。
許可を複数受けている場合は、そのうち
最も古いものを記入する。

届け出る事項にマルをつける
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記載要領 

 １ この届出書は次の場合に、それぞれの場合ごとに作成すること。 

 （１） 法第７条第１号に掲げる基準を満たさなくなつた場合 

   この場合、「（１）」を○で囲むとともに、５ ２「氏名」及び「生年月日」の欄に記入すること。 

 （２） 法第７条第２号又は法第15条第２号に掲げる基準を満たさなくなつた場合 

   この場合、「（２）」を○で囲むとともに、５ ３「氏名」及び「生年月日」、「営業所の名称」

並びに「建設工事の種類」の欄に記入すること。 

 （３） 許可を受けている一部の業種の廃業、営業所の廃止等のため、専任の技術者を削除した場合 

    この場合、「（３）」を○で囲むとともに、５ ３「氏名」及び「生年月日」、「営業所の名称」 

並びに「建設工事の種類」の欄に記入すること。 

 （４） 法第８条第１号及び第７号から第14号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合 

    この場合、「（４）」を○で囲むとともに、「具体的事由」の欄に記入すること。 

  ２  「 地方整備局長 

                        「国土交通大臣      「般 

     北海道開発局長                   及び      については、不要のものを消すこと。 

                             知事」      特」 

                 知事」、 

３ 「届出者」の欄は、この届出書により届出をしようとする者（以下「届出者」という。）の他にこ 

の届出書を作成した者がある場合には、届出者に加え、その者の氏名も記載すること。この場合に 

は、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ず 

つ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

                            「大臣 

 ５ ５ １「許可番号」の欄の       コード の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一） 

                              知事」 

の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

   また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日 

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

   なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最 

も古いものについて記入すること。 

 ６  ５ ２及び５ ３「氏名」の欄は、姓と名の間に１カラム空けて、例えば建 設   太 郎    の 

ように左詰めで文字をカラムに記入すること。 

   また、「生年月日」の欄は、「元号」のカラムに略号を記入するとともに、例えば０ １月０ １ 

日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

 ７ 「建設工事の種類」の欄は、届け出た技術者が専任の技術者となつていた建設業に係る建設工事 

について、次の表の（ ）内に示された略号で記載すること。 

土木一式工事（土） 

建築一式工事（建） 

大工工事（大） 

左官工事（左） 

とび・土工・コンクリート工事（と） 

石工事（石） 

屋根工事（屋） 

電気工事（電） 

管工事（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事（タ） 

鋼構造物工事（鋼） 

鉄筋工事（筋） 

舗装工事（舗） 

しゆんせつ工事（しゆ） 

板金工事（板） 

ガラス工事（ガ） 

塗装工事（塗） 

防水工事（防） 

内装仕上工事（内） 

機械器具設置工事（機） 

熱絶縁工事（絶） 

電気通信工事（通） 

造園工事（園） 

さく井工事（井） 

建具工事（具） 

水道施設工事（水） 

消防施設工事（消） 

清掃施設工事（清） 

解体工事業（解）  
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

許可年月日

【備考】
令和　２年　９月　１日

（１）　許可に係る建設業者が死亡したため

（２）　法人が合併により消滅したため

（３）　法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４）　法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５）　許可を受けた建設業を廃止したため

５ 許可 9
京都府知事 特

項 番

0 12

解

９

（

コード

（ ）

－ 9 2 0 日年 0 8 月9）第 0 9

１．一般
２．特定

廃止した建設業 ５ ６ 2 1

号 令和

2 1 21 1

許 可 番 号 ５

2 2

）

2

（

1５ ７ 2 1 1
届出時に許可を
受けている建設業

2 1

決裁年月日 ５ ９

21

令和 日

3

行政庁側記入欄
整理区分

５ ８

3 5 7

廃業等の年月日

廃 業 等 の 理 由

年 月

消 清

3 5 10 15 20 25 30

1 2

防 内 機 絶 通 園 井 具 水

15

国土交通大臣 般
0 19

記

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗しゆ板 ガ 塗

１．全部の業種の廃業
２．一部の業種の廃業

大臣
知事

3 5

6

1

10 11 13

近畿地方整備局長 京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
北海道開発局長 株式会社京都府建設

京都府知事 殿 届出者 代表取締役　京都　太郎

3

届 出 の 区 分 ５ ４

（29）【様式第２２号の４】廃業届

（用紙Ａ４）

廃　　　業　　　届

下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

令和　２　年　10　月　１　日

０ ０ ０ ０

該当事項にマルをつける

「旧許可年月日」の欄は「００１２３４」のよ

うに空位のカラムには「０」を記入。
許可を複数受けている場合は、そのうち
最も古いものを記入する。

届出区分を記入

行政庁記入欄には記入しない
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記載要領 

  １「地方整備局長               

                      「国土交通大臣    「般               

   北海道開発局長                及び      については、不要のものを消すこと。 

                          知事」    特」 

     知事       」、                        

 ２ 「届出者」の欄は、この廃業届により廃業等の届出をしようとする者（以下「届出者」と

いう。）の他にこの届出書を作成した者がある場合には、届出者に加え、その者の氏名も記

載すること。この場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有するこ

とを証する書面を添付すること。 

 ３        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに

１文字ずつ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。 

 ４ ５ ４「届出の区分」の欄は、許可を受けている全部の業種の廃業の場合は「１」を、許

可を受けている一部の業種の廃業の場合には「２」をカラムに記入すること。 

 ５                        「大臣 

５ ５「許可番号」の欄の     コード の欄は、現在許可を受けている行政庁について 

                   知事」 

別表（一）の分類に従い、該当するコードを記入すること。 

  また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月

０ １日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入するこ

と。 

 なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、その

うち最も古いものについて記入すること。 

 ６ ５ ６「廃止した建設業」の欄は、この届出書により廃止を届け出る建設業が一般建設業 

の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラ 

ムに記入すること。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清）  

解体工事業（解） 

 

 ７ ５ ７「届出時に許可を受けている建設業」の欄は、この届出書により廃止を届け出る建

設業を含め、許可を受けている建設業のすべてについて、６と同じ要領で記入すること。 

 ８ 太線の枠内には記入しないこと。 

 ９ 【備考】の欄は、（１）から（５）までの廃業等の理由のうち、該当するものを○で囲む 

こと。 
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別記第１号様式（第１条関係）

令和2年10月1日

  京都府知事許可
般
特

- 1 第０９９９９９号

届出者

京都府知事　　　　　　　　　　殿

（１） 工事経歴書   （２） 工事施工金額   （３） 健康保険等の加入状況

（４）貸借対照表及び損益計算書　（５）株主資本等変動計算書及び注記表　

（10） 建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧　（11） 定款　

記載要領１
「 般

特
-

」
については、該当するものを○で囲むこと。

　　　　２ （１）から（11）までの事項については、該当するものの番号を○で囲むこと。

（30）【別記第１号様式】変更届出書

変   更   届   出   書

　事業年度（第３９期令和元年７月１日から令和２年６月３０日まで）が終了したので、別添のとおり、
下記の書類を提出します。

記

（６） 事業報告書　（７） 附属明細書　（８） 事業税納付済額証明書　（９） 使用人数　

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号

株式会社京都府建設

代表取締役　京都　太郎

届け出る事業年度を記入

提出書類に○をつける
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（31）【様式第２２号の５】譲渡及び譲受け認可申請書

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
株式会社 京都府建設
代表取締役　京都　太郎
京都府南丹市園部町小山東町藤ノ木21
株式会社 南丹土木

令和　３　年　１２　月　１　日

行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

産業廃棄物収集運搬業

申請者

日
京都府知事 特

年 0 8 月 2 08 8 号 令和 0 2）第 0 8 8 86
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 １ ８ 2

（ ）

大臣コード
知事

3

0 0 3

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７ 1

0 2 0 2 6 00 （千円） 2 0 0 06 0 0 0

25

法人又は個人の別 １ ６ 1 （ ）

13 15 203 4 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号

6 2 - 1 5 2電 話 番 号 0 7 7 1 -2 － 0 0 4 1郵 便 番 号 １ ５ 6 2

3 5 6 10 15 20

7

20

京都府 南丹市2 6 2 1 3 都道府県名

25 30 35 40

ノ 木 2 1町

代 表 者 又 は
１ ２ 園 部

譲渡及び譲受け後
の主たる営業所の
所 在 地

１ ４ 園 部

23

市区町村名

3 5 10 15

小 山 東 町 藤

ベ ミ ヤ コ

個 人 の 氏 名

譲渡及び譲受け後
の主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

１ ３

都 子

3 5 10
支配人の氏名

代表者又は個人
の氏名のフリガナ

１ １ ソ ノ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 南 丹 土 木商 号 又 は 名 称 １ ０ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ボ ク

20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ ナ ン タ ン ド

1

3 5 10 15

30

０ ８

251510

2 1

認可申請時におい
て許可を受けて
い る 建 設 業

3 5

211 21 1 2 1

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通鋼 筋 舗しゆ板 ガと 石 屋 電 管 タ
＜譲受人に関する事項＞

譲渡及び譲受け後に
営業しようとする
建 設 業

土 建 大 左

０ ７ 2

京都府知事 特
号0 9 9 9 9 9許可（

般
－ ）第

3 5 10

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 2 6
国土交通大臣

譲渡及び譲受け
の 価 格

０ ５ 50,000,000円

大臣コード
知事

0 1 日

譲渡及び譲受け
の 理 由

０ ４
（例）「会社事業の整理」、「個人事業の法人化」等

0 2 年 1 1 月

日

3 5 7

譲渡及び譲受け
年 月 日

０ ３ 令和

年 月認可申請年月日 ０ ２ 令和

日
知事 特

3 5 7

年 月号 令和）第
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ０ １

大臣コード
知事

項 番 3

地方整備局長
北海道開発局長

京都府知事 殿 譲受人

譲　渡　及　び　譲　受　け　認　可　申　請　書
（第１面）

この申請書により、建設業の譲渡及び譲受けの認可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　２　年　10　月　１　日

譲渡人

様式第二十二号の五（第十三条の二関係） （用紙Ａ４）

０ ０ 1 ０ 1

代表取締役　園部　都子

0 2

１.一般

２.特定

0 2

１.一般

２.特定

行政庁記入欄には記入しない

事業譲渡契約で定めた効力が発生する日を記載

承継後に譲受人が有することに
なる許可について記載

事業譲渡の理由を簡潔に記載

事業譲渡契約で定めた譲渡の対価を記載

申請時点で譲受人が有している
許可について記載

承継後に使用する許可番号を記載
（原則、譲渡人の番号）。
ただし、譲受人が許可を有している場
合は、当該許可番号も選択可能。

法人の場合は代表者、
個人の場合はその本人

一般建設業の許可については
「１」を、特定建設業の許可につ
いては「２」を記入

濁点、半濁音が付いた文字も１文
字として扱う

法人の種類を表す略号については、
フリガナをふらない

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（１３７頁）を参照

登記上と事実上の所在地が異なる場合は、

事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、「－
（ハイフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする

右詰で記入し、空位のカラムは空白とする 国税庁から通知された13桁の番号を記入する

-102-



解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

宅地建物取引業

所属等　　営業第一課 氏名　　京都　花子 電話番号　　075-414-5222

ファックス番号

日
京都府知事 特

年 0 8 月 2 09 9 号 令和 0 1）第 0 9 9 96
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 2

（ ）

大臣コード
知事

3

0 0 2

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 1

0 2 0 2 6 00 （千円） 2 0 0 05 0 0 0

25

法人又は個人の別 ２ ７ 1 （ ）

13 15 203 4 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号

1 4 - 5 2 2電 話 番 号 0 7 5 - 42 － 8 5 7 0郵 便 番 号 ２ ６ 6 0

3 5 6 10 15 20

2

20

京都府 京都市上京区2 6 1 0 2 都道府県名

25 30 35 40

5薮 ノ 内 町 3 ―売

代 表 者 又 は
２ ３ 京 都

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ５ 下 立

23

市区町村名

3 5 10 15

通 新 町 西 入

ウ ト タ ロ ウ

個 人 の 氏 名

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

２ ４

太 郎

3 5 10
支配人の氏名

代表者又は個人
の氏名のフリガナ

２ ２ キ ョ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 京 都 府 建 設商 号 又 は 名 称 ２ １ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ツウ ト フ ケ ン セ

5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ キ ョ

21 221 1

井 具 水 消 清

１ ９ 2 1

防 内 機 絶 通 園筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼
譲 り 渡 す
建 設 業

土 建 大 左 と

1 2

3

（用紙Ａ４）

（第２面）

＜譲渡人に関する事項＞

0 1

１.一般

２.特定

カラム欄に記入する字体について

法人の場合は、商号・代表者名は登記簿謄本により、個人の場合は住民票による

申請内容に係る行政庁からの質問等に応答できる者に
ついて、その所属、氏名、電話番号を記入

申請時点で譲渡人が有している
許可について記載

一般建設業の許可については
「１」を、特定建設業の許可につ
いては「２」を記入濁点、半濁音が付いた

文字も１文字として扱う

法人の種類を表す略号については、
フリガナをふらない

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（137頁）を参照

登記上と事実上の所在地が異なる場合は、

事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、「－（ハ
イフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする

右詰で記入し、空位のカラムは空白とする

国税庁から通知された13桁の番号を記入する

申請時点で合併消滅法人が有している許可について記載
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記載要領 

 １ 「 地方整備局長 

                       「国土交通大臣      「般 

     北海道開発局長                   及び      については、不要のものを消すこと。 

                            知事」      特」 

                知事」、 

 ２ 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申 

請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この 

場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付する 

こと。 

 ３ 太線の枠内には記入しないこと。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ず

つ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば    

１ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業    のように左

詰めで記入すること。 

５ ０ ３「譲渡及び譲受け年月日」の欄は、譲渡及び譲受けを行う年月日を記入すること。 

６ ０ ４「譲渡及び譲受けの理由」の欄は、譲渡及び譲受けを行う理由を簡潔に記入すること。 

７ ０ ６「引き続き使用する許可番号」の欄は、譲渡する建設業又は譲受人が現在有している建設業 

の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設業の許可を行つた者と認 

可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用することはできないため記入しないこと。   

 ８ ０ ７「譲渡及び譲受け後に譲受人が営業する建設業」の欄は、この申請により認可を受け譲渡及び 

譲受けが行われた後に営業する建設業について、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は 

「２」を、次の表の（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清）  

解体工事業（解） 

 

９ ０ ８「認可申請時において譲受人が許可を受けている建設業」の欄は、譲受人が建設業者である 

場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、８と同じ要領で記入すること。 

10 ０ ９又は２ ０「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁 

音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。なお、株式会社等法人の 

種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

11  １ ０又は２ １「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用い 

ること。 

  （例 （ 株 ） Ａ 建 設   

         Ｂ 建 設 （ 有 ）  ）                 

  

 

 

 

 

 

 

 

12 １ １又は２ ２「代表者又は個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム 

空けて記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字とし 

て扱うこと。 

 種類  略 号 

 株式会社  （株） 

 特例有限会社  （有） 

 合名会社  （名） 

 合資会社  （資） 

 合同会社  （合） 

 協同組合  （同） 

 協業組合  （業） 

 企業組合  （企） 
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 13 １ ２又は２ ３「代表者又は個人の氏名」の欄は、申請者が法人の場合はその代表者の氏名を、

個人の場合はその者の氏名を、それぞれ姓と名の間に１カラム空けて記入すること。また、「支配人

の氏名」の欄は、申請者が個人の場合において、支配人があるときは、その者の氏名を記載するこ

と。 

14 １ ３「譲渡及び譲受け後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は２ ４「主たる営業所の

所在地市町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体

コード」）により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町

村名を記載すること。 

15 １ ４「譲渡及び譲受け後の主たる営業所の所在地」又は２ ５「主たる営業所の所在地」の欄

は、14により記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号

等を、「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － 

１ － １ ３  のように記入すること。 

 16 １ ５又は２ ６のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）

で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記入すること。 

 17 １ ６又は２ ７ のうち「資本金額又は出資総額」の欄は、申請者が法人の場合にのみ記入し、

株式会社にあつては資本金額を、それ以外の法人にあつては出資総額を記入し、申請者が個人の場合

には記入しないこと。 

「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等の促進に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号をい

う。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

18 １ ８又は２ ９のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ譲受人又は譲渡人が現

在許可を受けている建設業について記入すること。 

                     「大臣 

  「許可番号」の欄の       コードの欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分 

                       知事」 

   類に従い、該当するコードを記入すること。   

  また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

  なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も

古いものについて記入すること。 

19 １ ９「譲り渡す建設業」の欄は、この申請書により譲渡及び譲受けの認可を申請する譲渡人が許

可を受けている建設業を８と同じ要領で記入すること。 

20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応

答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 
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（32）【様式第２２号の７】合併認可申請書

京都府南丹市園部町小山東町藤ノ木21
株式会社 南丹土木

行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

代表取締役　園部　都子

京都府 南丹市

1

30

０ ８

25

9 号第 0 9 9 9 9

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 2 6
国土交通大臣

大臣コード
知事

3 5 10

　　　　＜合併存続法人又は合併により新設される法人に関する事項＞

許可（ ）
京都府知事

４

50,000,000円０ ５

3 5 7

令和 0 2 年 1 1 月

般
－

特

20

０ ３ 0 1

30 2 6 0

日

（例）「グループ会社の再編」、「事業の拡大」等
０

0 02 0 0 0 0 2

25

資 本 金 額 等 １ ６

13 15 20

0

4 5 10

0 0 0

フ ァ ッ ク ス 番 号

6 - 1電 話 番 号 0 7 7 1

6

2 － 0 0 4 1郵 便 番 号 １ ５ 6 2

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

藤 ノ 木 2 1

10 15 20

合併後の主たる
営業所の所在地

１ ４ 園 部 小 山

3 5

１ ３ 2 6 市区町村名

町

1 3 都道府県名

町

3 5

2

東

代 表 者
１ ２ 園 部

の 氏 名

3 5 10

都

代表者の氏名の
フ リ ガ ナ

１ １ ソ ノ

子

コ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

タナ

23 25 30 35 40

ボ ク

０ ７ 2 1
合併後に営業しよ
うとする建設業

3 5 10 15

153 5 10

2 21 21 2 1

ン ド

11

鋼 筋 舗しゆ板 ガ

7- 2 5 2

（千円）

ベ ミ ヤ

土 木

月

合 併 の 価 格

商 号 又 は 名 称 １ ０ （ 株 ） 南 丹

と 石 屋 電 管 タ

商号又は名称の
フ リ ガ ナ

０ ９ ン

０ 月

土 建 大 左

号

令和

年許 可 番 号

認可申請年月日

11 13

０

10

73

２

般
－

5

日年

令和　２　年　10　月　１　日

日
国土交通大臣

知事

０

（用紙Ａ４）

合　併　認　可　申　請　書

この申請書により、合併の認可を申請します。

１11０

（第１面)

様式第二十二号の七（第十三条の二関係）

京都府知事
北海道開発局長

許可（

殿

）

15

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
株式会社 京都府建設
代表取締役　京都　太郎

申請者

知事
項 番

１

5

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

認可申請時におい
て合併存続法人が
許可を受けている
建 設 業

合併後の主たる営
業所の所在地市町
村 コ ー ド

地方整備局長

合 併
の 理 由

大臣

3

コード

第
特

合 併 年 月 日

令和

１.一般

２.特定

0 2

１.一般

２.特定

合併の当事者となる全ての法人が連署してくださ
い。
許可の承継元、承継先はもちろんのこと、許可は
有していないが合併により消滅する法人の記載
も必要です。

行政庁記入欄には記入しない

（吸収合併）合併契約で定めた効力発生日

（新設合併）合併契約で定めた新設合併設立会社の設立日

合併契約で定めた合併の対価を記載

合併後に存続する法人が有するこ

とになる許可について記載

許可後に使用する許可番号を記載
（原則、合併消滅法人の番号）。
ただし、合併存続法人が許可を有して

いる場合は、当該許可番号も選択可

能。

申請時点で合併後存続する法人が有して
いる許可について記載
※新設合併の場合は記載しない

合併の理由を簡潔に記載

一般建設業の許可については
「１」を、特定建設業の許可につ
いては「２」を記入

濁点、半濁音が付いた文字も１文
字として扱う法人の種類を表す略号については、

フリガナをふらない

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（１３７頁）を参照

登記上と事実上の所在地が異なる場

合は、事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、
「－（ハイフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする

右詰で記入し、空位のカラムは空白とする 国税庁から通知された13桁の番号を記入する
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

京都府 京都市上京区

日
京都府知事 特

（用紙Ａ４）

（第２面）

年 0 8 月 2 09 9 号 令和 0 1）第 0 9 9 96
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 2

（ ）

大臣コード
知事

3

産業廃棄物収集運搬業

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 1

0 2 0 2 6 00 （千円） 2 0 0 05 0 0 0

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

0 0 2

フ ァ ッ ク ス 番 号

1 4 - 5 2 2電 話 番 号 0 7 5 - 42 － 8 5 7 0郵 便 番 号 ２ ６ 6 0

3 5 6 10 15 20

2

23 25 30 35 40

5入 薮 ノ 内 町 3 ―立 売 通 新 町 西

20

2 6 1 0

主たる営業所の
所 在 地

２ ５ 下

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４

太 郎

2 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３ 京 都

の 氏 名

ウ ト タ ロ ウ
代表者の氏名の
フ リ ガ ナ

２ ２ キ ョ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 京 都 府 建 設商 号 又 は 名 称 ２ １ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ツウ ト フ ケ ン セ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ キ ョ

3 5 10 15 20

21 221 1

消 清

１ ９ 2 1 1 2

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ
　　　＜合併消滅法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電

ファックス番号

（ ）

所属等　　営業第一課 氏名　　京都　花子 電話番号　　075-414-5222

0 日

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７ 1

許可（
般
特

－ ）

産業廃棄物収集運搬業

8 8 8 8 8 0号 令和 2

11

0

15

許 可 番 号 １ ８ 2 8 月 26
国土交通大臣

大臣コード
知事

3

京都府知事

5

年 0

10 13

第

認可申請時に合併
消滅法人が許可を
受けている建設業

0 2

0 1

１.一般

２.特定

カラム欄に記入する字体について

法人の場合は、商号・代表者名は登記簿謄本により、個人の場合は住民票による

第２面は、合併消滅法人が複数ある場合、「17」「18」を

除いて、全ての合併消滅法人について作成する。

※合併により消滅する法人で建設業許可を有していな

い法人については不要

申請時点で合併消滅法人が有している許可について記載

申請時点で合併消滅法人が有している許可について記載

申請内容に係る行政庁からの質問等に応答できる者に
ついて、その所属、氏名、電話番号を記入

申請時点で合併後存続する法人が有して
いる許可について記載
※新設合併の場合は記載しない

一般建設業の許可については
「１」を、特定建設業の許可につ
いては「２」を記入

濁点、半濁音が付いた文字も１文
字として扱う

法人の種類を表す略号については、
フリガナをふらない

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（137頁）を参照

登記上と事実上の所在地が異なる

場合は、事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、
「－（ハイフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする右詰で記入し、空位のカラムは空白とする

国税庁から通知された13桁の番号を記入する
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記載要領 

 １ 「 地方整備局長 

                       「国土交通大臣      「般 

     北海道開発局長                   及び      については、不要のものを消すこと。 

                            知事」      特」 

                知事」、 

 ２ 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申 

請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この 

場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付する 

こと。 

 ３ 太線の枠内には記入しないこと。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ず

つ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば    

１ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業    のように左

詰めで記入すること。 

５ ０ ３「合併年月日」の欄は、合併を行う年月日を記入すること。 

６ ０ ４「合併の理由」の欄は、合併を行う理由を簡潔に記入すること。 

７ ０ ６「合併後に引き続き使用する許可番号」の欄は、合併消滅法人又は合併存続法人が現在有し 

ている建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設業の許可を 

行つた者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用することはできないため記入しな 

いこと。 

 ８ ０ ７「合併後に営業を行う建設業」の欄は、この申請により認可を受け合併が行われた後に営業 

する建設業について、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ） 

内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清）  

解体工事業（解） 

 

 ９ ０ ８「認可申請時において合併存続法人が許可を受けている建設業」の欄は、合併存続法人が建 

設業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、８と同じ要領で記入す 

ること。 

10 ０ ９又は２ ０「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁 

音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

 11  １ ０又は２ １「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いる 

こと。 

（例 （ 株 ） Ａ 建 設   

         Ｂ 建 設 （ 有 ）  ）                

  

  

 

 

 

 

 

 

12 １ １又は２ ２「代表者の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記 

入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱う 

 種類  略 号 

 株式会社  （株） 

 特例有限会社  （有） 

 合名会社  （名） 

 合資会社  （資） 

 合同会社  （合） 

 協同組合  （同） 

 協業組合  （業） 

 企業組合  （企） 
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こと。 

 13 １ ２又は２ ３「代表者の氏名」の欄は、法人の代表者の氏名を姓と名の間に１カラム空けて記

入すること。また、「支配人の氏名」の欄は、申請者が個人の場合において、支配人があるときは、

その者の氏名を記載すること。 

 14 １ ３「合併後の主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄又は２ ４「主たる営業所の所在地

市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体コー

ド」）により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町

村名を記載すること。 

 15 １ ４「合併後の主たる営業所の所在地」の欄又は２ ５「主たる営業所の所在地」の欄は、14に

より記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、

「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － 

１ ３  のように記入すること。 

 16 １ ５又は２ ６のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）

で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記入すること。 

 17 １ ６又は２ ７のうち「資本金額又は出資総額」の欄は、株式会社にあつては資本金額を、それ

以外の法人にあつては出資総額を記入すること。 

「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等の促進に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号をい

う。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

 18 １ ８又は２ ９のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ合併存続法人又は合併

消滅法人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

                     「大臣 

  「許可番号」の欄の       コードの欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類 

                       知事」 

   に従い、該当するコードを記入すること。 

  また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

  なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も

古いものについて記入すること。 

19 １ ９ 「認可申請時に合併消滅法人が許可を受けている建設業」の欄は、この申請書により合併

の認可を申請する合併消滅法人が許可を受けている建設業を８と同じ要領で記入すること。 

 20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応

答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

 21 合併消滅法人（建設業者としての地位を承継させる者に限る。）が複数ある場合は、＜合併消滅法 

人に関する事項＞については、合併消滅法人ごとに記載すること。 
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（33）【様式第２２号の８】分割認可申請書

京都府南丹市園部町小山東町藤ノ木21
株式会社 南丹土木

令和　３　年　１２　月　１　日

行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

京都府 南丹市

0 0 30 2 0 2 6 00 （千円） 2 0 0 06 0 0 0

25

資 本 金 額 等 １ ６

13 15 204 5 10

7

フ ァ ッ ク ス 番 号

6 2 - 1 5 2電 話 番 号 0 7 7 1 -2 － 0 0 4 1

ノ 木 2 1町 小 山 東 町 藤

郵 便 番 号 １ ５ 6 2

3 5 6 10 15 20

20

2 6 2 1 3 都道府県名

23 25 30 35 40

代 表 者
１ ２ 園 部

分割後の主たる営
業 所 の 所 在 地

１ ４ 園 部

市区町村名

3 5 10 15

ベ ミ ヤ コ

の 氏 名

分割後の主たる営
業所の所在地市区
町 村 コ ー ド

3 5

１ ３

都 子

3 5 10

代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

１ １ ソ ノ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 南 丹 土 木商 号 又 は 名 称 １ ０ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

タ ン ド ボ ク
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ ナ ン

1

3 5 10 15 20

30

認可申請時におい
て許可を受けて
い る 建 設 業

０ ８

2510 153 5

2 11 221 1

清
分割後に営業しよ
うとする建設業

０ ７ 2 1 1 2

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板
　　　　＜分割承継法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

9 号第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 2 6

3 5 10

分 割 の 価 格 ０ ５ 50,000,000円

大臣コード
知事

0 1 日

分 割 の 理 由
０ ４

（例）「グループ会社の再編」、「事業の拡大」等

0 2 年 1 1 月

日

3 5 7

分 割 年 月 日 ０ ３ 令和

年 月認可申請年月日 ０ ２ 令和

3

日
知事 特

3 5 7

年 月号 令和）第

京都府知事 殿

申請者
京都府京都市上京区下立売通新町西入薮ノ内町３番地５号
株式会社 京都府建設
代表取締役　京都　太郎

国土交通大臣
許可（

般
－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ０ １

大臣コード
知事

項 番

分　割　認　可　申　請　書
（第１面）

この申請書により、分割の認可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　２　年　10　月　１　日

様式第二十二号の八（第十三条の二関係） （用紙Ａ４）

０ ０ １ ２ １

地方整備局長
北海道開発局長

代表取締役　園部　都子

１.一般
２.特定

0 2

１.一般

２.特定

分割の当事者となる全ての法人が
連署してください。
許可の承継元、承継先はもちろんの
こと、許可は有していないが分割に
より権利義務を承継させる法人の記
載も必要です。

行政庁記入欄には記入しない

分割の理由を簡潔に記載

分割契約（分割計画書）で定めた分割の対価を記載

（吸収分割）分割契約で定めた効力発生日

（新設分割）分割計画書で定めた新設分割立会社の設立日

承継後に分割承継法人が有するこ

とになる許可について記載

許可後に使用する許可番号を記
載
（原則、分割被承継法人の番号）
ただし、分割承継法人が許可を有して

いる場合は、当該許可番号も選択可

能。

申請時点で分割承継法人が有している許
可について記載
※新設分割の場合は記載しない

濁点、半濁音が付いた文字も１文
字として扱う

法人の種類を表す略号について
は、フリガナをふらない

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（１３７頁）を参照

登記上と事実上の所在地が異なる場

合は、事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、
「－（ハイフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする

右詰で記入し、空位のカラムは空白とする 国税庁から通知された13桁の番号を記入する
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

ファックス番号

産業廃棄物収集運搬業

産業廃棄物収集運搬業

京都府 京都市上京区

日
京都府知事 特

所属等　　営業第一課 氏名　　京都　花子 電話番号　　075-414-5222

年 0 8 月 2 09 9 号 令和 0 1）第 0 9 9 96
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 2

（ ）

大臣コード
知事

3

0 0 2

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 1

0 2 0 2 6 00 （千円） 2 0 0 05 0 0 0

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

2

フ ァ ッ ク ス 番 号

1 4 - 5 2 2電 話 番 号 0 7 5 - 42 － 8 5 7 0

薮 ノ 内 町 3 ―売 通 新 町 西 入

郵 便 番 号 ２ ６ 6 0

3 5 6 10 15 20

20

2 6 1 0 2 都道府県名

23 25 30 35 40

5

代 表 者
２ ３ 京 都

主たる営業所の所
在 地

２ ５ 下 立

市区町村名

3 5 10 15

ウ ト タ ロ ウ

の 氏 名

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

２ ４

太 郎

3 5 10

代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

２ ２ キ ョ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 京 都 府 建 設商 号 又 は 名 称 ２ １ （ 株

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ツウ ト フ ケ ン セ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ キ ョ

3 5 10 15 20

21 221 1

清

認可申請時に分割
被承継法人が許可
を 受 け て い る
建 設 業

１ ９ 2 1 1 2

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板
　　　　＜分割被承継法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

0 8 月 2 0 日8 号 令和 0 2 年第 0 8 8 8 8
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
京都府知事 特

許 可 番 号 １ ８ 2 6

3 5 10 11 13 15

７ 1 （ ）

大臣コード
知事

（用紙Ａ４）

（第２面）

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １

0 2

１.一般

２.特定

0 1

カラム欄に記入する字体について

法人の場合は、商号・代表者名は登記簿謄本により、個人の場合は住民票によ

第２面は、分割被承継法人が複数ある場合、「17」「18」

を除いて、全ての分割被承継法人について作成する。

※分割により承継させる法人で建設業許可を受けて

いない法人については不要

申請時点で分割被承継法人が有している許可について記載

申請時点で分割被承継法人が有している許可について記載

申請内容に係る行政庁からの質問等に応答できる者に
ついて、その所属、氏名、電話番号を記入

申請時点で分割承継法人が有している許
可について記載
※新設分割の場合は記載しない

一般建設業の許可については
「１」を、特定建設業の許可に
ついては「２」を記入

濁点、半濁音が付いた文字も１文
字として扱う

法人の種類を表す略号について
は、フリガナをふらない

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（１３７頁）を参

登記上と事実上の所在地が異なる

場合は、事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、
「－（ハイフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする右詰で記入し、空位のカラムは空白とする

国税庁から通知された13桁の番号を記入する
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記載要領 

 １ 「 地方整備局長 

                       「国土交通大臣      「般 

     北海道開発局長                   及び      については、不要のものを消すこと。 

                            知事」      特」 

                知事」、 

 ２ 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申 

請書又は添付書類を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この 

場合には、作成に係る委任状の写しその他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付する 

こと。 

 ３ 太線の枠内には記入しないこと。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ず

つ丁寧に、かつ、カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば    

１ ２のように右詰めで、また、文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業    のように左

詰めで記入すること。 

５ ０ ３「分割年月日」の欄は、分割を行う年月日を記入すること。 

６ ０ ４「分割の理由」の欄は、分割を行う理由を簡潔に記入すること。 

７ ０ ６「分割後に引き続き使用する許可番号」の欄は、分割被承継法人又は分割承継法人が現在有 

している建設業の許可番号のうち引き続き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設業の許可 

を行つた者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引き続き使用することはできないため記入し 

ないこと。 

 ８ ０ ７「分割後に営業を行う建設業」の欄は、この申請により認可を受け分割が行われた後に営業 

する建設業について、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の（ ） 

内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清）  

解体工事業（解） 

 

 ９ ０ ８「認可申請時において分割承継法人が許可を受けている建設業」の欄は、分割承継法人が建設 

業者である場合に、認可申請時において許可を受けている建設業について、８と同じ要領で記入する 

こと。 

10 ０ ９又は２ ０「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁 

音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しないこと。 

 11  １ ０又は２ １「商号又は名称」の欄は、法人の種類を表す文字については次の表の略号を用いる 

こと。 

（例 （ 株 ） Ａ 建 設   

         Ｂ 建 設 （ 有 ）  ）                

  

  

 

 

 

 

 

 

12 １ １又は２ ２「代表者の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記 

入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱う 

 種類  略 号 

 株式会社  （株） 

 特例有限会社  （有） 

 合名会社  （名） 

 合資会社  （資） 

 合同会社  （合） 

 協同組合  （同） 

 協業組合  （業） 

 企業組合  （企） 
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こと。 

 13 １ ２又は２ ３「代表者の氏名」の欄は、法人の代表者の氏名を姓と名の間に１カラム空けて記入 

すること。 

 14 １ ３「分割後の主たる営業所の所在地市区町村コード」の欄又は２ ４「主たる営業所の所在地

市区町村コード」の欄は、都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体コー

ド」）により、主たる営業所の所在する市区町村の該当するコードを記入すること。 

「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都道府県名及び市区町

村名を記載すること。 

 15 １ ４「分割後の主たる営業所の所在地」の欄又は２ ５「主たる営業所の所在地」の欄は、14に

より記入した市区町村コードによつて表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、

「丁目」、「番」及び「号」については－（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － 

１ ３  のように記入すること。 

 16 １ ５又は２ ６のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）

で区切り、例えば０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記入すること。 

 17 １ ６又は２ ７のうち「資本金額又は出資総額」の欄は、株式会社にあつては資本金額を、それ

以外の法人にあつては出資総額を記入すること。 

「法人番号」の欄は、申請者が法人であつて法人番号（行政手続における特定の個人を識別するため 

の番号の利用等の促進に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番号をい 

う。）の指定を受けたものである場合にのみ当該法人番号を記入すること。 

 18 １ ８又は２ ９のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ分割承継法人又は分割

被承継法人が現在許可を受けている建設業について記入すること。 

                     「大臣 

  「許可番号」の欄の       コードの欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類 

                       知事」 

   に従い、該当するコードを記入すること。 

  また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １日

のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 

  なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も

古いものについて記入すること。 

19 １ ９ 「認可申請時に分割被承継法人が許可を受けている建設業」の欄は、この申請書により合併 

の認可を申請する分割被承継法人が許可を受けている建設業を８と同じ要領で記入すること。 

 20 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応

答できる者の氏名、電話番号等を記載すること。 

21 分割被承継法人（建設業者としての地位を承継させる者に限る。）が複数ある場合は、＜分割被承

継法人に関する事項＞については、分割被承継法人ごとに作成すること。 
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様式第二十二号の六（第十三条の二関係）

京都府南丹市園部町小山東町藤ノ木21

株式会社 南丹土木

殿

記載要領

「

については、不要のものを消すこと。北海道開発局長　　

　　　　　知事　」

地方整備局長

（34）【様式第２２号の６】誓約書

京都府京都市上京区下立売通新町西入薮
ノ内町３番地５号
株式会社 京都府建設
代表取締役　京都　太郎

申請者

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

　申請者は、第13条の２第８項の規定により読み替えて準用する第７条第２号に規定す
る届書を譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割の日から法令で定められた期限までに提
出することを誓約します。

令和　２　年　10　月　１　日

代表取締役　園部　都子

北海道開発局長

京都府知事

地方整備局長　　

譲渡及び譲受け、合併分割認可申請の際に使用する様式
※様式第6号、様式第22号の11と混同しないように注意
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（35）【様式第２２号の１０】相続認可申請書

行政庁側記入欄
許可年月日

解

１．有
２．無

許可年月日

京都府 木津川市

3

被 相 続 人 の
死 亡 日

相続後の主たる
営業所の所在地

兼 業 の 有 無 １ ５ 2 （

申請者

10

建設業以外に行つている営業の種類

6

10

知事
3 5

被相続人との続柄
１

）

23 25 30

5 月 0 5第 0 6 6 6 日

35 40

号 令和 0 2 年

11

国土交通大臣
許可（

般
－ ）

京都府知事 特

13 15

許 可 番 号 １ ６ 2 6

5

6

4 7 2 － 1

ファックス番号

郵 便 番 号 １ ４ 6 9 － 0 2 1 50 7 7 4 －電 話 番 号

20

1

１ ３ 上 戸 1 8 － 1

4 都道府県名 市区町村名

許 可 番 号

認可申請年月日

5

塗 防

大臣コード

１ 子

相続後の主たる
営業所の所在地
市区町村コード

3

１ ２ 2 6

13

2

1

大臣コード
知事

3

1

3 5 10 15

内 機屋 電 清絶 通 園 井 具 水 消土 建 大 左 と 石 ガしゆ管 タ 鋼 舗 板筋

1

0

０

０

3

２ 令和

1 1

5

日月

7

第 令和
般

－

　       山城建築　山城　一郎　　　　　　

日
国土交通大臣

10

号

11

知事

０

（用紙Ａ４）

相　続　認　可　申　請　書

この申請書により、建設業の相続の認可を申請します。

1３

様式第二十二号の十（第十三条の三関係）

1０

（第１面）

知事 相続人
北海道開発局長

許可（

殿

）

知事

０ １

5

特

大臣

3

コード

15

年

月年

項 番

商 号 又 は 名 称

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

京都府木津川市木津上戸18－1
地方整備局長

令和　２　年　10　月　１　日

1５

ク

年 0 9 月 2

マ シ ロ ケ

令和 0 2

０ ７ ヤ

5

1

0 日０ ３

国土交通大臣
許可（

般

＜相続人に関する事項＞

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

20

認可申請時におい 3

ン

23 25 30 35 40

チ

3 5 10 15 20

０ ８ 山 城 建 築

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

氏 名 の
フ リ ガ ナ

０ ９ ヤ マ シ ロ イ チ ロ ウ

3 5 10
支配人の氏名

氏 名
１ ０ 山 城 一 郎

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ４ 2 6 － ）
京都府知事 特

第 0 7 7 7 7 7 号

3 5 10 15

10 15 25 30

て相続人が許可を
０ ６ 1

受けている建設業

3 5 7

3 5 6

相続後に相続人が営業
しようとする建設業

10 15 20

0 2

１.一般

２.特定

0 1

１.一般

２.特定

行政庁記入欄には記入しない

承継後に相続人が有すること
になる許可について記載

申請時点で相続人が有している許可
について記載。
許可を有していない場合は空欄。

承継後に使用する許可番号を記載
（原則、被相続人の番号）。
ただし、相続人が許可を有している
場合は、当該許可番号も選択可能。

一般建設業の許可に
ついては「１」を、特定
建設業の許可につい
ては「２」を記入

濁点、半濁音が付いた文字も１
文字として扱う

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（１３７頁）を参照

登記上と事実上の所在地が異なる場合

は、事実上の所在地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」については、「－
（ハイフン）」を用いて記入。

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする

戸籍謄本等のとおりに記載

戸籍謄本等のとおりに記載

申請時点で相続人が有している許可
について記載。
許可を有していない場合は空欄。
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解

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

通 井絶鋼 筋 内タ

（用紙Ａ４）

具 水 消機建 左 と 石 屋 塗

ファックス番号

所属等 山城建築 氏名　山城　一郎 電話番号　０７７４－７２－１１５１

管 板 ガ土
許可を受けていた
建 設 業

3

大 電 しゆ

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称 １

5

8

市区町村名6 2 1 4 都道府県名 京都府

（第２面）

氏 名
２ １

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3

２ ２ 2

太 郎城

3 5 10
支配人の氏名

山

シ ロ タ ロ

1

ウ

23 25 30 35 40

９

5

城 山 建 築

3 2010 15

23 25 30 35 40

ク

5 10 15 20

ロ ヤ マ ケ ン チ１ ８

１ ７

シ

舗 防 園

1 1

清

氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ０ ヤ

20

マ

3 5 10 15

1

＜被相続人に関する事項＞

主たる営業所の
所 在 地

２ ３ 上 戸

203 5 10 15

－ 1

23 25 30 35 40

郵 便 番 号 ２ ４ 6 1 9 － 0 2 1 4 0 4電 話 番 号 0 7 7 4 - 7

ファックス番号

6 2 - 0

3
建設業以外に行つている営業の種類

）兼 業 の 有 無 ２ ５ 2 （

大臣コード
知事

3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ６ 2 6
国土交通大臣

許可（
般

－ ）第 1 年 00 7 7 7 7 7 6 月 2 8 日
京都府知事 特

号 令和 0

20

木津川市

3 5 6 10 15

0 1

１.一般

２.特定

カラム欄に記入する字体について

法人の場合は、商号・代表者名は登記簿謄本により、個人の場合は住民票

申請内容に係る行政庁からの質問等に応答できる者
について、その所属、氏名、電話番号を記入

一般建設業の許可については
「１」を、特定建設業の許可に
ついては「２」を記入濁点、半濁音が付いた文字も１

文字として扱う

被相続人が生前に有していた
許可について記載

姓と名の間は１文字あける

市区町村コード表（１３７頁）を参照

登記上と事実上の所在地が

異なる場合は、事実上の所在

地を記入。
「丁目」、「番」及び「号」につ
いては、「－（ハイフン）」を用

左詰で記入し、空位のカラムは空白とする

被相続人が生前に有していた
許可について記載
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記載要領 

 １ 「 地方整備局長 

                       「国土交通大臣      「般 

     北海道開発局長                   及び      については、不要のものを消すこと。 

                            知事」      特」 

                知事」、 

 ２ 「申請者」の欄は、この申請書により認可を申請する者（以下「申請者」という。）の他にこの申請書又は添付書類 

を作成した者がある場合には、申請者に加え、その者の氏名も記載すること。この場合には、作成に係る委任状の写し 

その他の作成等に係る権限を有することを証する書面を添付すること。 

 ３ 太線の枠内には記入しないこと。 

 ４        で表示された枠（以下「カラム」という。）に記入する場合は、１カラムに１文字ずつ丁寧に、かつ、 

カラムからはみ出さないように記入すること。数字を記入する場合は、例えば    １ ２のように右詰めで、また、 

文字を記入する場合は、例えばＡ 建 設 工 業    のように左詰めで記入すること。 

５ ０ ３「被相続人の死亡日」欄は、被相続人の死亡の年月日を記入すること。 

６ ０ ４「引き続き使用する許可番号」の欄は、被相続人又は相続人が現在有している建設業の許可番号のうち引き続 

き使用する許可番号を記入すること。ただし、建設業の許可を行つた者と認可を行う者が異なる場合は、許可番号を引 

き続き使用することはできないため記入しないこと。   

 ７ ０ ５「相続の認可を受けた後に相続人が営業する建設業」の欄は、この申請により認可を受け建設業者としての地 

位を承継した後に営業する建設業について、一般建設業の場合は「１」を、特定建設業の場合は「２」を、次の表の 

（ ）内に示された略号のカラムに記入すること。 

土木工事業（土） 

建築工事業（建） 

大工工事業（大） 

左官工事業（左） 

とび・土工工事業（と） 

石工事業（石） 

屋根工事業（屋） 

電気工事業（電） 

管工事業（管） 

タイル・れんが・ブロツク工事業（タ） 

鋼構造物工事業（鋼） 

鉄筋工事業（筋） 

舗装工事業（舗） 

しゆんせつ工事業（しゆ） 

板金工事業（板） 

ガラス工事業（ガ） 

塗装工事業（塗） 

防水工事業（防） 

内装仕上工事業（内） 

機械器具設置工事業（機） 

熱絶縁工事業（絶） 

電気通信工事業（通） 

造園工事業（園） 

さく井工事業（井） 

建具工事業（具） 

水道施設工事業（水） 

消防施設工事業（消） 

清掃施設工事業（清） 

解体工事業（解） 

 

 ８ ０ ６「認可申請時において相続人が許可を受けている建設業」の欄は、相続人が建設業者である場合に、認可申請 

時において許可を受けている建設業について、７と同じ要領で記入すること。 

 ９ ０ ７又は１ ８「商号又は名称のフリガナ」の欄は、カタカナで記入し、その際、濁音又は半濁音を表す文字につい

ては、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

 10 ０ ９又は２ ０「個人の氏名のフリガナ」の欄は、カタカナで姓と名の間に１カラム空けて記入し、その際、濁音又

は半濁音を表す文字については、例えばギ又はパのように１文字として扱うこと。 

 11 １ ０又は２ １「個人の氏名」の欄は、申請者の氏名を姓と名の間に１カラム空けて記入すること。また、「支配人

の氏名」の欄は、支配人があるときは、その者の氏名を記載すること。 

 12 １ ２「相続後の主たる営業所の所在地市区町村コード」又は２ ２「主たる営業所の所在地市町村コード」の欄は、

都道府県の窓口備付けのコードブック（総務省編「全国地方公共団体コード」）により、主たる営業所の所在する市区

町村の該当するコードを記入すること。「都道府県名」及び「市区町村名」には、それぞれ主たる営業所の所在する都

道府県名及び市区町村名を記載すること。 

 13 １ ３「相続後の主たる営業所の所在地」又は２ ３「主たる営業所の所在地」の欄は、11により記入した市区町村コ

ードによつて表される市区町村に続く町名、街区符号及び住居番号等を、「丁目」、「番」及び「号」については－

（ハイフン）を用いて、例えば霞 が 関 ２ － １ － １ ３  のように記入すること。 

 14 １ ４又は２ ４のうち「電話番号」の欄は、市外局番、局番及び番号をそれぞれ－（ハイフン）で区切り、例えば

０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １  のように左詰めで記入すること。 

 15 １ ６又は２ ６のうち「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、それぞれ相続人又は被相続人が現在許可を受けてい 

る建設業について記入すること。 

                  「大臣 

  「許可番号」の欄の      コード  の欄は、現在許可を受けている行政庁について別表（一）の分類に従い、該当す 

                       知事    」 

   るコードを記入すること。また、「許可番号」及び「許可年月日」の欄は、例えば０ ０ １ ２ ３ ４又は０ １月０ １ 

日のように、カラムに数字を記入するに当たつて空位のカラムに「０」を記入すること。 
  なお、現在２以上の建設業の許可を受けている場合で許可年月日が複数あるときは、そのうち最も古いものについて

記入すること。 

 16 １ ７「被相続人が許可を受けていた建設業」の欄は、この申請により相続の認可を申請する被相続人が許可を受け

ていた建設業を７と同じ要領で記入すること。 

 17 「連絡先」の欄は、この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請の内容に係る質問等に応答できる者の氏名、 

電話番号等を記載すること。 
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様式第二十二号の十一（第十三条の三関係）

殿

記載要領

「

については、不要のものを消すこと。

北海道開発局長

京都府知事

地方整備局長　　

北海道開発局長　　

　　　　　知事　」

（36）【様式第２２号の１１】誓約書

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

　申請者は、第13条の３第６項の規定により読み替えて準用する第７条第２号に規定す
る届書を法令で定められた期限までに提出することを誓約します。

令和 ２ 年 10 月 １ 日

申請者　山城建築　山城　一郎

地方整備局長

相続認可申請の際に使用する様式
※様式第6号、様式第22号の6と混同しないように注意
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17．資料 

-119-



※申請者・届出者は以下の空欄・チェック欄に記入の上、確認書類とともに提出すること。

□新　規　　　　□許可換え新規　　　□般・特新規　　　□業種追加　　　　□更　新

□経営体制 　　　□専任技術者 　　　□令３使用人　 　　□営業所

原
本

提
示

す
べ
て

い
ず
れ
か
（

☆
）

経
営
経
験

□ 受付印のある決算変更届の副本 ５年分

１
 

経
営
体
制

□組織図等

□業務分掌規程等

執
行
役
員
等

支配人

す
べ
て

い
ず
れ
か

役員等 原本提出

□定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等

□支配人の登記事項証明書

執
行
役
員
等
の

経
験
に
よ
る
場
合

令
３
条

使
用
人

更
新
時
は
不
要

(

※

)

現
在
の
地
位

（

個
人
事
業
主
は
不
要
）

更
新
時
は
不
要

(

※

)

い
ず
れ
か

常
勤
性

右
の
各
区
分
に
示
す
書
類

写
し
の

提
示

□ 取締役会の決議による権限があることの確認書類
　　（定款、執行役員規程、取締役会の議事録等）

□経験期間の確認書類（取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示等）

□ 建設業の経営に係る確認書類（上記☆）

（１－１）京都府知事許可申請・変更事項届出にかかる確認資料チェック表

□ 注文書及び請書 ５年間につき各年度１件以上

※
個
人
事
業
主
を
除
く

□ 工事請負契約書 ５年間につき各年度１件以上

□ 執行役員等・補佐経験証明書の提出

許可　（般・特－　　　　　）第　　　　　　　　　　　　　　　号　

住所
（社名）

原
本

提
出

原
本

提
示

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等

□支配人の登記事項証明書の原本提出
□取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

□ 税務署受付印のある確定申告書の控え（第一表及び第二表） 直近５年分

右
記

い
ず
れ
か

代表者氏名

□履歴事項全部証明書等

申 請 者 商 号
（ 屋 号 ）

許 可 申 請

変 更 届

所 在 地

許 可 番 号
（既許可の場合）

京都府知事

  □ 出勤簿及び賃金台帳

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。
　　　当該申請・届出企業での経験の場合、在籍期間を確認できる
      健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

京都府知事許可申請・変更事項届出にかかる確認資料チェック表　

受付番号 （※受付土木事務所が記入）

□ 健康保険被保険者証 （個人事業主にあっては「建築国保」又は「国民健康保険証」）等

い
ず
れ
か

写
し
の

提
示

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

上記４種の公的証明書
の提示が出来ない場合

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

  □ 源泉徴収簿及び領収済通知書

持
参
人

氏名

電話

□ 雇用保険被保険者証

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　標準報酬月額相当額改定および
     標準賞与額相当額のお知らせ

原
本
提
示

個
人

事
業
主

法
人

役
員

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　該当および標準報酬月額相当額のお知らせ

原
本
提
示

原本提出
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（土木事務所） 審査事務担当者

課（係）名　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　内線

□ 写真（建物内部・外部、営業所入口・内部、建設業許可の標
識）
    ※自己所有又は賃貸借の別を選択すること。

□ 営業所平面図

詳細：１２６頁

健
康
保
険
等
の
加
入
状
況

（
適
用
除
外
の
場
合
を
除
く
）

□ 申請時の直前の「領収証書」又は「納入証明書」

□ 申請時の直前の「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え及び 「領収済通知書」の写し

常
勤
性

※
個
人
事
業
主
を
除
く

□ 健康保険被保険者証 （個人事業主にあっては「建築国保」又は「国民健康保険証」）等

い
ず
れ
か

実
態

す
べ
て

提
出

実
務
経
験
に
よ
る
場
合

（

監
理
技
術
者
資
格
者
証
に
よ

る
証
明
の
場
合
を
除
く
。
）

右
の
各
区
分
に
示
す
書
類

□常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の経験（建設業法施行規則第７条第１号ロ該当）の場合、
　別紙チェック表を提出。

原本提示

原
本

提
示

写
し
の
提
出

い
ず
れ
か

（※ただし、従前と証明内容が変わらない場合等、新たに確認書類による確認が不要な場合に限る。）

更
新
時
は
不
要

す
べ
て

雇
用
保
険

２
 

営
業
所
の
専
任
技
術
者

□建設業の経営に係る確認書類
　（上記☆(6年分)）

□経験期間の確認書類（人事発令書等の原本提示等）

１
 

経
営
体
制 健

康
保
険
・

厚
生
年
金
保
険

□ 執行役員等・補佐経験証明書の提出
補
佐
経
験
に
よ
る
場
合

更
新
時
は
不
要

(

※

)
□ 厚生年金保険70歳以上被用者　該当および標準報酬月額相当額のお知らせ

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

写
し
の

提
示

□ 工事請負契約書　５件（各年度１件まで）
　　※証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

原
本
提
示

写
し
の

提
示

  □ 出勤簿及び賃金台帳

上記４種の公的証明書
の提示が出来ない場合

□ 雇用保険被保険者証

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。
　　　当該申請・届出企業での経験の場合、在籍期間を確認できる
      健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

３
 

営
業
所

□ 工事経歴書（受付印ある変更届の副本）５年分
　　※証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

  □ 源泉徴収簿及び領収済通知書

□ 注文書及び請書　５件（各年度１件まで）
　　※証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　標準報酬月額相当額改定および
    標準賞与額相当額のお知らせ

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

□ 実務経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。
　　　当該申請・届出企業での実務経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険
　　　被保険者証等又は雇用保険被保険者証の写しの提示でも可。）
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（土木事務所） 審査事務担当者

課（係）名　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　内線

更
新
時
は
不
要

(

※

)

い
ず
れ
か

役員等 原本提出

常
勤
役
員
等

右
の
各
区
分
に
示
す
書
類

い
ず
れ
か

（別紙）京都府知事許可申請・変更事項届出にかかる確認資料チェック表　（建設業法施行規則第７条第１号ロ該当）

□履歴事項全部証明書等

執
行
役
員
等

す
べ
て

原
本
提
示

□組織図等

□業務分掌規程等

□定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等

写
し
の

提
示

□ 健康保険被保険者証 （個人事業主にあっては「建築国保」又は「国民健康保険証」）等

□ 雇用保険被保険者証

原
本
提
示

  □ 源泉徴収簿及び領収済通知書

  □ 出勤簿及び賃金台帳

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　該当および標準報酬月額相当額のお知らせ

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　標準報酬月額相当額改定および標準賞与額相当額のお知らせ

支配人 原本提出 □支配人の登記事項証明書

□ 工事請負契約書 ５年間につき各年度１件以上

□ 注文書及び請書 ５年間につき各年度１件以上

原
本

提
出

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等

令
３
条

使
用
人

右
記

い
ず
れ
か

□支配人の登記事項証明書の原本提出
□取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

個
人

事
業
主

原
本

提
示

□ 税務署受付印のある確定申告書の控え（第一表及び第二表） 直近５年分

い
ず
れ
か

法
人

役
員

□常勤役員等を直接に補佐する者の経験の証明書の提出

□建設業の経営に係る確認書類（上記☆）

□経験期間の確認書類（人事発令書等の原本提示等）

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。当該申請・届出企業での経験の場合、
　　 在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

い
ず
れ
か

（

☆
）

原
本

提
示

□ 受付印のある決算変更届の副本 ５年分

写
し
の

提
示

□建設業の経営に係る確認書類（上記☆）

□経験期間の確認書類（人事発令書等の原本提示等）

□常勤役員等を直接に補佐する者の経験の証明書の提出

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。当該申請・届出企業での経験の場合、
　　 在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

常
勤
役
員
等
を
直
接
に

補
佐
す
る
者

（※ただし、従前と証明内容が変わらない場合等、新たに確認書類による確認が不要な場合に限る。）

建
設
業
に
関
す
る
役
員
等
の
経
験

建
設
業
に
関
す
る
役

員
等
に
次
ぐ
職
制
上

の
地
位
の
経
験

経
験
区
分
に
応
じ
て

１
 

経
営
体
制

財
務
管
理
・
労
務
管

理
・
業
務
運
営
の
経
験

す
べ
て
（
左
記
3
つ
の

経
験
そ
れ
ぞ
れ
必
要
）

更
新
時
は
不
要

(
※

)

す
べ
て

常
勤
性

い
ず
れ
か

常
勤
役
員
等
及
び
常
勤
役
員
等
を
直
接

に
補
佐
す
る
者

常
勤
役
員
等

現
在
の
地
位

（

個
人
事
業
主
は
不
要
）

□ ①建設業にする役員等の経験を5年以上有する者
□ ②建設業に関する役員等の経験を（　）年有し、役員等に次ぐ職制上の地位にある者としての経験を（　）年有する者
□ ③建設業に関する役員等の経験を（　）年有し、建設業以外の役員等の経験を（　）年有する者

い
ず
れ
か

経
験
区
分

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

※
個
人
事
業
主
を
除
く

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

上記４種の公的証明書の提示
が出来ない場合

建
設
業
以
外
の
役
員
等
の

経
験

支
店
長

営
業
所
長

右
記

い
ず
れ
か

□支配人の登記事項証明書の原本提出
□取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

個
人

事
業
主

原
本

提
示

□ 税務署受付印のある確定申告書の控え（第一表及び第二表） 最大直近３年分

法
人

役
員

原
本

提
出

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等
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※申請者・届出者は以下の空欄・チェック欄に記入の上、確認書類とともに提出すること。

□譲渡及び譲受け　　　　□合　併　　　□分　割　　　□相　続　　　　

持
参
人

住所
（社名）

京都府への認可申請にかかる確認資料チェック表　

受付番号 （※受付土木事務所が記入）

□ 健康保険被保険者証 （個人事業主にあっては「建築国保」又は「国民健康保険証」）等

い
ず
れ
か

写
し
の

提
示

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

上記４種の公的証明書
の提示が出来ない場合

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

  □ 源泉徴収簿及び領収済通知書

電話

□ 建設業の経営に係る確認書類（上記☆、業務分掌規程の原本提示等）

□支配人の登記事項証明書

原
本
提
示

  □ 出勤簿及び賃金台帳

□ 雇用保険被保険者証

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　標準報酬月額相当額改定および
     標準賞与額相当額のお知らせ

承
継
先
が
許
可
業
者
の
場

合
は
不
要

(

※

)

□履歴事項全部証明書等

氏名

原
本
提
示

個
人

事
業
主

法
人

役
員

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　該当および標準報酬月額相当額のお知らせ

承 継 先 商 号
（ 屋 号 ）

申 請 区 分

所 在 地

許可番号（承継先が
承 継 後 に 使 用す るも
の ）

京都府知事 許可　（般・特－　　　　　）第　　　　　　　　　　　　　　　号　

代表者氏名

（１－２）京都府への認可申請にかかる確認資料チェック表

□ 注文書及び請書 ５年間につき各年度１件以上

※
個
人
事
業
主
を
除
く

□ 工事請負契約書 ５年間につき各年度１件以上

□支配人の登記事項証明書の原本提出
□取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

□ 税務署受付印のある確定申告書の控え（第一表及び第二表） 直近５年分

い
ず
れ
か

経
営
経
験

□組織図等

□業務分掌規程等

□定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等

令
３
条

使
用
人

右
記

い
ず
れ
か

す
べ
て

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等
原
本

提
出

現
在
の
地
位

（

個
人
事
業
主
は
不
要
）

原
本

提
示

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。当該申請・届出企業での
　　 経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

□ 取締役会の決議による権限があることの確認書類（定款、執行役員規程、取締役会の議事
録等）

□ 経験期間の確認書類（取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示等）

原本提出

い
ず
れ
か

□ 執行役員等・補佐経験証明書の提出

す
べ
て

役員等 原本提出

写
し
の

提
示

い
ず
れ
か
（

☆
）

★

常
勤
性

□　申請時に提示できない場合は、左の□に を入れてください。（承継先が合併・分割により設立される法人
である場合や事業譲渡等の日までは承継元に在籍している等の理由がある場合に限る。）

１
 

経
営
体
制

承
継
先
が
許
可
業
者
の
場
合
は
不
要

(

※

)

□ 受付印のある決算変更届の副本 ５年分

執
行
役
員
等
の

経
験
に
よ
る
場
合

原
本

提
示

右
の
各
区
分
に
示
す
書
類

執
行
役
員
等

支配人
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（土木事務所） 審査事務担当者

課（係）名　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　内線

（土木事務所）認可後提示・提出書類確認欄

【提出書類】

【提示書類】

□ 注文書及び請書　５件（各年度１件まで）
　　※証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

□ 写真（建物内部・外部、営業所入口・内部、建設業許可の標
識）
    ※自己所有又は賃貸借の別を選択すること。

□ 営業所平面図

詳細：１２６頁

既に承継元又
は承継先で専
任技術者となっ
ており、承継後
の担当業種や
資格要件に変

更がない場合は
省略可

２
 

営
業
所
の
専
任
技
術
者

□ 実務経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。
　　　当該申請・届出企業での実務経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険
　　　被保険者証等又は雇用保険被保険者証の写しの提示でも可。）

写
し
の

提
示

□ 工事経歴書（受付印ある変更届の副本）５年分
　　※証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

□ 工事請負契約書　５件（各年度１件まで）
　　※証明が必要な実務経験年数が５年以下の場合は、当該年度分のみ。

□ 執行役員等・補佐経験証明書の提出

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　標準報酬月額相当額改定および
    標準賞与額相当額のお知らせ

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。当該申請・届出企業での
　　 経験の場合、在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」 ※
個
人
事
業
主
を
除
く

□ 健康保険被保険者証 （個人事業主にあっては「建築国保」又は「国民健康保険証」）等

原
本
提
示

す
べ
て

  □ 源泉徴収簿及び領収済通知書

写
し
の

提
示

上記４種の公的証明書
の提示が出来ない場合

□建設業の経営に係る確認書類
　（上記☆(6年分)又は業務分掌規程、稟議書等の原本提示等）

実
務
経
験
に
よ
る
場
合

（

監
理
技
術
者
資
格
者
証
に
よ

る
証
明
の
場
合
を
除
く
。
）

右
の
各
区
分
に
示
す
書
類

常
勤
性

原本提示

原
本

提
示

補
佐
経
験
に
よ
る
場
合

い
ず
れ
か

□常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の経験（建設業法施行規則第７条第１号ロ該当）の場合、
　別紙チェック表を提出。

  □ 出勤簿及び賃金台帳

□ 雇用保険被保険者証

□

□

□

実
態

す
べ
て

提
出

□

□

（※ただし、従前と証明内容が変わらない場合等、新たに確認書類による確認が不要な場合に限る。）

３
 

営
業
所

営業の沿革（第２０号）

★
□　申請時に提示できない場合は、左の□に を入れてください。
（承継先が合併・分割により設立される法人である場合や事業譲渡等の日までは承継元に在籍している等の理
由がある場合に限る。）

□

□経験期間の確認書類（人事発令書等の原本提示等）

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　該当および標準報酬月額相当額のお知らせ

い
ず
れ
か

１
 

経
営
体
制

承
継
先
が
許
可
業
者
の
場
合
は

不
要

(

※

)

所属建設業者団体（第２０号の２）

常勤役員等（＋常勤役員等を直接に補佐する者）及び専任技術者の常勤性確認書類

共通

合併により新設された法人、新設分
割により設立された法人のみ

申請時に★を未確認の場合

健康保険等の加入状況（第７号の３）

健康保険及び厚生年金保険加入確認書類

雇用保険加入確認書類

□

履歴事項証明書
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（土木事務所） 審査事務担当者

課（係）名　　　　　　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　内線

（※ただし、従前と証明内容が変わらない場合等、新たに確認書類による確認が不要な場合に限る。）

□ 税務署受付印のある確定申告書の控え（第一表及び第二表） 最大直近３年分

常
勤
役
員
等
を
直
接
に

補
佐
す
る
者

財
務
管
理
・
労
務
管

理
・
業
務
運
営
の
経
験

す
べ
て
（
左
記
3
つ
の

経
験
そ
れ
ぞ
れ
必
要
）

□常勤役員等を直接に補佐する者の経験の証明書の提出

□建設業の経営に係る確認書類（上記☆）

□経験期間の確認書類（人事発令書等の原本提示等）

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。当該申請・届出企業での経験の場合、
　　 在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

建
設
業
以
外
の
役
員
等
の

経
験

い
ず
れ
か

法
人

役
員

原
本

提
出

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等

支
店
長

営
業
所
長

右
記

い
ず
れ
か

□支配人の登記事項証明書の原本提出
□取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

個
人

事
業
主

原
本

提
示

建
設
業
に
関
す
る
役

員
等
に
次
ぐ
職
制
上

の
地
位
の
経
験

す
べ
て

□常勤役員等を直接に補佐する者の経験の証明書の提出

□建設業の経営に係る確認書類（上記☆）

□経験期間の確認書類（人事発令書等の原本提示等）

□ 経験期間中の在籍確認書類
　　（社会保険の履歴証明書等、公的な証明書の原本提示。当該申請・届出企業での経験の場合、
　　 在籍期間を確認できる健康保険被保険者証等の写しの提示でも可。）

い
ず
れ
か

（

☆
）

原
本

提
示

□ 受付印のある決算変更届の副本 ５年分

写
し
の

提
示

□ 工事請負契約書 ５年間につき各年度１件以上

□ 注文書及び請書 ５年間につき各年度１件以上

□ 履歴事項全部証明書、閉鎖事項証明書、役員欄閉鎖謄本等

令
３
条

使
用
人

右
記

い
ず
れ
か

□支配人の登記事項証明書の原本提出
□取締役会の議事録、人事発令書等の原本提示

個
人

事
業
主

原
本

提
示

□ 税務署受付印のある確定申告書の控え（第一表及び第二表） 直近５年分

更
新
時
は
不
要

(
※

)

常
勤
役
員
等

経
験
区
分

い
ず
れ
か

□ ①建設業にする役員等の経験を5年以上有する者
□ ②建設業に関する役員等の経験を（　）年有し、役員等に次ぐ職制上の地位にある者としての経験を（　）年有する者
□ ③建設業に関する役員等の経験を（　）年有し、建設業以外の役員等の経験を（　）年有する者

建
設
業
に
関
す
る
役
員
等
の
経
験 経

験
区
分
に
応
じ
て

い
ず
れ
か

法
人

役
員

原
本

提
出

□ 住民税特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）

上記４種の公的証明書の提示
が出来ない場合

  □ 源泉徴収簿及び領収済通知書

  □ 出勤簿及び賃金台帳

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　該当および標準報酬月額相当額のお知らせ

□ 厚生年金保険70歳以上被用者　標準報酬月額相当額改定および標準賞与額相当額のお知らせ

常
勤
役
員
等
及
び
常
勤
役
員
等
を
直
接

に
補
佐
す
る
者

常
勤
性

右
の
各
区
分
に
示
す
書
類

い
ず
れ
か

写
し
の

提
示

□ 健康保険被保険者証 （個人事業主にあっては「建築国保」又は「国民健康保険証」）等

□ 雇用保険被保険者証

原
本
提
示

□ 健康保険・厚生年金保険の「被保険者標準報酬決定通知書」

※
個
人
事
業
主
を
除
く

す
べ
て

原
本
提
示

□組織図等

□業務分掌規程等

□定款、執行役員規程又は取締役会の議事録等

支配人 原本提出 □支配人の登記事項証明書

（別紙）京都府への認可申請にかかる確認資料チェック表　（建設業法施行規則第７条第１号ロ該当）

１
 

経
営
体
制

更
新
時
は
不
要

(

※

)

常
勤
役
員
等

現
在
の
地
位

（

個
人
事
業
主
は
不
要
）

い
ず
れ
か

役員等 原本提出 □履歴事項全部証明書等

執
行
役
員
等
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（２－１）営業所の実態を確認できる資料の提出について 

 

 主たる営業所及び従たる営業所について、以下の資料により営業所の実態の確認をします。 

 

ア 営業所の下記写真（カラー）を貼付し、撮影日付、自己所有・賃貸借（又は使用貸借） 

の別を記載すること。（画像データを台紙と同形式で印刷しても可） 

  ・建物外部の全景（看板、住居表示（表札）等を確認できるもの） 

  ・建物内部（玄関内のメールボックス、テナント表札等を確認できるもの。単独事務所は

外側の郵便受け（営業所名表示）） 

  ・営業所入口（申請企業名（営業所名）を確認できるもの。(個人居宅内は不要)） 

  ・営業所内部（電話、机等の什器備品を確認できるもの） 

  ・建設業法第４０条に定める標識「建設業の許可票」 (新規申請は不要) 

    （標識に記載の文言が読み取れるように撮影すること。） 

 ・その他（参考となるもの、例：接客用に使用している別室等） 

 

イ 営業所の平面図（A４）に次の内容を記載すること。 

 ・営業所の名称を図面上部に記入（主たる営業所のみの場合は、申請企業名） 

  ・営業所内の執務机・電話等の配置状況（従業者数に見合う配置状況） 

  ・営業所の入口の明示（「▽」の印等） 

  ・建物内の一部を営業所に使用しているときは、建物の玄関との位置関係を図示 

  ・営業所が上階等のときは階数を付記し、階段、エレベーター等の位置を記入 

  ・使用するトイレの場所を記入（営業所として常時使用する環境にあることの可否） 

   （ただし、営業所が代表者等の居宅内の場合は余白に「◯◯宅トイレ使用」と記入、 

     テナントビル等の場合は「テナントビル共用トイレ」などと記入し、図示は不要） 

  ・既存の平面図を使用する場合は、Ａ４（又はＡ３）に縮小等して上記内容を付記 

 

  ※新規申請、更新申請のほか、営業所の所在地を変更したときも提出が必要です。 

   （原則として、業種追加及び一部業種の般特申請の場合は、提出不要。） 

※営業所として使用できることが明白でないときは、建物所有関係の追加資料の提示を 

求めたり、当該営業所の現地調査を実施する場合があります。 
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（２ー２）写真台紙

営業所の実態１： 　

(ｱ)建物外部の全景 令和　　年　　月　　日撮影　

(ｲ)建物内部 令和　　年　　月　　日撮影　

看板、住居表示等を確認できるもの

メールボックス、テナント表札等を確認できるもの

デジタルカメラで撮影したものを印刷する場合は、Ａ４版で同様の体裁とし、営業所名、撮影日等を明記してください。

（　自己所有　・　賃貸借　）　※いずれかに○

-127-



営業所の実態２：

(ｳ)営業所入口 令和　　年　　月　　日撮影　

(ｴ)営業所内部 令和　　年　　月　　日撮影　

申請企業名を確認できるもの

電話、机等の什器備品を確認できるもの

デジタルカメラで撮影したものを印刷する場合は、Ａ４版で同様の体裁とし、営業所名、撮影日等を明記してください。

（　自己所有　・　賃貸借　）　※いずれかに○
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営業所の実態３：

(ｵ)建設業法第４０条に定める標識 令和　　年　　月　　日撮影　

その他 令和　　年　　月　　日撮影　

参考となるものを必要に応じて提出してください

デジタルカメラで撮影したものを印刷する場合は、Ａ４版で同様の体裁とし、営業所名、撮影日等を明記してください。

（　自己所有　・　賃貸借　）　※いずれかに○

いわゆる「金看板」
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（３）常勤役員等(経営業務の管理責任者等)  執行役員等・補佐経験証明書 

 

 

常勤役員等(経営業務の管理責任者等) 執行役員等・補佐経験証明書 

 

 

 常勤役員等(経営業務の管理責任者等)証明書に記入の者            は、次のとお

り経営業務に関する経験を有することを証明します。 

１ 役 職 名               【下記業務内容、組織図のとおり】 

 ２ 経験年数    年    月から    年    月まで、満    年    月 

 ３ 証明者と被証明者との関係                        

 

〈業務内容〉 

 

〈組 織 図〉 

 

 

京都府知事 西脇 隆俊 様 

                            令和  年  月  日 

                        （社 名） 

証明者 （職氏名）                

（証明に当たっての留意事項） 

① 「執行役員等としての経営管理経験」とは、取締役会の決議を経て取締役会又は代表取締役か

ら具体的な権限委譲を受け、かつ、その権限に基づき、執行役員等として建設業の経営業務を総

合的に管理した経験をいいます。 

② 「経営業務を補佐した経験」とは、建設業に関する建設工事の施工に必要とされる資金の調達、

技術者等の配置、下請業者との契約の締結等の経営業務に、経営業務の管理責任者に次ぐ職制上

の地位にある者として、従事した経験をいいます。 

③ 証明された内容について証明者に照会することがあります。この照会に対する回答の内容によ

っては、許可できない場合があります。また、証明者がお持ちの書類を提示いただく必要がある

場合は、御協力をお願いします。 
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（４）常勤役員等を直接に補佐する者の証明書 

 

常勤役員等を直接に補佐する者の証明書 

 

 常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書の（ 第二面 ・ 第三面 ・   

第四面 ）に記入の者            は、次のとおり（ 財務管理 ・ 労務管理 ・ 

業務運営 ）の業務経験を有することを証明します。 

１ 役 職 名               【下記業務内容、組織図のとおり】 

 ２ 経験年数    年    月から    年    月まで、満    年    月 

 ３ 証明者と被証明者との関係                        

 

〈業務内容〉 

 

〈組 織 図〉 

 

 

京都府知事 西脇 隆俊 様 

                            令和  年  月  日 

                        （社 名） 

証明者 （職氏名）                

（証明に当たっての留意事項） 

① 「財務管理の業務経験」とは、建設工事を施工するにあたって必要な資金の調達や施工中の資

金繰りの管理、下請業者への代金の支払いなどに関する業務経験（役員としての経験を含む。申

請業者での経験に限る。以下同じ。）をいいます。 

② 「労務管理の業務経験」とは、社内や工事現場における勤怠の管理や社会保険関係の手続きに

関する業務経験をいいます。 

③ 「業務運営の経験」とは、会社の経営方針や運営方針の策定、実施に関する業務経験をいう。

これらの経験は、申請を行っている建設業者又は建設業を営む者における経験に限られる。 

④ 証明された内容について証明者に照会することがあります。この照会に対する回答の内容によ

っては、許可できない場合があります。また、証明者がお持ちの書類を提示いただく必要がある

場合は、御協力をお願いします。 
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　「１」･･･法第７条第２号イ該当（指定学科を卒業後、一定期間以上の実務経験）

　「４」･･･法第７条第２号ロ該当（１０年以上の実務経験）

　「７」･･･法第７条第２号ハ該当（国家資格取得者等）

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

０１ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 １

０２ 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 ４

１１ 7 7 7

１２ 7 7 7

１３ 7 7 7 7 7 7 7 7 ７（※３）

１４ 7 7 7 7 7 7 7 ７（※３）

１５ 7

１６ 7

２０ 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 ７（※３）

２１ 7 ７（※３）

２２ 7 7 7 7 7 ７（※３）

２３ 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

２７ 7

２８ 7

２９ 7

３０ 7

３１ 7

３２ 7

３３ 7

３４ 7

３７ 7 7 7 7 7 7

３８ 7 7 7 7 7

３９ 7

４１ 7 7 7 7 7 7 ７（※４）

４２ 7 7 7 7 7 7 7 ７（※４）

４３ 7 7

４４ 7 7

４５ 7

４６ 7 7

４７ 7 7

４８ 7 7 7

４９ 7 7 7

５０ 7

５１ 7 7 7

５２ 7

５３ 7 7

５４ 7 7 7

５５ 7

５６ 7

電気事業法 ５８ 7

電気通信事業法 ５９ 7

水　道　法 ６５ 7

６８ 7

６９ 7

７１ 7

６４ 7 7

７２ 7

５７ 7 ７

７３ 7

６６ 7

７４ 7

７５ 7

７６ 7

７０ 7 7 7

７７ 7

７８ 7

７９ 7 7

８０ 7

８１ 7

８２ 7

８３ 7

８４ 7 7

８５ 7

８６ 7

８７ 7

８８ 7

８９ 7

９０ 7

９１ 7

６７ 7

職
業
能
力
開
発
促
進
法

（※２）

左官

とび・とび工

鉄筋組立て・鉄筋施工（※７）

型枠施工

板金・建築板金・板金工（※８）

タイル張り・タイル張り工

築炉・築炉工・ れんが積み

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工

金属塗装・金属塗装工

噴霧塗装

鉄工（※６）・製罐
せいかん

ウェルポイント施工

石工・石材施工・石積み

給水装置工事主任技術者

甲種 消防設備士

乙種 消防設備士

建築大工

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）

森林 「林業」 ・ 総合技術監理 （森林 「林業」）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）

衛生工学 「廃棄物管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「廃棄物管理」）

第１種電気工事士

木造建築士

建設 ・ 総合技術監理（建設）

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）

上下水道 ・ 総合技術監理 （上下水道）

上下水道 「上水道及び工業用水道」 ・ 総合技術監理 （上下水道 「上水道及び工業用水道」）

電気通信主任技術者

必要な実務
経験(※１)

資格区分

３年

５年

法第７条第２号　ロ　該当（１０年の実務経験）

土木

仕上げ

１級電気工事施工管理技士

種
別

２級建築施工管理技士

５年

給排水衛生設備配管

１年

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）

１級土木施工管理技士

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

２級電気通信工事施工管理技士

板金・板金工・打出し板金

かわらぶき・スレート施工

建築塗装・建築塗装工

ガラス施工

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管

コンクリート圧送施工

建築

躯体

配管（※５）・配管工

建築板金「ダクト板金作業」

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

電気主任技術者　（第１種～第３種）

第２種電気工事士

２級建築士

消　防　法

電気工事士法

衛生工学 ・ 総合技術監理 （衛生工学）

衛生工学 「水質管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「水質管理」）

技
術
士
法

工場板金

塗装・木工塗装・木工塗装工

路面標示施工

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）

２級土木施工管理技士
種
別

電気電子 ・ 総合技術監理 （電気電子）

機械 ・ 総合技術監理 （機械）

機械 「流体工学」又は「熱工学」 ・ 総合技術監理 （機械 「流体工学」又は「熱工学」）

鋼構造物塗装

薬液注入

１級建築施工管理技士

１級建築士

１級電気通信工事施工管理技士

（５－１）専任技術者等の技術者資格・コード一覧表【一般建設業】

コード
建設業の種類

法第７条第２号　イ　該当（指定学科卒業＋実務経験）

建
築
士
法

建
設
業
法
（

技
術
検
定
）
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土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

９２ 7

９３ 7

９４ 7

９５ 7

９６ 7

９７ 7

９８ 7

６１ 7 7

４０ 7

６２ 7 7

６３ 7 7

６０ ７

7 7

7 7

7

7

7

7

7

7

7

7

7 7

7

7

7

7

7

7

7

7

7 7 7

7 7

7 7 7

7

7

7

7

7 7 7

7

7

7 7

7

7

7

7

7

7

その他 ９９ 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 ７

３６

登録圧入工基幹技能者

基
幹
技
能
者

登録コンクリート圧送基幹技能者

コード 資格区分

解体工事

登録海上起重基幹技能者（※10）

登録機械土工基幹技能者

職
業
能
力
開
発
促
進
法

（※２）

必要な実務
経験(※１)

畳製作 ・ 畳工

登録建築板金基幹技能者

登録エクステリア基幹技能者

登録内装仕上工事基幹技能者

登録切断穿孔基幹技能者

登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者

建設業の種類

登録防水基幹技能者

登録鳶・土工基幹技能者

登録配管基幹技能者

登録型枠基幹技能者

登録圧接基幹技能者

登録鉄筋基幹技能者

登録ＰＣ基幹技能者

登録左官基幹技能者

登録建設塗装基幹技能者

登録トンネル基幹技能者（※10）

登録運動施設基幹技能者

登録冷凍空調基幹技能者

登録グラウト基幹技能者

登録保温保冷基幹技能者

登録ダクト基幹技能者

登録外壁仕上基幹技能者（※10）

※９　土木：昭和４８年改正政令による改正後の土木とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られる。

※１　表中の「実務経験」とは、合格後の当該建設業の実務経験をいう。
　　　実務経験により専任技術者として申請・届出する者については、資格証等の写しの他に様式第９号（実務経験証明書）が必要。

※２　職業能力開発促進法の検定職種の実務経験について、等級区分が２級の場合は合格後３年以上の実務経験を要する。
　　　ただし、平成１６年４月１日時点で合格していたものについては、合格後１年以上の実務経験を要する。

※３　平成２７年度以前に合格した者は、解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要。

登録橋梁基幹技能者（※10）

登録ＡＬＣ基幹技能者

登録建築大工基幹技能者

登録消火設備基幹技能者

登録標識・路面標示基幹技能者（※10）

登録タイル張り基幹技能者

登録電気工事基幹技能者

登録造園基幹技能者

※７　鉄筋施工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作
　　　　　　　　業」とするものの双方に合格した者に限られます。

※５　配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和４８年政令第９８号。以下「昭和４８年改正政令」といいます。）による改正後の
　　　　　　配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られる。

※６　鉄工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」とするものに限
　　　　　　られる。

計装

建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９８
に該当するものを除く）及び第３号該当

登録基礎工基幹技能者

登録土工基幹技能者

登録硝子工事基幹技能者

※４　解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要。

建築設備士

さく井

１年

※８　板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、昭和４８年改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、
　　　　　　　　　　選択科目を「建築板金作業」とするものに限られる。板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はない。

防水施工

内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工 

熱絶縁施工

建具製作・建具工・木工（※９）・カーテンウォール施工・サッシ施工

１年

１年

基礎ぐい工事

地すべり防止工事

造園　

※10　講習修了証に、建設業法第26条第１項に定める主任技術者の要件を満たす者と認められる旨の記載があること。
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特定建設業指定７業種

土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

０１ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 ２

０２ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 ５

０３ 3 3 3 3 3 3 3

０４ 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 ６

１１ 9 9 9

１２ 8

１３ 9 9 9 9 9 9 9 9 ９（※３）

１４ 8 8 8 8 ８（※３）

１５ 8

１６ 8

２０ 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 ９（※３）

２１ ８（※３）

２２ 8 8 8 8 ８（※３）

２３ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8

２７ 9

２８

２９ 9

３０

３１ 9

３２ 8

３３ 9

３４

３７ 9 9 9 9 9 9

３８ 8 8 8 8

３９ 8

４１ 9 9 9 9 9 9 ９（※４）

４２ 9 9 9 9 9 9 9 ９（※４）

４３ 9 9

４４ 9 9

４５ 9

４６ 9 9

４７ 9 9

４８ 9 9 9

４９ 9 9 9

５０ 9

５１ 9 9 9

５２ 9

５３ 9 9

５４ 9 9 9

５５

５６

電気事業法 ５８

電気通信事業法 ５９ 8

水　道　法 ６５

６８ 8

６９ 8

７１ 8

６４ 8 8

７２ 8

５７ 8 ８

７３ 8

６６ 8

７４

７５

７６

７０ 8 8

７７ 8

７８ 8

７９ 8 8

８０ 8

８１

８２ 8

８３ 8

８４ 8 8

８５ 8

職
業
能
力
開
発
促
進
法

建築大工

鉄工（※６）・製罐
せいかん

給排水衛生設備配管

とび・とび工

左官

鉄筋組立て・鉄筋施工（※７）

工場板金

（※２）

１級電気通信工事施工管理技士

２級電気通信工事施工管理技士

型枠施工

建築板金「ダクト板金作業」

石工・石材施工・石積み

法第１５条第２号　ハ　該当（同号イと同等以上）

法第１５条第２号　ハ　該当 （同号ロと同等以上）

配管（※５）・配管工

　「２」･･･法第７条第２号イ及び法第１５条第２号ロ該当（指定学科を卒業後、一定以上の実務経験＋２年以上の指導監督的実務経験）

　「３」･･･法第１５条第２号ハ該当（同号イと同等以上として国土交通大臣の認定を受けた者）

　「５」･･･法第７条第２号ロ及び法第１５条第２号ロ該当（１０年以上の実務経験＋２年以上の指導監督的実務経験）

　「６」･･･法第１５条第２号ハ該当（同号ロと同等以上として国土交通大臣の認定を受けた者）

　「８」･･･法第７条第２号ハ及び法第１５条第２号ロ該当（一般建設業の要件を満たす国家資格＋２年以上の指導監督的実務経験）

　「９」･･･法第１５条第２号イ該当（国家資格取得者等）

法第７条第２号　ロ　該当

タイル張り・タイル張り工

築炉・築炉工・ れんが積み

ブロック建築・ブロック建築工・コンクリート積みブロック施工

５年

１年

電気工事士法

冷凍空気調和機器施工 ・ 空気調和設備配管

板金・建築板金・板金工（※８）

板金・板金工・打出し板金

森林 「林業」 ・ 総合技術監理 （森林 「林業」）

森林 「森林土木」 ・ 総合技術監理 （森林 「森林土木」）

機械 ・ 総合技術監理 （機械）

上下水道 ・ 総合技術監理 （上下水道）

３年

消　防　法
甲種 消防設備士

乙種 消防設備士

電気主任技術者　（第１種～第３種） ５年

衛生工学 ・ 総合技術監理 （衛生工学）

衛生工学 「水質管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「水質管理」）

衛生工学 「廃棄物管理」 ・ 総合技術監理 （衛生工学 「廃棄物管理」）

第１種電気工事士

第２種電気工事士

電気通信主任技術者

建
築
士
法

１級建築士

２級建築士

木造建築士

建設 「鋼構造及びコンクリート」 ・ 総合技術監理 （建設 「鋼構造及びコンクリート」 ）

農業 「農業土木」 ・ 総合技術監理 （農業 「農業土木」 ）

技
術
士
法

建設 ・ 総合技術監理（建設）

上下水道 「上水道及び工業用水道」 ・ 総合技術監理 （上下水道 「上水道及び工業用水道」）

水産 「水産土木」 ・ 総合技術監理 （水産 「水産土木」）

土木

鋼構造物塗装

薬液注入

機械 「流体工学」又は「熱工学」 ・ 総合技術監理 （機械 「流体工学」又は「熱工学」）

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

電気電子 ・ 総合技術監理 （電気電子）

２級建築施工管理技士

法第７条第2号　イ　該当

建
設
業
法
（

技
術
検
定
）

１級建設機械施工技士

２級建設機械施工技士　（第１種～第６種）

１級土木施工管理技士

２級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

種
別

（５－２）専任技術者等の技術者資格・コード一覧表【特定建設業】

コード 資格区分
建設業の種類

必要な実務
経験(※１)

ウェルポイント施工

種
別

建築

躯体

仕上げ

１級電気工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

コンクリート圧送施工

給水装置工事主任技術者
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土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 舗 し 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解
能

力

開

発

促

８６ 8

８７ 8

８８ 8

８９ 8

９０ 8

９１ 8

６７ 8

９２ 8

９３ 8

９４ 8

９５ 8

９６

９７ 8

９８ 8

６１ 8 8

４０ 8

６２

６３

６０ 解体工事 ８

8

8

8

8

8

8

8

8

8

8 8

8

8

8

8

8

8

8

8 8 8

8 8

8 8 8

8

8

8

8

8

8 8

8

8

8

8

8

8

その他 ９９ 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 ８

３６

基
幹
技
能
者

コード 資格区分

登録タイル張り基幹技能者

地すべり防止工事

登録冷凍空調基幹技能者

登録鉄筋基幹技能者

登録建設塗装基幹技能者

必要な実務
経験(※１)

建具製作・建具工・木工（※９）・カーテンウォール施工・サッシ施工

登録トンネル基幹技能者（※10）

基礎ぐい工事

登録海上起重基幹技能者（※10）

熱絶縁施工

登録運動施設基幹技能者

防水施工

登録橋梁基幹技能者（※10）

登録造園基幹技能者

登録圧接基幹技能者

登録ＰＣ基幹技能者

登録基礎工基幹技能者

登録機械土工基幹技能者

登録左官基幹技能者

登録防水基幹技能者

登録型枠基幹技能者

登録土工基幹技能者

登録建築板金基幹技能者

登録エクステリア基幹技能者

登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者

登録ダクト基幹技能者

計装

１年建築設備士

１年

さく井

内装仕上げ施工 ・ カーテン施工 ・ 天井仕上げ施工 ・ 床仕上げ施工 ・ 表装 ・ 表具 ・ 表具工 

（※２）

かわらぶき・スレート施工

金属塗装・金属塗装工

噴霧塗装

建築塗装・建築塗装工

塗装・木工塗装・木工塗装工

※８　板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、昭和４８年改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、
　　　　　　　　　　選択科目を「建築板金作業」とするものに限られる。板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はない。

※３　平成２７年度以前に合格した者は、解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要。

※４　解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要。

※５　配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和４８年政令第９８号。以下「昭和４８年改正政令」といいます。）による改正後の
　　　　　　配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られる。

※６　鉄工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」とするものに限
　　　　　　られる。

登録外壁仕上基幹技能者（※10）

※２　職業能力開発促進法の検定職種の実務経験について、等級区分が２級の場合は合格後３年以上の実務経験を要する。
　　　ただし、平成１６年４月１日時点で合格していたものについては、合格後１年以上の実務経験を要する。

登録グラウト基幹技能者

登録保温保冷基幹技能者

登録標識・路面標示基幹技能者（※10）

登録内装仕上工事基幹技能者

登録切断穿孔基幹技能者

登録鳶・土工基幹技能者

登録配管基幹技能者

※９　土木：昭和４８年改正政令による改正後の土木とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られる。

路面標示施工

畳製作 ・ 畳工

登録コンクリート圧送基幹技能者

※７　鉄筋施工：昭和４８年改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作
　　　　　　　　業」とするものの双方に合格した者に限られます。

建設業法施行規則第７条の３の第１号、第２号（上記コード１１～９
８に該当するものを除く）及び第３号該当

※１　表中の「実務経験」、「指導監督的実務経験」とは、合格後の当該建設業の経験をいう。
　　　実務経験、指導監督的実務経験により専任技術者として申請・届出する者については、資格証等の写しの他に
　　　様式第９号（実務経験証明書）、様式第１０号（指導監督的実務経験証明書）が必要。

登録ＡＬＣ基幹技能者

登録建築大工基幹技能者

登録硝子工事基幹技能者

登録電気工事基幹技能者

造園　

ガラス施工

１年

※10　講習修了証に、建設業法第26条第１項に定める主任技術者の要件を満たす者と認められる旨の記載があること。

建設業の種類

登録圧入工基幹技能者

登録消火設備基幹技能者
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（６）専任技術者の資格要件にかかる所定学科一覧表 
 

許可を受けようとする建設業 学     科 

土木工事業 

舗装工事業 

土木工学（農業土木、鉱山土木、森林土木、砂防、治山、緑

地又は造園に関する学科を含む。以下この表において同

じ。）、都市工学、衛生工学又は交通工学に関する学科 

建築工事業 

大工工事業 

ガラス工事業 

内装仕上工事業 

建築学又は都市工学に関する学科 

左官工事業 

とび・土工工事業 

石工事業 

屋根工事業 

タイル・れんが・ブロック工事業 

塗装工事業 

解体工事業 

土木工学又は建築学に関する学科 

電気工事業 

電気通信工事業 

電気工学又は電気通信工学に関する学科 

管工事業 

水道施設工事業 

清掃施設工事業 

土木工学、建築学、機械工学、都市工学又は衛生工学に関す

る学科 

鋼構造物工事業 

鉄筋工事業 

土木工学、建築学又は機械工学に関する学科 

しゅんせつ工事業 土木工学又は機械工学に関する学科 

板金工事業 建築学又は機械工学に関する学科 

防水工事業 土木工学又は建築学に関する学科 

機械器具設置工事業 

消防施設工事業 

建築学、機械工学又は電気工学に関する学科 

熱絶縁工事業 土木工学、建築学又は機械工学に関する学科 

造園工事業 土木工学、建築学、都市工学又は林学に関する学科 

さく井工事業 土木工学、鉱山学、機械工学又は衛生工学に関する学科 

建具工事業 建築学又は機械工学に関する学科 
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（７）市区町村コード表

コード 所轄土木事務所

２６１０１

２６１０２

２６１０３

２６１０４

２６１０５

２６１０６

２６１０７

２６１０８

２６１０９

２６１１０

２６１１１

２６１９９

２６２０８

２６２０９

２６３０３

２６２０４

２６２０７

２６２１０

２６２１１

２６３２２

２６３４３

２６３４４

２６２１４

２６３６４

２６３６５

２６３６６

２６３６７

２６２０６

２６２１３

２６４０７

２６２０２

２６２０３

２６２０１ 中丹西土木事務所

２６２０５

２６２１２

２６４６３

２６４６５

（参考）国土交通大臣・京都府知事コード表

コード 区分

００ 国土交通大臣

２６ 京都府知事

丹後土木事務所

市 区 町 村 の 名 称

京都市　北区

　〃　　左京区

　〃　　上京区

宇治市

乙訓郡　大山崎町

長岡京市

向日市

京都市　西京区（大枝、大原野）

京都土木事務所

乙訓土木事務所

山城北土木事務所

山城南土木事務所

南丹土木事務所

中丹東土木事務所

　〃　　東山区

　〃　　中京区

綾部市

舞鶴市

船井郡　京丹波町

南丹市

亀岡市

　〃　　南山城村

　〃　　精華町

　〃　　和束町

　〃　　西京区（大枝、大原野以外）

　〃　　山科区

　〃　　伏見区

　〃　　右京区

　〃　　南区

　〃　　下京区

八幡市

城陽市

　〃　　与謝野町

与謝郡　伊根町

京丹後市

宮津市

福知山市

相楽郡　笠置町

木津川市

　〃　　宇治田原町

綴喜郡　井手町

久世郡　久御山町

京田辺市
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（８）代理人による記名を可又は不可とする許可申請書類 
 

代理人による記名を可と

する許可申請書類 

○建設業許可申請書（様式第一号）の申請者の欄 

○専任技術者証明書（新規・変更）（様式第八号）の申請者・届

出者の欄（専任技術者の交代に伴う削除に限る。） 

○変更届出書（様式第二十二号の二）の届出者の欄 

○届出書（様式第二十二号の三）の届出者の欄 

○廃業届（様式第二十二号の四）の届出者の欄 

○〔府独自様式〕変更届出書（別記第１号様式）の届出者の欄 

代理人による記名を不可

とする許可申請書類 

○誓約書（様式第六号）の申請者の欄 

○常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書（様式第七号）

の証明者又は申請者の欄 

○常勤役員等の略歴書（様式第七号別紙）の氏名の欄 

○常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

（様式第七号の二）の証明者又は申請者の欄 

○常勤役員等及び常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書（様式

第七号の二別紙一及び別紙二）の氏名の欄 

○健康保険等の加入状況（様式第七号の三）の申請者又は届出者

の欄 

○専任技術者証明書（新規・変更）（様式第八号）の申請者・届

出者の欄（専任技術者の交代に伴う削除の場合を除く。） 

○実務経験証明書（様式第九号）の証明者の欄 

○指導監督的実務経験証明書（様式第十号）の証明者の欄 

○許可申請者の住所、生年月日等に関する調書（様式第十二号）

の氏名の欄 

○建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に

関する調書（様式第十三号）の氏名の欄  

○〔府独自様式〕常勤役員等（経営業務の管理責任者等） 執行

役員等・補佐経験証明書の証明者の欄 

○〔府独自様式〕常勤役員等を直接に補佐する者の証明書の証明

者の欄 
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（９）申請書・届出提出先（問い合わせ先）

提出先 所在地 所管区域

〒606-0821
京都市左京区賀茂今井町10-4

TEL　075(701)0169

〒617-0006
向日市上植野町馬立8

TEL　075(931)2156

〒610-0331
京田辺市田辺明田1

TEL　0774(62)0047

〒619-0214
木津川市木津上戸18-1

TEL　0774(72)1152

〒622-0041
南丹市園部町小山東町藤ノ木21

TEL　0771(62)1527

〒623-0012
綾部市川糸町丁畠10-2

TEL　0773(42)1020

〒620-0055
福知山市篠尾新町1-91

TEL　0773(22)5115

〒626-0044
宮津市字吉原2586-2

TEL　0772(22)3244

中丹西土木事務所
企画・総務契約課

丹後土木事務所
総務契約課

京都市（京都市西京区大
枝、大原野を除く）

向日市、長岡京市、大山崎
町、京都市西京区（大枝、
大原野）

宇治市、城陽市、八幡市、
京田辺市、久御山町、井手
町、宇治田原町

木津川市、笠置町、和束
町、精華町、南山城村

亀岡市、南丹市、京丹波町

舞鶴市、綾部市

福知山市

宮津市、京丹後市、伊根
町、与謝野町

京都土木事務所
企画・総務契約課

建設業係

乙訓土木事務所
企画・総務契約課

山城北土木事務所
総務契約課

山城南土木事務所
企画・総務契約課

南丹土木事務所
総務契約課

中丹東土木事務所
総務契約課
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